
令和２年度の 

主な事務事業の評価シート 

（建設緑政局）
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参考資料



事業の概要

市が直接実施 一部委託 全部委託・指定管理 ボランティア等との協働 その他

国・県の制度 国・県の制度＋市独自の制度 市独自の制度

※　人件費は、予算・決算における職員１人当たり人件費に、人工を乗じて算出

計　画　（Plan）

実施結果　（Do）

令和２年度　事務事業評価シート

人件費※　B

総コスト(A+B)

市債

その他特財

財
源
内
訳

国庫支出金 45,973

34,000 74,000

行財政改革第２期プログラム
に関連する課題名

71,956

30,600

34,000

0

7,356

37,200

28,661

71,95624,413

-

-

10,000

41,267

4,250 4,250 4,250

-14,200 7,356 4,750

0

4,248 4,248

-

-

76,20679,800

4,248

76,204

6,908

71,956 6,908

0 0 -

公園

災害時の徒歩帰宅者への支援や復旧・復興段階における公園利用に向けた整備をすることで、公園の防災機能の向上を図りま
す。

広域避難場所や幹線道路沿いの公園などにおいて、ソーラー照明灯や広域案内板の設置や、園路・広場等の整備を行います。

①身近な公園の防災機能向上の取組の推進
　・施設設計、整備

施　　策 災害・危機事象に備える対策の推進

直接目標

0.5 0.5 0.5

事業開始年度

平成24年度

－

H30年度目標・実績

目標どおり達成できました。
①身近な公園の防災機能向上の取組の推進については、菅馬場公園において災害発生時に公園内への避難が速やかに行われ
るように階段部分に新たに手すりの整備を実施しました。
②帰宅困難者対策の取組の推進については、橘公園の用地取得を行い、公園内への避難が速やかに行われるようエントランス部
分の拡幅や、夜間避難への対応としてソーラー照明灯の整備を実施しました。

４．目標を下回った
５．目標を大きく下回った3

　１．目標を大きく上回って達成
　２．目標を上回って達成
　３．ほぼ目標どおり

－

－

単位

-

-

30,600 0

事務事業
事務事業コード

10101060

担　　当
組織コード 所属名

実施期間
事業終了年度 事務・サービス等

の分類

分類1（市民サービス等） 分類2（内部事務）

－ その他 ―

531960 建設緑政局緑政部みどりの保全整備課

事務事業名 政策体系別計画の記載

公園防災機能向上事業 有

実施形態 ☑

　都市公園法

総合計画と連携する計画等

（法令・要綱等）

防災都市づくり基本計画,緑の基本計画

人工（単位：人）

年度

事業費　A

一般財源

71,956

30,600

34,000

0

7,356

75,565

-

-

-

－

取組内容の実績等
（上記に掲げた取組内容に対し、「数
値等でより具体的に実績を示すことが
できる取組」、又は「未達成部分」若し
くは「より達成できた部分」を記載）

3

4
説明

指標分類

1

2
説明

数値で事業の実績・効果等を把握できる指標　（指標の説明）

説明

実績

目標

目標

実績

目標

実績

76,191

4,2354,235

-

41,448

7,356

13,000

H30年度 R1年度 R3年度

計画事業費

事業の目的
（対象をどのような状態にしたいか）

政策体系

事業の対象
（事業の対象となる人、物）

事業の内容
（どういった業務内容で、どのような

手段で実施しているか）

上記「当該年度の取組内容」
に対する達成度

R2年度R1年度

□

計画事業費 計画事業費

□ □ □

予決算
（単位：
千円）

実施根拠 □ □ ☑

改革項目 課題名

説明

目標

実績

0128,973

当該年度の取組内容
（第2期実施計画に記載されている
具体的な当該年度の取組）

災害から生命を守る政　　策

災害発生時の被害や生活への影響を減らす

当初計画からの変更箇所
（上記計画に記載されている内容か

ら変更となる取組）

②ソーラー照明灯・案内板の整備など帰宅困難者対策の取組の推進【変更】
　・橘公園

R3年度

0 0

37,017

0 0 0

34,000 0

予算額 決算額 予算額 決算額 予算額 決算額(見込） 予算額 決算額

R2年度

124,723

30,600

71,956 6,908

2



評　価　（Check）

実施 （直近） 未実施

改　善　（Action）

a．上がっている
b,　徐々に上がっている
c．上がっていない

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止
Ⅵ．事業終了

Ⅱ

上記「有効性」の成果等を踏まえ左記区分を選んだ理由

帰宅困難者対策としてソーラー照明灯等の整備を行っていることや、身近な公園の防災機能向上として車両乗り入れを考慮した園
路等の整備を行っていることから、災害発生時における防災機能の向上が図られました。

【成果】
　活動結果（活動指標等）に対し事業の成果（成果指標等）は順調に上がっているか？

【民間の活用】
　委託や指定管理者制度など、実施手法について民間活用によりコストを削減できる余地があるか？

【事業手法等の見直し】
　事業の成果を維持しながら、契約方法、仕様の見直しなどによる経費削減や事務手続きの見直しなどに
よる事務改善の可能性があるか？

【市が実施する必要性】
　他都市で、民間等でサービス提供している事例がないか？

評価

今後の事業
の方向性

実施結果（Ｄｏ）や評価（Ｃｈｅｃｋ）を踏まえた今後の方向性

近年の災害発生状況を鑑み、国の補助事業体系が変更されるなど防災に対する取組が強化されています。これに伴い、発災時に
おける公園緑地の機能の充実が求められています。

評価の理由

貢献度区分

A．貢献している
B．やや貢献している
C．貢献の度合いが薄い

B
施策への
貢献度

橘公園や菅馬場公園の整備により、公園内に速やかに避難出来るようになったことなど防災に寄与する整
備を実施したことから、施策への貢献はありました。

効率性
【質の向上】
　事業を適正な（過小でも、過大でもない）規模の人員体制・費用で行いながら、市民サービスや市役所内
部（職員・組織）の質の向上を図ることができる余地があるか？

・既に調査業務や設計業務等の一部は委託により執行することで効率化が図られています。
・防災機能の整備に併せ、老朽化した施設やバリアフリー等の整備等も併せて施工することで、経費削減につながる可能性はあり
ます。
・案内板の整備にあたり、他部局が発する情報の掲載など、質の向上を図る余地はあります。

a．余地はない
b．余地はある
c．既に実施済み

c

a．可能性はない
b．可能性はある b

有効性

近年の災害発生状況から、市民の防災に対する関心は高まる傾向にあり、市民の生命と財産を守る観点から行政が果たす役割は
益々重要になっていることから、引き続き防災機能の向上を図ることが必要です。

評価の理由

具体的な見直し・改善内容
※過去に見直した履歴も記載

できる場合は記載

a．薄れていない
b．薄れている a

評価項目

必要性

□ H 年度 ☑

事業を取り巻く社会環境の変化
（国・県・他団体の動向や法改正、規

制緩和など）

事業の見直し・改善内容

評価の理由

a

【市民のニーズ】
　事業を取り巻く環境の変化等により、事業に対するニーズが薄れていないか？

今後の事業の方向性を
踏まえた次年度の計画上の

変更箇所

変更前
（次年度計画上
の記載）

変更後
（上記計画上の記載に
対する変更点）

変更の理由

b

方向性区分

a．余地はない
b．余地はある
c．既に実施済み

b

発災時における公園の役割と機能が発揮できるよう、引き続き、公園の入口や園路・広場等の整備を実施
し、防災機能の向上を図っていきます。

a．事例はない
b．事例がある
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事業の概要

市が直接実施 一部委託 全部委託・指定管理 ボランティア等との協働 その他

国・県の制度 国・県の制度＋市独自の制度 市独自の制度

※　人件費は、予算・決算における職員１人当たり人件費に、人工を乗じて算出

計　画　（Plan）

実施結果　（Do）

令和２年度　事務事業評価シート

人件費※　B

総コスト(A+B)

市債

その他特財

財
源
内
訳

国庫支出金 0

0 0

行財政改革第２期プログラム
に関連する課題名

0

0

0

0

0

0

9,346

00

-

-

0

9,350

9,350 9,350 9,350

-0 0 0

0

9,346 9,346

-

-

9,350

5

17,787

9,346

9,346

0

0 0

0 0 -

市民、市職員、防災関係機関等

洪水等による水災を警戒し、防御し、被害を軽減するための水防活動を実施し、公共の安全の保持を図ります。

国や県が発令する水防警報等を防災関係機関へ伝達し、河川パトロール等水防活動を実施します。また、洪水ハザードマップの周
知を進め、防災力の向上を図ります。

①水防警報等発令時の情報伝達及び水防活動の実施
②洪水ハザードマップの周知

施　　策 災害・危機事象に備える対策の推進

直接目標

2.1 1.1 1.1

事業開始年度

―

箇所

回

－

H30年度目標・実績

目標どおりに達成できました。
①水防警報等発令時の情報伝達及び水防活動の実施については、風水害に備えた10回の水防警報発令時に、防災関係機関に水
防警報等の情報を伝達するとともに、道路公園センターが河川パトロールを実施しました。
②洪水ハザードマップの周知については、タイムラインの作成等の機会を通じて、周知を図りました。また、浸水地域に特化したタイ
ムラインを作成し、浸水地域の全戸に配布するとともに、市ホームページに掲載しました。

４．目標を下回った
５．目標を大きく下回った3

　１．目標を大きく上回って達成
　２．目標を上回って達成
　３．ほぼ目標どおり

5

5

5

－

3

－

3

単位

3

-

-

0 0

事務事業
事務事業コード

10101130

担　　当
組織コード 所属名

実施期間
事業終了年度 事務・サービス等

の分類

分類1（市民サービス等） 分類2（内部事務）

－ その他 ―

534700 建設緑政局道路河川整備部河川課

事務事業名 政策体系別計画の記載

水防業務 有

実施形態 ☑

水防法、洪水対策計画書（多摩川・鶴見川・相模川）、神奈川県水防計画等

総合計画と連携する計画等

（法令・要綱等）

人工（単位：人）

年度

事業費　A

一般財源

0

0

0

0

0

0

-

-

-

－

5

5

3

3

取組内容の実績等
（上記に掲げた取組内容に対し、「数
値等でより具体的に実績を示すことが
できる取組」、又は「未達成部分」若し
くは「より達成できた部分」を記載）

3

4
説明

指標分類

1

2
説明

数値で事業の実績・効果等を把握できる指標　（指標の説明）

国・県管理河川の重要水防区域等の共同点検の実施箇所数

区民祭及び総合防災訓練等の機会を通じた洪水ハザードマップの周知回数

説明

実績
ふれあって流域鶴見川事務局（国土交通省京浜河川事務所）が参加を決定する区民祭及び市総合
防災訓練等を通じた洪水ハザードマップの周知回数

目標

目標

実績

目標

実績

17,787

17,78717,787

-

9,346

0

0

H30年度 R1年度 R3年度

計画事業費

事業の目的
（対象をどのような状態にしたいか）

政策体系

事業の対象
（事業の対象となる人、物）

事業の内容
（どういった業務内容で、どのような

手段で実施しているか）

上記「当該年度の取組内容」
に対する達成度

R2年度R1年度

活動
指標

3

□

計画事業費 計画事業費

□ □ □

各河川管理者が決定した点検個所

予決算
（単位：
千円）

実施根拠 □ ☑ □

改革項目 課題名

説明

7

3

目標

実績

09,350

当該年度の取組内容
（第2期実施計画に記載されている
具体的な当該年度の取組）

災害から生命を守る政　　策

災害発生時の被害や生活への影響を減らす

当初計画からの変更箇所
（上記計画に記載されている内容か

ら変更となる取組）

活動
指標

R3年度

0 0

0

0 0 0

0 0

予算額 決算額 予算額 決算額 予算額 決算額(見込） 予算額 決算額

R2年度

0

0

0 0

4



評　価　（Check）

実施 （直近） 未実施

改　善　（Action）

a．上がっている
b,　徐々に上がっている
c．上がっていない

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止
Ⅵ．事業終了

Ⅰ

上記「有効性」の成果等を踏まえ左記区分を選んだ理由

活動指標については目標値を達成しています。今後も、災害発生時の被害軽減に向けた継続的な取組が必要です。

【成果】
　活動結果（活動指標等）に対し事業の成果（成果指標等）は順調に上がっているか？

【民間の活用】
　委託や指定管理者制度など、実施手法について民間活用によりコストを削減できる余地があるか？

【事業手法等の見直し】
　事業の成果を維持しながら、契約方法、仕様の見直しなどによる経費削減や事務手続きの見直しなどに
よる事務改善の可能性があるか？

【市が実施する必要性】
　他都市で、民間等でサービス提供している事例がないか？

評価

今後の事業
の方向性

実施結果（Ｄｏ）や評価（Ｃｈｅｃｋ）を踏まえた今後の方向性

平成27年の水防法改正により、国土交通省による洪水想定区域（多摩川・鶴見川）の指定・公表が行われたため、洪水ハザードマッ
プを改定・公表・周知する必要が発生しました。

評価の理由

貢献度区分

A．貢献している
B．やや貢献している
C．貢献の度合いが薄い

A
施策への
貢献度

洪水ハザードマップの周知や河川共同点検の実施等により、市民の円滑な避難行動につながる洪水リスク
の周知につながりました。また、水防警報等発令時の確実な市・防災関係機関への情報伝達の実施によ
り、避難勧告等の発令による市民の安全確保を図ることにつながったことから、施策への貢献がありまし
た。

効率性
【質の向上】
　事業を適正な（過小でも、過大でもない）規模の人員体制・費用で行いながら、市民サービスや市役所内
部（職員・組織）の質の向上を図ることができる余地があるか？

・タイムラインの作成に伴う洪水ハザードマップの周知や河川共同点検を実施することで、市民等の円滑な避難活動につながるよう
洪水リスクを周知しています。更なる周知手法としては防災ワークショップの開催などが挙げられます。

a．余地はない
b．余地はある
c．既に実施済み

a

a．可能性はない
b．可能性はある b

有効性

風水害に備え、市・防災関係機関等は重要水防箇所を認識し、平常時から被害を軽減するための水防活動を実施する必要があり
ます。地域住民も含めた河川共同点検は、洪水リスクの高い区間を確認し、円滑な避難行動につなげるために不可欠であり、継続
して実施する必要があります。

評価の理由

具体的な見直し・改善内容
※過去に見直した履歴も記載

できる場合は記載

a．薄れていない
b．薄れている a

評価項目

必要性

☑ H 29 年度 □

事業を取り巻く社会環境の変化
（国・県・他団体の動向や法改正、規

制緩和など）

事業の見直し・改善内容

評価の理由

H29年度：洪水ハザードマップを改定しました。

a

【市民のニーズ】
　事業を取り巻く環境の変化等により、事業に対するニーズが薄れていないか？

今後の事業の方向性を
踏まえた次年度の計画上の

変更箇所

変更前
（次年度計画上
の記載）

①水防警報等発令時の情報伝達及び水防活動の実施
②洪水ハザードマップの周知

変更後
（上記計画上の記載に
対する変更点）

③地域防災力向上の取組（マイタイムラインの作成支援）【追加】

変更の理由
令和元年東日本台風による浸水被害を踏まえ、浸水地域における防災力向上を図る取組をさらに進めてい
く必要があるため。

b

方向性区分

a．余地はない
b．余地はある
c．既に実施済み

a

市民の生命・財産を守り、公共の安全保持に寄与するため、洪水ハザードマップの周知や河川共同点検の
実施により、市民、市職員、防災関係機関が洪水に対してリスクの高い区間を認識・共有し、円滑な避難行
動につながるよう、引き続き、水防警報等発令時の情報伝達や河川パトロールといった水防活動を推進し
ます。特に、令和元年東日本台風により浸水被害の発生した河港水門、平瀬川、三沢川の３地域において
は、さらなる地域防災力の向上を目指し、水位等の情報の入手方法や、風水害時に住民が受け取る情報と
その際に取るべき行動等について、住民に周知していきます。

a．事例はない
b．事例がある
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事業の概要

市が直接実施 一部委託 全部委託・指定管理 ボランティア等との協働 その他

国・県の制度 国・県の制度＋市独自の制度 市独自の制度

※　人件費は、予算・決算における職員１人当たり人件費に、人工を乗じて算出

計　画　（Plan）

実施結果　（Do）

0 0

219,467

0 0 0

288,000 360,000

予算額 決算額 予算額 決算額 予算額 決算額(見込） 予算額 決算額

R2年度

339,766

0

320,000 362,880

説明

54

目標

実績

0381,671

当該年度の取組内容
（第2期実施計画に記載されている
具体的な当該年度の取組）

災害から生命を守る政　　策

地震発生時の建築物等の倒壊による被害を減らす

当初計画からの変更箇所
（上記計画に記載されている内容か

ら変更となる取組）

活動
指標

R3年度R2年度R1年度

□

計画事業費 計画事業費

□ □ □

耐震対策済橋りょう数（236橋）／橋長5m以上の橋りょう数（384橋）×100（％）　　※R2年度実績

予決算
（単位：
千円）

実施根拠 ☑ □ □

改革項目 課題名

事業の目的
（対象をどのような状態にしたいか）

政策体系

事業の対象
（事業の対象となる人、物）

事業の内容
（どういった業務内容で、どのような

手段で実施しているか）

上記「当該年度の取組内容」
に対する達成度

39,978

-

330,281

32,000

265,000

H30年度 R1年度 R3年度

計画事業費

259,148

39,978

実績

目標

目標

実績

目標

実績

取組内容の実績等
（上記に掲げた取組内容に対し、「数
値等でより具体的に実績を示すことが
できる取組」、又は「未達成部分」若し
くは「より達成できた部分」を記載）

3

4
説明

指標分類

1

2
説明

数値で事業の実績・効果等を把握できる指標　（指標の説明）

橋梁の耐震化率

説明

－

58

61

実施形態 ☑

道路法（国土交通省が定めた、日本の橋や高架の道路等に関する技術基準である道路橋示方書）

総合計画と連携する計画等

（法令・要綱等）

国土強靭化地域計画,まち・ひと・しごと創生総合戦略,防災都市づくり基本計画,総合都市交通計画

人工（単位：人）

年度

事業費　A

一般財源

219,170

22,000

174,000

0

23,170

207,222

-

-

-

-

-

0 0

事務事業
事務事業コード

10103070

担　　当
組織コード 所属名

実施期間
事業終了年度 事務・サービス等

の分類

分類1（市民サービス等） 分類2（内部事務）

令和12年度 施設の管理・運営 内部管理

534600 建設緑政局道路河川整備部道路施設課

事務事業名 政策体系別計画の記載

耐震対策等橋りょう整備事業 有

事業開始年度

平成7年度

％

－

H30年度目標・実績

目標どおり達成できました。
①「川崎市橋梁耐震化計画」に基づく取組の推進については、計画的に落橋防止対策などの耐震対策を実施しました。
②比較的規模の大きい主要な橋りょうの耐震対策の実施については、塩浜陸橋及び餅井坂陸橋の耐震対策を進めました。
③一般橋りょうの耐震対策の実施については、八幡橋のほか10橋の耐震対策を実施しました。

４．目標を下回った
５．目標を大きく下回った3

　１．目標を大きく上回って達成
　２．目標を上回って達成
　３．ほぼ目標どおり

55

60

61

－

－

単位

53

247,200

39,931

359,931

2,880

320,000 362,880

0 0 -

本市の管理橋りょう619橋のうち、橋長５m以上の耐震対策が必要な384橋

橋りょうの耐震化をより一層推進することで、公共構造物の安全性、信頼性の向上を図ります。

平成7年度から跨線橋・跨道橋、比較的規模の大きい橋りょうなど主要な橋りょうの内、古い設計基準で建設された橋りょうを対象に
耐震化を進めてきましたが、安全性をさらに向上させるため、新しい年代に建設された橋りょうを含め、耐震性能が不足する主要な
橋りょう、及び比較的規模の小さい橋りょうの内、防災上の視点から重要性の高い橋りょうについて、耐震化を進めていきます。

①「川崎市橋梁耐震化計画」に基づく取組の推進
②比較的規模の大きい主要な橋りょうの耐震対策の実施（塩浜陸橋・餅井坂陸橋）
③一般橋りょうの耐震対策の実施（渋川橋のほか９橋）

施　　策 まち全体の総合的な耐震化の推進

直接目標

4.72 4.7 4.93

261,372

41,905 41,905 41,905

-1,350 32,000 766

0

39,931 39,931

-

-

361,905

令和２年度　事務事業評価シート

人件費※　B

総コスト(A+B)

市債

その他特財

財
源
内
訳

国庫支出金 0

288,000 339,000

行財政改革第２期プログラム
に関連する課題名

320,000

0

288,000

0

32,000

290,350

315,303

320,000275,372

-

-

24,000
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評　価　（Check）

実施 （直近） 未実施

改　善　（Action）

今後の事業の方向性を
踏まえた次年度の計画上の

変更箇所

変更前
（次年度計画上
の記載）

変更後
（上記計画上の記載に
対する変更点）

変更の理由

a

方向性区分

a．余地はない
b．余地はある
c．既に実施済み

c

引き続き、「川崎市橋梁耐震化計画」に基づいて橋りょうの耐震対策を実施することで、公共構造物の安全
性、信頼性の向上に向けた取組を推進します。

a．事例はない
b．事例がある a

【市民のニーズ】
　事業を取り巻く環境の変化等により、事業に対するニーズが薄れていないか？

H28年度：比較的規模の大きい主要な橋りょうについては、目標とする耐震性能を引き上げ、新しい年代に建設された橋りょうを含
め、耐震性能が不足するものを対象に耐震対策を実施します。
H28年度：人道橋や比較的小規模な橋りょうについても、防災上の視点から重要性の高いものについては、耐震対策を実施すること
で地震に強いまちづくりを進めていきます。

具体的な見直し・改善内容
※過去に見直した履歴も記載

できる場合は記載

a．薄れていない
b．薄れている a

評価項目

必要性

☑ H 28 年度 □

事業を取り巻く社会環境の変化
（国・県・他団体の動向や法改正、規

制緩和など）

事業の見直し・改善内容

評価の理由

国が管理する国道に架かる橋りょうについては、対策が概ね完了に向かっているものの、都道府県や政令指定都市が管理する橋
りょうについては、現在も耐震対策を実施している状況です。

評価の理由

貢献度区分

A．貢献している
B．やや貢献している
C．貢献の度合いが薄い

A
施策への
貢献度

耐震対策の必要な橋りょうの耐震化を計画的に実施し、公共構造物の安全性及び信頼性の向上を図ること
ができたことから、施策に貢献しています。

効率性
【質の向上】
　事業を適正な（過小でも、過大でもない）規模の人員体制・費用で行いながら、市民サービスや市役所内
部（職員・組織）の質の向上を図ることができる余地があるか？

事業の推進にあたり、橋りょう長寿命化修繕工事と耐震補強工事を一体的に行い、実施スケジュールの整合を図るなど、対策コスト
の縮減に努めており、現状の体制を継続するとともに、事務手続きの効率化などにも取り組んでいく必要があります。

a．余地はない
b．余地はある
c．既に実施済み

c

a．可能性はない
b．可能性はある b

有効性

多くの橋りょうで甚大な被害が発生した平成７年の兵庫県南部地震以降、橋りょうの耐震化は、交差する鉄道や道路への二次的な
被害を防ぐとともに、安全な避難経路や円滑な災害復旧などの輸送ルートを確保する観点からも極めて緊急かつ重要な課題となっ
ています。

評価の理由

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止
Ⅵ．事業終了

Ⅰ

上記「有効性」の成果等を踏まえ左記区分を選んだ理由

活動指標について、目標を達成しています。比較的小規模な橋りょうであっても防災上の視点から重要性の高い橋りょうの耐震化を
進め、災害に強いまちづくりに取り組んでいます。

【成果】
　活動結果（活動指標等）に対し事業の成果（成果指標等）は順調に上がっているか？

【民間の活用】
　委託や指定管理者制度など、実施手法について民間活用によりコストを削減できる余地があるか？

【事業手法等の見直し】
　事業の成果を維持しながら、契約方法、仕様の見直しなどによる経費削減や事務手続きの見直しなどに
よる事務改善の可能性があるか？

【市が実施する必要性】
　他都市で、民間等でサービス提供している事例がないか？

評価

今後の事業
の方向性

実施結果（Ｄｏ）や評価（Ｃｈｅｃｋ）を踏まえた今後の方向性

a．上がっている
b,　徐々に上がっている
c．上がっていない
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事業の概要

市が直接実施 一部委託 全部委託・指定管理 ボランティア等との協働 その他

国・県の制度 国・県の制度＋市独自の制度 市独自の制度

※　人件費は、予算・決算における職員１人当たり人件費に、人工を乗じて算出

計　画　（Plan）

実施結果　（Do）

令和２年度　事務事業評価シート

人件費※　B

総コスト(A+B)

市債

その他特財

財
源
内
訳

国庫支出金 1,500

0 0

行財政改革第２期プログラム
に関連する課題名

4,608

0

0

0

4,608

7,068

29,325

4,6081,798

-

-

0

38,365

27,540 27,540 27,540

-7,068 4,608 4,336

0

27,527 27,527

-

-

32,148

6

31,224

27,527

32,135

12,462

4,608 12,462

0 0 -

市民

河川法に基づく治水対策を推進することで、水害から市民の生命と財産を守ります。

気候変動等に伴う大雨や局地的集中豪雨から市民の生命と財産を守り、都市の壊滅的な被害を低減するため、「河道整備」、「流
域対策」の着実な推進や洪水の発生に備える「減災対策」に向けた調査、検討などを進めます。

①「水防災意識社会再構築ビジョン」に基づく取組の進行管理

施　　策 安全・安心な暮らしを守る河川整備

直接目標

3.24 3.24 3.24

事業開始年度

―

回

件

－

H30年度目標・実績

目標どおり達成できました。
①「水防災意識社会再構築ビジョン」に基づく取組の進行管理については、河川整備、洪水ハザードマップの周知、関係機関との協
議調整等を進めました。

４．目標を下回った
５．目標を大きく下回った3

　１．目標を大きく上回って達成
　２．目標を上回って達成
　３．ほぼ目標どおり

6

20

6

－

1

－

1

単位

1

-

-

0 0

事務事業
事務事業コード

10105010

担　　当
組織コード 所属名

実施期間
事業終了年度 事務・サービス等

の分類

分類1（市民サービス等） 分類2（内部事務）

― その他 ―

531400 建設緑政局総務部企画課

事務事業名 政策体系別計画の記載

河川計画事業 有

実施形態 ☑

河川法

総合計画と連携する計画等

（法令・要綱等）

まち・ひと・しごと創生総合戦略,水環境保全計画

人工（単位：人）

年度

事業費　A

一般財源

4,608

0

0

0

4,608

3,781

-

-

-

－

6

36

1

1

取組内容の実績等
（上記に掲げた取組内容に対し、「数
値等でより具体的に実績を示すことが
できる取組」、又は「未達成部分」若し
くは「より達成できた部分」を記載）

3

4
説明

指標分類

1

2
説明

数値で事業の実績・効果等を把握できる指標　（指標の説明）

関係機関との協議調整回数

施策推進に向けた諸課題の整理も含めた関連計画の検討、策定数

説明

実績
実施計画の期間内での施策等の推進に向けた諸課題の整理や進捗管理及び、河道整備などの治
水対策を効率的、効果的に進め、市民への周知、啓発を目的とした計画等の検討、策定数

目標

目標

実績

目標

実績

32,051

27,44327,443

-

34,595

4,608

0

H30年度 R1年度 R3年度

計画事業費

事業の目的
（対象をどのような状態にしたいか）

政策体系

事業の対象
（事業の対象となる人、物）

事業の内容
（どういった業務内容で、どのような

手段で実施しているか）

上記「当該年度の取組内容」
に対する達成度

R2年度R1年度

活動
指標

1

□

計画事業費 計画事業費

□ □ □

国、県、協議会などとの協議調整回数

予決算
（単位：
千円）

実施根拠 □ ☑ □

改革項目 課題名

説明

17

1

目標

実績

033,376

当該年度の取組内容
（第2期実施計画に記載されている
具体的な当該年度の取組）

災害から生命を守る政　　策

水害から市民の生命、財産を守る

当初計画からの変更箇所
（上記計画に記載されている内容か

ら変更となる取組）

活動
指標

R3年度

0 0

10,825

0 0 0

0 0

予算額 決算額 予算額 決算額 予算額 決算額(見込） 予算額 決算額

R2年度

5,836

0

4,608 12,462
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評　価　（Check）

実施 （直近） 未実施

改　善　（Action）

a．上がっている
b,　徐々に上がっている
c．上がっていない

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止
Ⅵ．事業終了

Ⅰ

上記「有効性」の成果等を踏まえ左記区分を選んだ理由

活動指標は目標値を達成しており、関係機関や庁内関係課との協議調整だけでなく様々な団体とも最新の技術や知見について意
見交換することにより、更に成果を高めることができました。

【成果】
　活動結果（活動指標等）に対し事業の成果（成果指標等）は順調に上がっているか？

【民間の活用】
　委託や指定管理者制度など、実施手法について民間活用によりコストを削減できる余地があるか？

【事業手法等の見直し】
　事業の成果を維持しながら、契約方法、仕様の見直しなどによる経費削減や事務手続きの見直しなどに
よる事務改善の可能性があるか？

【市が実施する必要性】
　他都市で、民間等でサービス提供している事例がないか？

評価

今後の事業
の方向性

実施結果（Ｄｏ）や評価（Ｃｈｅｃｋ）を踏まえた今後の方向性

　気候変動による外力の増大・頻発化に適応するため、社会全体で災害リスク情報と危機感を共有し、減災に取り組む社会を目指
すため、国において、「水防災意識社会再構築ビジョン」が策定されました。本市においても局地的な集中豪雨等による洪水の発生
に備え、同ビジョンの取組方針に基づき、計画的に河川事業を進める必要があります。

評価の理由

貢献度区分

A．貢献している
B．やや貢献している
C．貢献の度合いが薄い

A
施策への
貢献度

国、県、協議会等との協議調整については、多摩川及び鶴見川流域の関係自治体が集まる協議会等に計
２１回（書面開催６回含む）参画し流域としての取組の協議等を進めると共に流域治水に関する庁内施策の
とりまとめを行い国や関係自治体と連携して、多摩川及び鶴見川で流域治水プロジェクトを策定しました。
市内河川においては、県と河川整備計画に関する取組を協力して進め、国県との協議を計１５回実施し、平
瀬川ブロック河川整備計画（素案）を策定するなど、順調に進捗したことから施策への貢献はありました。

効率性
【質の向上】
　事業を適正な（過小でも、過大でもない）規模の人員体制・費用で行いながら、市民サービスや市役所内
部（職員・組織）の質の向上を図ることができる余地があるか？

河川整備は河川法に基づいて行政が実施する取組であり、最新の技術や知見を取り入れるため、市内河川を実証フィールドとして
提供し、河川における新規技術等の検証を実施し、実用への課題について庁内で意見交換を行うなど、計画的に実施することで、
質の向上が図られます。

a．余地はない
b．余地はある
c．既に実施済み

a

a．可能性はない
b．可能性はある a

有効性

近年、全国各地で水害が頻発しており、河川整備に対する市民の期待、要望も強いことから、今後も計画的に河川事業を進める必
要性があります。

評価の理由

具体的な見直し・改善内容
※過去に見直した履歴も記載

できる場合は記載

a．薄れていない
b．薄れている a

評価項目

必要性

□ H 年度 ☑

事業を取り巻く社会環境の変化
（国・県・他団体の動向や法改正、規

制緩和など）

事業の見直し・改善内容

評価の理由

a

【市民のニーズ】
　事業を取り巻く環境の変化等により、事業に対するニーズが薄れていないか？

今後の事業の方向性を
踏まえた次年度の計画上の

変更箇所

変更前
（次年度計画上
の記載）

変更後
（上記計画上の記載に
対する変更点）

変更の理由

a

方向性区分

a．余地はない
b．余地はある
c．既に実施済み

b

・全国的に局地的な集中豪雨による洪水が続発しており、計画的な河川事業の取組が求められるなど、本
市が河川計画業務を推進する必要性は変わらないことから、現状のまま、計画どおり継続して取組を進め
ます。
・令和元年東日本台風による浸水被害に関しては、多摩川において既往最高の水位を超える状況の中で
発生したことから、多摩川の管理者である国及び支川の管理者である県と引き続き調整を行い、多摩川の
治水対策の取組について連携して進めます。

a．事例はない
b．事例がある

9



事業の概要

市が直接実施 一部委託 全部委託・指定管理 ボランティア等との協働 その他

国・県の制度 国・県の制度＋市独自の制度 市独自の制度

※　人件費は、予算・決算における職員１人当たり人件費に、人工を乗じて算出

計　画　（Plan）

実施結果　（Do）

1,535,121

435,000

1,293,356

0 0 0

509,000

予算額 決算額 予算額 決算額 予算額 決算額(見込） 予算額 決算額

R2年度

50

目標

実績

目標・実績

４．目標を下回った
５．目標を大きく下回った4

　１．目標を大きく上回って達成
　２．目標を上回って達成
　３．ほぼ目標どおり

100

50

単位

50
成果
指標

R3年度R2年度R1年度

上記「当該年度の取組内容」
に対する達成度

100

50
％

目標を下回りました。
①五反田川放水路の施設整備については、分流部の施設整備工事及び機械設備工事が予定どおり進捗しました。また、放流部の
樋門・堤外水路築造工事が完了し、令和2年6月から暫定運用を開始しましたが、現在の貯留式による運用に留まっていることから、
効果が限定的になりました。今後は、整備効果の早期発現に向け、令和5年度の完成を目指して整備を推進していきます。

100

－

－

当初計画からの変更箇所
（上記計画に記載されている内容か

ら変更となる取組）

01,927,333

当該年度の取組内容
（第2期実施計画に記載されている
具体的な当該年度の取組）

災害から生命を守る政　　策

水害から市民の生命、財産を守る

34,241

予決算
（単位：
千円）

1,486,500 1,535,121

435,000 437,100 -

1,354,131

60,775 60,775 60,775

-58,516

☑ □ □

氾濫から守られる区域の面積(339ha)/氾濫により浸水が想定される区域の面積(680ha)×100
時間雨量90mmの降雨に対する整備指標として、氾濫により想定される浸水から守られる区域の面
積を算出することで水害リスクの軽減の取り組みの成果を把握することができます。

716,000

H30年度 R1年度 R3年度

計画事業費

実績

目標

-

-

435,000

H30年度

実施根拠 ☑ □ □

改革項目 課題名

事業の目的
（対象をどのような状態にしたいか）

政策体系

事業の対象
（事業の対象となる人、物）

事業の内容
（どういった業務内容で、どのような

手段で実施しているか）

□

56,326

-

1,703,563

107,500

1,657,164

56,326

目標

実績

目標

実績

説明

取組内容の実績等
（上記に掲げた取組内容に対し、「数
値等でより具体的に実績を示すことが
できる取組」、又は「未達成部分」若し
くは「より達成できた部分」を記載）

3

4
説明

指標分類

1

2
説明

数値で事業の実績・効果等を把握できる指標　（指標の説明）

洪水による氾濫から守られる面積の割合

説明

－

－

実施形態 ☑

河川法１６条の３（市町村長の施行する工事等）

総合計画と連携する計画等

（法令・要綱等）

まち・ひと・しごと創生総合戦略,都市計画マスタープラン,水環境保全計画

人工（単位：人）

年度

事業費　A

一般財源

1,600,838

435,000

687,000

435,000

43,838

1,080,487

-

事務事業
事務事業コード

10105020

担　　当
組織コード 所属名

実施期間
事業終了年度 事務・サービス等

の分類

分類1（市民サービス等） 分類2（内部事務）

令和５年度 その他 ―

534700 建設緑政局道路河川整備部河川課

事務事業名 政策体系別計画の記載

五反田川放水路整備事業 有

事業開始年度

平成４年度

117,400 15,358

435,000

59,047 59,047

-

-

-

-

59,047

計画事業費 計画事業費

1,866,558

435,000

1,486,500

438,440

438,440

624,000

1,668,175

市民、河川

五反田川の洪水全量を地下トンネルで直接多摩川へ放流する放水路整備を進め、治水安全度の向上を図ります。

国土交通省や神奈川県と調整を図りながら、分流部及び放流部における五反田川放水路整備工事を推進します。

①五反田川放水路の施設整備工事の推進

施　　策 安全・安心な暮らしを守る河川整備

直接目標

6.65 6.95 7.15

1,779,9241,136,813

令和２年度　事務事業評価シート

人件費※　B

総コスト(A+B)

市債

その他特財

財
源
内
訳

国庫支出金 437,100

620,000 977,000

行財政改革第２期プログラム
に関連する課題名

1,720,877

435,000

712,000

435,000

138,877

1,644,516

1,693,783

1,607,4001,634,736

-

-

435,000
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評　価　（Check）

実施 （直近） 未実施

改　善　（Action）

今後の事業の方向性を
踏まえた次年度の計画上の

変更箇所

変更前
（次年度計画上
の記載）

変更後
（上記計画上の記載に
対する変更点）

変更の理由

a

方向性区分

a．余地はない
b．余地はある
c．既に実施済み

c

本事業については、国・県との協議に伴い、暫定運用を放流式から貯留式に変更したことにより、洪水によ
る氾濫から守られる面積の割合が未達成となっていることから、治水安全度の向上のため、引き続き、国や
県と調整を図りながら、整備効果の早期発現に向け、令和5年度の完成を目指して事業を推進していきま
す。

a．事例はない
b．事例がある a

【市民のニーズ】
　事業を取り巻く環境の変化等により、事業に対するニーズが薄れていないか？

具体的な見直し・改善内容
※過去に見直した履歴も記載

できる場合は記載

本事業の目的は、水害から市民の生命や財産を守ることであり、本市においても令和元年東日本台風により浸水被害が発生してお
り、五反田川の分流部下流域の洪水被害を軽減できることから、必要性は薄れていません。

評価の理由

貢献度区分

A．貢献している
B．やや貢献している
C．貢献の度合いが薄い

B
施策への
貢献度

暫定運用を放流式から貯留式に変更したことにより成果指標は伸びなかったものの、暫定運用を開始する
とともに、工事は着実に進んでおり、施設整備が着実に進んでいることから、施策に貢献しています。

効率性
【質の向上】
　事業を適正な（過小でも、過大でもない）規模の人員体制・費用で行いながら、市民サービスや市役所内
部（職員・組織）の質の向上を図ることができる余地があるか？

本事業の目的は、水害から市民の生命や財産を守ることであり、治水に関する事業の実施主体として市が事業を行う必要がありま
すが、可能な部分については委託業務など民間活用を実施しています。

a．余地はない
b．余地はある
c．既に実施済み

c

a．可能性はない
b．可能性はある a

評価の理由

a．薄れていない
b．薄れている a

評価項目

必要性

☑ R 1 年度 □

事業を取り巻く社会環境の変化
（国・県・他団体の動向や法改正、規

制緩和など）

事業の見直し・改善内容

評価の理由

　本事業を推進することで、治水安全度が確実に向上するため、社会経済環境の大幅な変化が無い限り、現状の事業内容を維持
することが適切と考えています。

有効性

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止
Ⅵ．事業終了

Ⅱ

上記「有効性」の成果等を踏まえ左記区分を選んだ理由

暫定運用を放流式から貯留式に変更したことにより成果指標は伸びなかったものの、暫定運用を開始するとともに、工事は着実に
進んでおり、施設整備が着実に進んでいることから、事業の成果は上がっています。

【成果】
　活動結果（活動指標等）に対し事業の成果（成果指標等）は順調に上がっているか？

【民間の活用】
　委託や指定管理者制度など、実施手法について民間活用によりコストを削減できる余地があるか？

【事業手法等の見直し】
　事業の成果を維持しながら、契約方法、仕様の見直しなどによる経費削減や事務手続きの見直しなどに
よる事務改善の可能性があるか？

【市が実施する必要性】
　他都市で、民間等でサービス提供している事例がないか？

評価

今後の事業
の方向性

実施結果（Ｄｏ）や評価（Ｃｈｅｃｋ）を踏まえた今後の方向性

a．上がっている
b,　徐々に上がっている
c．上がっていない

R1年度：国・県との協議を踏まえ、事業完了に先立つ暫定的な運用方法を放流式から貯留式に変更しました。
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事業の概要

市が直接実施 一部委託 全部委託・指定管理 ボランティア等との協働 その他

国・県の制度 国・県の制度＋市独自の制度 市独自の制度

※　人件費は、予算・決算における職員１人当たり人件費に、人工を乗じて算出

計　画　（Plan）

実施結果　（Do）

84,824

当該年度の取組内容
（第2期実施計画に記載されている
具体的な当該年度の取組）

災害から生命を守る政　　策

水害から市民の生命、財産を守る

当初計画からの変更箇所
（上記計画に記載されている内容か

ら変更となる取組）

予決算
（単位：
千円）

91,775

20,074

10,600

R2年度

-

15,877

5,000

5,000

13,000

38,877

予算額 決算額(見込） 予算額 決算額

20,701

活動
指標

R3年度

3
　１．目標を大きく上回って達成
　２．目標を上回って達成
　３．ほぼ目標どおり

68

目標

実績

目標・実績

説明

71

－

－

68

実績

69

69

単位

0169,459

R2年度R1年度H30年度

４．目標を下回った
５．目標を大きく下回った

□

計画事業費 計画事業費

□ □ □

時間雨量５０mmの降雨に対する改修済み河川延長/河川全延長×１００
（時間雨量５０mmの降雨に対する河川の改修率を算出することで、水害リスクの軽減の取組の成果
を把握します。）

実施根拠 □ ☑ □

改革項目 課題名

81,438

R3年度

計画事業費

事業の目的
（対象をどのような状態にしたいか）

政策体系

事業の対象
（事業の対象となる人、物）

事業の内容
（どういった業務内容で、どのような

手段で実施しているか）

上記「当該年度の取組内容」
に対する達成度

20,074

-

5,000

92,810

0 0 0

47,000

予算額 決算額 予算額 決算額

22,224

29,000

H30年度 R1年度

5,000

目標

目標

実績

目標

実績

取組内容の実績等
（上記に掲げた取組内容に対し、「数
値等でより具体的に実績を示すことが
できる取組」、又は「未達成部分」若し
くは「より達成できた部分」を記載）

3

4
説明

指標分類

1

2
説明

数値で事業の実績・効果等を把握できる指標　（指標の説明）

一級河川平瀬川支川の改修率

説明

ほぼ目標どおり達成できました。
①一級河川平瀬川支川改修事業については、左岸31ｍの整備工事を実施しました。
　また、用地取得については、他事業との調整を要したことから、あらためて関係者と取得に向けたスケジュールを確認しました。今
後は国の「防災･減災､国土強靱化のための５か年加速化対策」に位置づけられたことを踏まえ、さらなる事業費の確保に取り組ん
でいきます。
②準用河川三沢川改修事業については、他事業のスケジュール変更に伴い、工事を実施することができませんでした。今後は全体
スケジュールを見直すとともに、早期の工事着手に向け、用地買収を進めていきます。

224,992

-

-

-

－

70

70
％

－

245,066

21,410

事務事業名 政策体系別計画の記載

河川改修事業 有

事業開始年度

―

実施形態 ☑

河川法１６条の３（市町村長の施行する工事等）、河川法１００条（この法律を準用する河川）

総合計画と連携する計画等

（法令・要綱等）

まち・ひと・しごと創生総合戦略,都市計画マスタープラン,環境基本計画,水環境保全計画,緑の基本計画

人工（単位：人）

年度

事業費　A

一般財源

71,701

10,000

36,000

所属名

実施期間
事業終了年度 事務・サービス等

の分類

分類1（市民サービス等） 分類2（内部事務）

― その他 ―

534700 建設緑政局道路河川整備部河川課

119,286 84,824 38,877

5,000 5,000 -

市民、河川

時間雨量50mmに対応した河川改修を進め、治水安全度の向上を図ります。

国土交通省や神奈川県と調整を図りながら、一級河川平瀬川支川及び準用河川三沢川の改修事業を推進します。

①一級河川平瀬川支川の護岸改修工事及び用地取得
②準用河川三沢川の護岸改修工事

施　　策 安全・安心な暮らしを守る河川整備

直接目標

2.37 2.52 2.52

60,028

89,634

127,17968,224

-

-

11,000

114,230

21,420 21,420 21,420

-15,028 26,579 11,039

5,000

21,410 21,410

-

-

148,599

-

148,039

23,600

令和２年度　事務事業評価シート

人件費※　B

総コスト(A+B)

市債

その他特財

財
源
内
訳

国庫支出金 13,000

72,000 119,000

行財政改革第２期プログラム
に関連する課題名

97,876

14,600

54,000

5,000

24,276

事務事業
事務事業コード

10105030

担　　当
組織コード
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評　価　（Check）

実施 （直近） 未実施

改　善　（Action）

今後の事業の方向性を
踏まえた次年度の計画上の

変更箇所

変更前
（次年度計画上
の記載）

変更後
（上記計画上の記載に
対する変更点）

変更の理由

b

方向性区分

a．余地はない
b．余地はある
c．既に実施済み

c

本事業については、治水安全度の向上のため、着実に河川改修工事が進んでいるものの、他事業との調
整に伴い、スケジュールの見直しを要することから、引き続き、国及び県と調整を図り、事業費の確保に努
めるとともに、用地取得が滞りなく進むよう、関係者と調整を行い、事業を推進していきます。

a．事例はない
b．事例がある

H9年度：平瀬川支川について、準用河川から一級河川に指定変更

a

【市民のニーズ】
　事業を取り巻く環境の変化等により、事業に対するニーズが薄れていないか？

a．薄れていない
b．薄れている a

評価項目

必要性

☑ H 9 年度 □

事業を取り巻く社会環境の変化
（国・県・他団体の動向や法改正、規

制緩和など）

事業の見直し・改善内容

評価の理由

今後の事業
の方向性

実施結果（Ｄｏ）や評価（Ｃｈｅｃｋ）を踏まえた今後の方向性

河川改修事業を推進することで治水安全度が着実に向上するため、社会経済環境の大幅な変化が無い限り、現状の事業内容を維
持することが適切と考えています。

評価の理由

貢献度区分

A．貢献している
B．やや貢献している
C．貢献の度合いが薄い

A
施策への
貢献度 工事が着実に進んでおり、改修率も徐々に上がっていることから、施策への貢献はありました。

効率性
【質の向上】
　事業を適正な（過小でも、過大でもない）規模の人員体制・費用で行いながら、市民サービスや市役所内
部（職員・組織）の質の向上を図ることができる余地があるか？

・本事業の目的は、水害から市民を守ることであり、治水に係る事業の実施主体として、市が事業を行う必要がありますが、可能な
部分については、委託業務など民間活用を実施しています。

a．余地はない
b．余地はある
c．既に実施済み

c

a．可能性はない
b．可能性はある a

有効性

本事業の目的は、水害から市民を守ることであり、本市においても令和元年東日本台風による浸水被害が発生するなど、風水害が
頻発化・激甚化していることから、必要性は薄れていません。

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止
Ⅵ．事業終了

Ⅱ

上記「有効性」の成果等を踏まえ左記区分を選んだ理由

工事が着実に進み、治水安全度が向上したことから、事業の成果は徐々に上がっています。

【成果】
　活動結果（活動指標等）に対し事業の成果（成果指標等）は順調に上がっているか？

【民間の活用】
　委託や指定管理者制度など、実施手法について民間活用によりコストを削減できる余地があるか？

【事業手法等の見直し】
　事業の成果を維持しながら、契約方法、仕様の見直しなどによる経費削減や事務手続きの見直しなどに
よる事務改善の可能性があるか？

【市が実施する必要性】
　他都市で、民間等でサービス提供している事例がないか？

評価

評価の理由

具体的な見直し・改善内容
※過去に見直した履歴も記載

できる場合は記載

a．上がっている
b,　徐々に上がっている
c．上がっていない
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事業の概要

市が直接実施 一部委託 全部委託・指定管理 ボランティア等との協働 その他

国・県の制度 国・県の制度＋市独自の制度 市独自の制度

※　人件費は、予算・決算における職員１人当たり人件費に、人工を乗じて算出

計　画　（Plan）

実施結果　（Do）

210,000

349,634

0 0 0

189,000

予算額 決算額 予算額 決算額 予算額 決算額(見込） 予算額 決算額

R2年度

4

目標

実績

目標・実績

４．目標を下回った
５．目標を大きく下回った3

　１．目標を大きく上回って達成
　２．目標を上回って達成
　３．ほぼ目標どおり

8

8

単位

4
活動
指標

R3年度R2年度R1年度

上記「当該年度の取組内容」
に対する達成度

11

11
%

目標どおり達成できました。
①平瀬川護岸改修事業における優先対策工事検討区間の計画的な更新の取組については、当該区間において、右岸52mの工事
が完成しました。
②河川施設の計画的な更新に向けた取組の推進については、上河原堰堤の更新に向け、補強・補修による長寿命化の方針を決定
しました。

14

－

－

当初計画からの変更箇所
（上記計画に記載されている内容か

ら変更となる取組）

039,374

当該年度の取組内容
（第2期実施計画に記載されている
具体的な当該年度の取組）

災害から生命を守る政　　策

水害から市民の生命、財産を守る

予決算
（単位：
千円）

630,001 348,936

0 0 -

365,784

16,150 16,150 16,150

-8,126 8,001

□ □ □

緊急対策工事ならびに優先対策検討区間（約1.1km）における計画的な更新等の対策工事の進捗
率

398,000

H30年度 R1年度 R3年度

計画事業費

実績

目標

-

-

210,000

H30年度

実施根拠 □ ☑ □

改革項目 課題名

事業の目的
（対象をどのような状態にしたいか）

政策体系

事業の対象
（事業の対象となる人、物）

事業の内容
（どういった業務内容で、どのような

手段で実施しているか）

□

10,164

-

417,596

21,001

455,665

10,164

目標

実績

目標

実績

説明

取組内容の実績等
（上記に掲げた取組内容に対し、「数
値等でより具体的に実績を示すことが
できる取組」、又は「未達成部分」若し
くは「より達成できた部分」を記載）

3

4
説明

指標分類

1

2
説明

数値で事業の実績・効果等を把握できる指標　（指標の説明）

平瀬川護岸改修事業の進捗率

説明

－

－

実施形態 ☑

河川法１６条の３（市町村長の施行する工事等）

総合計画と連携する計画等

（法令・要綱等）

都市計画マスタープラン

人工（単位：人）

年度

事業費　A

一般財源

445,501

0

420,000

0

25,501

120,054

-

事務事業
事務事業コード

10105040

担　　当
組織コード 所属名

実施期間
事業終了年度 事務・サービス等

の分類

分類1（市民サービス等） 分類2（内部事務）

－ その他 ―

534700 建設緑政局道路河川整備部河川課

事務事業名 政策体系別計画の記載

河川施設更新事業 有

事業開始年度

―

21,224

73,000

11,470 11,470

-

-

-

-

11,470

計画事業費 計画事業費

23,224

73,000

630,001

340,000

348,936

5,000

1,436

236,151

2,500

市民、河川

水害から市民の生命、財産を守るため、護岸改修や河川施設の更新等を行うことで、施設の治水安全度の確保を図ります。

国土交通省や神奈川県、関係局区と調整を図りながら、護岸の緊急対策工事を実施するほか、老朽化した河川施設の更新を計画
的に進めます。

①平瀬川護岸改修事業における優先対策工事検討区間の計画的な更新の取組
②河川施設の計画的な更新に向けた取組の推進（上河原堰堤等）

施　　策 安全・安心な暮らしを守る河川整備

直接目標

1.2 1.35 1.9

19,970130,218

令和２年度　事務事業評価シート

人件費※　B

総コスト(A+B)

市債

その他特財

財
源
内
訳

国庫支出金 0

66,000 2,000

行財政改革第２期プログラム
に関連する課題名

8,500

0

0

0

8,500

406,126

319,512

220,001308,042

-

-

0

14



評　価　（Check）

実施 （直近） 未実施

改　善　（Action）

今後の事業の方向性を
踏まえた次年度の計画上の

変更箇所

変更前
（次年度計画上
の記載）

変更後
（上記計画上の記載に
対する変更点）

変更の理由

a

方向性区分

a．余地はない
b．余地はある
c．既に実施済み

c

本事業については、平瀬川において、護岸改修工事が着実に進み、老朽化した河川施設の機能向上が図
られ、施設機能の確実性が発現するとともに、上河原堰堤の更新について、長寿命化の方針を踏まえた事
業スケジュールを策定することで、河川施設の適正な管理の実施に繋がっていることから、引き続き、国や
県等と調整を図りながら、事業を推進していきます。

a．事例はない
b．事例がある a

【市民のニーズ】
　事業を取り巻く環境の変化等により、事業に対するニーズが薄れていないか？

具体的な見直し・改善内容
※過去に見直した履歴も記載

できる場合は記載

本事業の目的は、水害から市民を守ることであり、本市において令和元年東日本台風による浸水被害が発生するなど、風水害が頻
発化・激甚化していることから、必要性は薄れていません。

評価の理由

貢献度区分

A．貢献している
B．やや貢献している
C．貢献の度合いが薄い

A
施策への
貢献度

平瀬川において、護岸改修工事が着実に進み、老朽化した河川施設の機能向上が図られ、施設機能の確
実性が発現するとともに、上河原堰堤の更新について、長寿命化の方針を踏まえた事業スケジュールを策
定することで、河川施設の適正な管理の実施に繋がっていることから、施策に貢献しています。

効率性
【質の向上】
　事業を適正な（過小でも、過大でもない）規模の人員体制・費用で行いながら、市民サービスや市役所内
部（職員・組織）の質の向上を図ることができる余地があるか？

・本事業の目的は、水害から市民を守ることであり、治水に係る事業の実施主体として、市が事業を行う必要がありますが、可能な
部分については、委託業務など民間活用を実施しています。

a．余地はない
b．余地はある
c．既に実施済み

c

a．可能性はない
b．可能性はある a

評価の理由

a．薄れていない
b．薄れている a

評価項目

必要性

☑ H 28 年度 □

事業を取り巻く社会環境の変化
（国・県・他団体の動向や法改正、規

制緩和など）

事業の見直し・改善内容

評価の理由

高津区における平瀬川の護岸変状を踏まえ、平成28年度補正予算で護岸改修を行うなど、平瀬川全体の事業計画見直しに着手し
ました。

有効性

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止
Ⅵ．事業終了

Ⅰ

上記「有効性」の成果等を踏まえ左記区分を選んだ理由

工事が着実に進んだことで進捗率は目標を達成しており、完成区間の治水安全度が向上したことから、事業の成果は順調に上がっ
ています。

【成果】
　活動結果（活動指標等）に対し事業の成果（成果指標等）は順調に上がっているか？

【民間の活用】
　委託や指定管理者制度など、実施手法について民間活用によりコストを削減できる余地があるか？

【事業手法等の見直し】
　事業の成果を維持しながら、契約方法、仕様の見直しなどによる経費削減や事務手続きの見直しなどに
よる事務改善の可能性があるか？

【市が実施する必要性】
　他都市で、民間等でサービス提供している事例がないか？

評価

今後の事業
の方向性

実施結果（Ｄｏ）や評価（Ｃｈｅｃｋ）を踏まえた今後の方向性

a．上がっている
b,　徐々に上がっている
c．上がっていない

H28年度：平瀬川において発生した護岸変状を踏まえ、当初予定していた工法を変更し、緊急対策区間の護岸改修を進めました。
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事業の概要

市が直接実施 一部委託 全部委託・指定管理 ボランティア等との協働 その他

国・県の制度 国・県の制度＋市独自の制度 市独自の制度

※　人件費は、予算・決算における職員１人当たり人件費に、人工を乗じて算出

計　画　（Plan）

実施結果　（Do）

令和２年度　事務事業評価シート

人件費※　B

総コスト(A+B)

市債

その他特財

財
源
内
訳

国庫支出金 21,500

1,000 41,000

行財政改革第２期プログラム
に関連する課題名

562,993

0

1,000

49,176

512,817

524,364

602,927

410,533473,703

-

-

0

471,798

116,280 116,280 116,280

-467,563 360,357 332,325

49,176

129,224 129,224

-

-

526,813

1,000

669,657

129,224

692,217

321,872

410,533 510,387

55,801 77,241 -

道路施設

交通安全施設等の整備で交通事故を抑止することで、歩行者等の安全確保を図ります。

歩行者等の安全確保を図るため、交通管理者等の関係機関と連携しながら歩道設置や交差点改良、道路反射鏡、防護柵、区画線
などの整備を実施していきます。

①歩行者と車両を分離することで安全を確保する歩道の設置（1000ｍ以上）
②交通事故を抑制し、交通の円滑化を図る交差点改良の実施（7箇所以上）
③道路標識、防護柵、区画線などの道路安全施設の整備および維持補修

施　　策 交通安全対策の推進

直接目標

16.19 15.21 13.68

事業開始年度

―

ｍ

箇所

－

H30年度目標・実績

目標を上回って達成できました。
①歩行者と車両の分離や歩道段差解消のための歩道設置については、早期から地元地権者等の関係者と協議・調整を進め、関係
者の理解が得られた結果、目標の1,000ｍを上回る1,485ｍの実施となりました。
②交通事故を抑制し、円滑な交通を促す交差点改良については、早期から対策内容について関係者と協議・調整を進め、関係者の
理解が得られた結果、交差点内のカラー舗装など、目標の7箇所を上回る9箇所の実施となりました。
③道路標識、防護柵、区画線などの道路安全施設の整備および維持補修については、各区において実施しました。

４．目標を下回った
５．目標を大きく下回った2

　１．目標を大きく上回って達成
　２．目標を上回って達成
　３．ほぼ目標どおり

1,000

976

1,000

－

7

－

7

単位

30

-

-

0 35,500

事務事業
事務事業コード

10202020

担　　当
組織コード 所属名

実施期間
事業終了年度 事務・サービス等

の分類

分類1（市民サービス等） 分類2（内部事務）

― 施設の管理・運営 ―

534600 建設緑政局道路河川整備部道路施設課

事務事業名 政策体系別計画の記載

安全施設整備事業 有

実施形態 ☑

道路法、交通安全施設等整備事業の推進に関する法律など

総合計画と連携する計画等

（法令・要綱等）

都市計画マスタープラン,総合都市交通計画,自転車活用推進計画

人工（単位：人）

年度

事業費　A

一般財源

610,996

0

1,000

57,205

552,791

532,528

-

-

-

－

1,000

1,485

7

9

取組内容の実績等
（上記に掲げた取組内容に対し、「数
値等でより具体的に実績を示すことが
できる取組」、又は「未達成部分」若し
くは「より達成できた部分」を記載）

3

4
説明

指標分類

1

2
説明

数値で事業の実績・効果等を把握できる指標　（指標の説明）

歩道設置延長

交差点改良箇所

説明

実績交通事故を抑止し、交通の円滑化を促す交差点改良の実施箇所数

目標

目標

実績

目標

実績

748,125

137,129137,129

-

653,588

360,357

1,000

H30年度 R1年度 R3年度

計画事業費

事業の目的
（対象をどのような状態にしたいか）

政策体系

事業の対象
（事業の対象となる人、物）

事業の内容
（どういった業務内容で、どのような

手段で実施しているか）

上記「当該年度の取組内容」
に対する達成度

R2年度R1年度

活動
指標

20

□

計画事業費 計画事業費

□ □ □

歩行者と車両の分離や歩道段差解消のための歩道設置の延長

予決算
（単位：
千円）

実施根拠 □ ☑ □

改革項目 課題名

説明

677

7

目標

実績

0588,346

当該年度の取組内容
（第2期実施計画に記載されている
具体的な当該年度の取組）

安全に暮らせるまちをつくる政　　策

市内の交通事故を減らす

当初計画からの変更箇所
（上記計画に記載されている内容か

ら変更となる取組）

活動
指標

R3年度

49,176 86,015

355,518

0 0 0

1,000 67,000

予算額 決算額 予算額 決算額 予算額 決算額(見込） 予算額 決算額

R2年度

472,066

0

410,533 510,387
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評　価　（Check）

実施 （直近） 未実施

改　善　（Action）

a．上がっている
b,　徐々に上がっている
c．上がっていない

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止
Ⅵ．事業終了

Ⅰ

上記「有効性」の成果等を踏まえ左記区分を選んだ理由

活動指標について、歩道設置延長は1,485ｍ、交差点改良は9箇所と目標を上回って実施することができ、その他に車止めポールや
ガードレール設置など、歩行者等の安全確保が図られています。

【成果】
　活動結果（活動指標等）に対し事業の成果（成果指標等）は順調に上がっているか？

【民間の活用】
　委託や指定管理者制度など、実施手法について民間活用によりコストを削減できる余地があるか？

【事業手法等の見直し】
　事業の成果を維持しながら、契約方法、仕様の見直しなどによる経費削減や事務手続きの見直しなどに
よる事務改善の可能性があるか？

【市が実施する必要性】
　他都市で、民間等でサービス提供している事例がないか？

評価

今後の事業
の方向性

実施結果（Ｄｏ）や評価（Ｃｈｅｃｋ）を踏まえた今後の方向性

市内における事故件数は減少傾向にあるものの、依然として交差点などにおける危険な事故が発生していることから、交差点改良
や道路安全施設等の安全対策を進めていきます。

評価の理由

貢献度区分

A．貢献している
B．やや貢献している
C．貢献の度合いが薄い

A
施策への
貢献度

令和２年度の事業実績については、歩道設置延長は1,485ｍ、交差点改良は9箇所と目標を上回って実施
することができました。また、車止めポールやガードレールなどの安全施設設置など、歩行者等の安全確保
を図り、交通事故抑制に貢献しました。

効率性 【質の向上】
　事業を適正な（過小でも、過大でもない）規模の人員体制・費用で行いながら、市民サービスや市役所内
部（職員・組織）の質の向上を図ることができる余地があるか？

・安全施設の整備推進については、国、周辺都市や交通管理者など多くの関係機関との連携が必要不可欠であり、現体制を維持し
ながら取り組む必要があります。
・当該事業については、効率性や品質向上などから、大半は請負工事で行っていますが、平成31年4月より軽易工事契約事務制度
が見直され、対象範囲が250万円以下の工事（新設・改良・撤去等を含む）に拡大されたため、契約事務処理の効率化が図られまし
た。

a．余地はない
b．余地はある
c．既に実施済み

c

a．可能性はない
b．可能性はある b

有効性

歩行者が巻き込まれる交通事故は後を絶たず、通学路の交通安全対策を含め、歩行者等の安全確保を目的とした、道路安全施設
を整備することの必要性とニーズは高い状況にあります。

評価の理由

具体的な見直し・改善内容
※過去に見直した履歴も記載

できる場合は記載

a．薄れていない
b．薄れている a

評価項目

必要性

□ H 年度 ☑

事業を取り巻く社会環境の変化
（国・県・他団体の動向や法改正、規

制緩和など）

事業の見直し・改善内容

評価の理由

a

【市民のニーズ】
　事業を取り巻く環境の変化等により、事業に対するニーズが薄れていないか？

今後の事業の方向性を
踏まえた次年度の計画上の

変更箇所

変更前
（次年度計画上
の記載）

変更後
（上記計画上の記載に
対する変更点）

変更の理由

a

方向性区分

a．余地はない
b．余地はある
c．既に実施済み

c

歩行者と車両の通行区分を明確化することで、安全を確保するための歩行者空間の創出や、交通事故を
抑止し円滑な交通を促すための交差点改良等、道路安全施設の整備を継続して取り組みます。

a．事例はない
b．事例がある
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事業の概要

市が直接実施 一部委託 全部委託・指定管理 ボランティア等との協働 その他

国・県の制度 国・県の制度＋市独自の制度 市独自の制度

※　人件費は、予算・決算における職員１人当たり人件費に、人工を乗じて算出

計　画　（Plan）

実施結果　（Do）

令和２年度　事務事業評価シート

人件費※　B

総コスト(A+B)

市債

その他特財

財
源
内
訳

国庫支出金

19 市内駐輪場施設の見直し

29,860

7,000 113,000

行財政改革第２期プログラム
に関連する課題名

1,427,399

182,056

204,000

695,563

345,780

1,513,248

1,524,714

973,9391,380,792

-

-

178,910

1,150,873

146,625 146,625 146,625

-291,247 261,476 253,081

695,563

143,922 143,922

-

-

1,120,564

47

1,673

1,405,421

143,922

1,571,321

224,052

936,239 986,494

757,091 685,519 -

市民、事業者、町内会

放置自転車対策を進めることで、歩行者の安全通行の確保を図ります。

放置のない住みよいまちづくりに向けて、市民や事業者等と連携した自転車利用ルール、マナー等の継続的な啓発活動を推進する
とともに、自転車等放置禁止区域等における整理誘導や撤去活動、地域の実情に応じた駐輪場の整備を進めます。

①川崎駅東口周辺地区総合自転車対策の推進（新川通り駐輪場の整備完了）
②駐輪場等不足地区への整備・拡充（登戸駅、向ヶ丘遊園駅、宮崎台駅ほか）
③駐輪場の効率的な管理運営に向けた取組の推進
④放置禁止区域の指定に向けた取組の推進（若葉台駅）
⑤放置対策・利用環境整備の推進（放置自転車の撤去、駐輪場への誘導、啓発活動）

施　　策 交通安全対策の推進

直接目標

14.51 16.94 17.25

事業開始年度

―

駅

台

％

2,800

－

H30年度目標・実績

ほぼ目標どおり達成できました。
①東口周辺地区総合自転車対策の推進については、新川通りの駐輪場について、平成30年度から段階的に整備を進め、令和3年
3月末に全面供用開始し、小川町地区代替駐輪場についても、バイク置場を含む全ての施設を令和２年１１月に供用開始しました。
②駐輪場等不足地区への整備・拡充については、宮崎台駅周辺自転車等駐車場第6施設を令和３年２月に供用開始しました。
③駐輪場の効率的な管理運営に向けた取組の推進については、鈴木町駅周辺自転車等駐車場や川崎新町駅周辺自転車等駐車
場第1施設において、利用率の低い借地駐輪場の一部返却等の調整を行いました。また、市内１４９箇所ある市営駐輪場における
利用料金について、考え方の基本となっている平成23年「自転車の適正利用に向けた駐輪場利用促進プラン」による利用料金の妥
当性を検討し、各駐輪場の利用料金改定案を策定しました。また、自転車等駐車場における利用率については、新型コロナウイル
ス感染症緊急事態宣言等の影響により、令和２年度における駐輪場利用者数が昨年度より減少しており、目標値を下回っているこ
とから、引続き利用状況の推移を踏まえ、施設内の区画変更などによる利用率向上の検討を進めます。
④放置禁止区域の指定に向けた取組の推進については、令和3年度の若葉台駅放置禁止区域指定に向け、駅周辺駐輪場の利用
状況や放置自転車の実態などを把握し、整理を行いました。
⑤放置対策・利用環境整備の推進については、放置禁止区域等において撤去活動を実施するとともに、主要駅をはじめ市内17駅
周辺において、駐輪場への誘導を行いました。

４．目標を下回った
５．目標を大きく下回った3

　１．目標を大きく上回って達成
　２．目標を上回って達成
　３．ほぼ目標どおり

47

47

48

－

75

－

74

単位

79

3,000

2,040

-

-

0 0

事務事業
事務事業コード

10202030

担　　当
組織コード 所属名

実施期間
事業終了年度 事務・サービス等

の分類

分類1（市民サービス等） 分類2（内部事務）

― 施設の管理・運営 その他 

535500 建設緑政局自転車利活用推進室

事務事業名 政策体系別計画の記載

放置自転車対策事業 有

実施形態 ☑

自転車の安全利用の促進及び自転車等の駐車対策の総合的推進に関する法律、川崎市自転車等の放置防止に関する条例ほか

総合計画と連携する計画等

（法令・要綱等）

都市計画マスタープラン,環境基本計画,総合都市交通計画,自転車活用推進計画

人工（単位：人）

年度

事業費　A

一般財源

取組2(14)将来を見据えた市民サービス等の再構築

1,559,629

197,800

267,000

717,590

377,239

1,282,521

-

-

-

47

47

74

59

2,900

2,011

成果
指標

取組内容の実績等
（上記に掲げた取組内容に対し、「数
値等でより具体的に実績を示すことが
できる取組」、又は「未達成部分」若し
くは「より達成できた部分」を記載）

3

駅周辺における放置自転車等台数

指標分類

1

2
説明

数値で事業の実績・効果等を把握できる指標　（指標の説明）

自転車等放置禁止区域の指定数

自転車等駐車場における利用率

説明

実績
自転車等駐車場における利用率
（駐輪場の統廃合計画及び駐輪場の区画変更などの検討を行い利用率の向上に努めます。）

駅周辺における放置自転車等台数
（放置自転車等は歩行者の安全な通行や救急・消防活動の支障となっているため、放置自転車台
数の動向により総合自転車対策の成果を図ることができます。）

目標

目標

実績

1,682,529

122,900122,900

-

1,657,170

240,676

286,000

H30年度 R1年度 R3年度

計画事業費

事業の目的
（対象をどのような状態にしたいか）

政策体系

事業の対象
（事業の対象となる人、物）

事業の内容
（どういった業務内容で、どのような

手段で実施しているか）

上記「当該年度の取組内容」
に対する達成度

R2年度R1年度

成果
指標

78

3,100

□

計画事業費 計画事業費

☑ ☑ □

自転車等放置禁止区域の指定数
（放置禁止区域の指定により放置自転車を即時撤去し、歩行者等の安全な通行の確保や駅周辺の
景観の悪化を防ぐことができます。）

予決算
（単位：
千円）

実施根拠 □ ☑ □

改革項目 課題名

説明

47

74

目標

実績

01,228,085

当該年度の取組内容
（第2期実施計画に記載されている
具体的な当該年度の取組）

安全に暮らせるまちをつくる政　　策

市内の交通事故を減らす

当初計画からの変更箇所
（上記計画に記載されている内容か

ら変更となる取組）

活動
指標

R3年度

695,563 663,442

1,004,248

0 0 0

0 99,000

予算額 決算額 予算額 決算額 予算額 決算額(見込） 予算額 決算額

R2年度

1,081,460

9,900

936,239 986,494
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評　価　（Check）

実施 （直近） 未実施

改　善　（Action）

a．上がっている
b,　徐々に上がっている
c．上がっていない

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止
Ⅵ．事業終了

Ⅱ

上記「有効性」の成果等を踏まえ左記区分を選んだ理由

　駅周辺における放置自転車等台数については目標値を達成してますが、自転車等駐車場における利用率は、新型コロナウイル
ス感染症緊急事態宣言等の影響により、自転車利用者が減少したため、目標値を下回っています。しかしながら、解除後は一定の
回復が見受けられることから、成果は徐々に上がっています。

【成果】
　活動結果（活動指標等）に対し事業の成果（成果指標等）は順調に上がっているか？

【民間の活用】
　委託や指定管理者制度など、実施手法について民間活用によりコストを削減できる余地があるか？

【事業手法等の見直し】
　事業の成果を維持しながら、契約方法、仕様の見直しなどによる経費削減や事務手続きの見直しなどに
よる事務改善の可能性があるか？

【市が実施する必要性】
　他都市で、民間等でサービス提供している事例がないか？

評価

今後の事業
の方向性

実施結果（Ｄｏ）や評価（Ｃｈｅｃｋ）を踏まえた今後の方向性

放置自転車は減少傾向になっているものの、依然として駅周辺の商業地域などでは歩行者等の妨げとなっていることから、継続的
な放置防止対策が求められています。

評価の理由

貢献度区分

A．貢献している
B．やや貢献している
C．貢献の度合いが薄い

A
施策への
貢献度

自転車等駐車場については、地域の実情や放置自転車等の状況に応じた効果的な整備を進めました。ま
た、近年の大型自転車に対応した駐輪スペースを設けるなど利用者の要望に即した整備も行っています。
さらに、自転車等を駐輪場へ誘導するなどの啓発活動により、駅周辺における放置自転車台数は減少傾向
にあり、歩行者等の安全な通行が確保されていることから、施策への貢献はありました。

効率性
【質の向上】
　事業を適正な（過小でも、過大でもない）規模の人員体制・費用で行いながら、市民サービスや市役所内
部（職員・組織）の質の向上を図ることができる余地があるか？

指定管理者の導入により、駐輪場の管理運営の効率化やコスト削減が図られています。駐輪場用地として借地している一部の駐輪
場において利用率が低いことから、適正な利用に向け取り組む必要があります。

a．余地はない
b．余地はある
c．既に実施済み

c

a．可能性はない
b．可能性はある b

有効性

駅周辺における放置自転車は減少傾向にあるものの、商店街周辺においては、買い物目的等の放置自転車が多くあることから、短
時間利用の駐輪場の整備を行うなど、利用目的に応じた対策が必要となります。また、歩行者等の通行を確保するため、駐輪場へ
の誘導などの啓発活動を継続的に行う必要があります。

評価の理由

具体的な見直し・改善内容
※過去に見直した履歴も記載

できる場合は記載

a．薄れていない
b．薄れている a

評価項目

必要性

☑ H 30 年度 □

事業を取り巻く社会環境の変化
（国・県・他団体の動向や法改正、規

制緩和など）

事業の見直し・改善内容

評価の理由

H30年度：放置禁止区域を1箇所（宿河原）を指定しました。
H29年度：放置禁止区域を2箇所（小田栄・平間）を指定しました。
H28年度：自転車等保管所の再編を行い、保管自転車の返還率の向上を図りました。また、保管所における土曜日及び日曜日の引
取り時間を短縮するなど経費の削減を図りました。
H25年度：民間事業者の駐輪場整備について、助成制度を導入し、駐輪場の整備を促進しました。
H24年度：駐輪場の管理運営について、指定管理者制度を導入し、経費を削減しました。また、駐輪場の利用料金について、周辺環
境・施設特性に応じた料金改定を行い、駐輪場の利用促進や利用率の平準化を図りました。

b

【市民のニーズ】
　事業を取り巻く環境の変化等により、事業に対するニーズが薄れていないか？

今後の事業の方向性を
踏まえた次年度の計画上の

変更箇所

変更前
（次年度計画上
の記載）

変更後
（上記計画上の記載に
対する変更点）

変更の理由

b

方向性区分

a．余地はない
b．余地はある
c．既に実施済み

c

放置自転車は減少傾向となっているものの、依然として商店街周辺などの一部では、買い物目的等の放置
自転車が通行の妨げになっていることから、引き続き、啓発活動、撤去活動や地域の実情に応じた駐輪場
の整備など総合的な自転車対策を推進していきます。
自転車等駐車場における利用率については、新型コロナウイルス感染症緊急事態宣言等の影響により、令
和２年度における駐輪場利用者数が昨年度より減少しており、目標値を下回っていることから、引続き利用
状況の推移を踏まえ、施設内の区画変更などによる利用率向上の検討を進めます。
また、令和2年度より、北部3区（宮前区、多摩区、麻生区）について、撤去業務、運搬業務、保管所運営業
務、啓発業務を一括で委託することで、業務の効率化や、予算の削減を図っていき、状況を見ながら他の地
区への拡大を検討していきます。

a．事例はない
b．事例がある
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事業の概要

市が直接実施 一部委託 全部委託・指定管理 ボランティア等との協働 その他

国・県の制度 国・県の制度＋市独自の制度 市独自の制度

※　人件費は、予算・決算における職員１人当たり人件費に、人工を乗じて算出

計　画　（Plan）

実施結果　（Do）

令和２年度　事務事業評価シート

人件費※　B

総コスト(A+B)

市債

その他特財

財
源
内
訳

国庫支出金 0

0 0

行財政改革第２期プログラム
に関連する課題名

0

0

0

0

0

0

4,248

00

-

-

0

4,250

4,250 4,250 4,250

-0 0 0

0

4,248 4,248

-

-

4,250

1

4,235

4,248

4,248

0

0 0

0 0 -

市民

踏切の改良や事故防止に関する啓発等を行うことで、 踏切道において、歩行者や車両が安全で安心して通行できるようにします。

・法指定踏切については、踏切改良計画の策定に向け、鉄道事業者等の関係機関と協議調整を図ります。
・これまでの踏切対策の状況を踏まえつつ、更なる改善が可能な踏切へ引き続き対策を実施するとともに駅周辺や踏切においてチ
ラシ配布などの啓発活動を実施します。

①「地方踏切道改良計画」の策定
②踏切道の調査及び対策内容の検討

施　　策 交通安全対策の推進

直接目標

0.5 0.5 0.5

事業開始年度

―

回

－

H30年度目標・実績

目標どおり達成できました。
①踏切道改良促進法に基づき指定された市内17か所の踏切のうち、改良済みの1か所を除く16か所の踏切について、鉄道事業者
等の関係機関と協議調整を行い「地方踏切道改良計画」を取りまとめ国に提出しました。
②これまでの踏切対策を整理し、鉄道事業者、交通管理者等関係機関との打ち合わせや現地立ち合いを行い、更なる改善の可能
性について検討しました。また、踏切と近接する交差点の踏切と連動する信号システム導入について関係機関と検討を行い取組内
容、事業主体について整理しました。さらに、本市等関係機関で構成する交通安全対策協議会の夏の交通事故防止運動で踏切の
交通事故防止を運動の重点に位置づけ啓発活動等を行いました。

４．目標を下回った
５．目標を大きく下回った3

　１．目標を大きく上回って達成
　２．目標を上回って達成
　３．ほぼ目標どおり

1

1

1

－

－

単位

-

-

0 0

事務事業
事務事業コード

10202040

担　　当
組織コード 所属名

実施期間
事業終了年度 事務・サービス等

の分類

分類1（市民サービス等） 分類2（内部事務）

― その他 ―

531400 建設緑政局総務部企画課

事務事業名 政策体系別計画の記載

踏切道改善推進調査事業 有

実施形態 □

踏切道改良促進法

総合計画と連携する計画等

（法令・要綱等）

都市計画マスタープラン,環境基本計画,総合都市交通計画

人工（単位：人）

年度

事業費　A

一般財源

0

0

0

0

0

0

-

-

-

－

1

1

取組内容の実績等
（上記に掲げた取組内容に対し、「数
値等でより具体的に実績を示すことが
できる取組」、又は「未達成部分」若し
くは「より達成できた部分」を記載）

3

4
説明

指標分類

1

2
説明

数値で事業の実績・効果等を把握できる指標　（指標の説明）

啓発活動実施数

説明

実績

目標

目標

実績

目標

実績

4,235

4,2354,235

-

4,248

0

0

H30年度 R1年度 R3年度

計画事業費

事業の目的
（対象をどのような状態にしたいか）

政策体系

事業の対象
（事業の対象となる人、物）

事業の内容
（どういった業務内容で、どのような

手段で実施しているか）

上記「当該年度の取組内容」
に対する達成度

R2年度R1年度

□

計画事業費 計画事業費

☑ □ □

チラシの配布や呼びかけ等による啓発活動を実施した回数

予決算
（単位：
千円）

実施根拠 □ ☑ □

改革項目 課題名

説明

1

目標

実績

04,250

当該年度の取組内容
（第2期実施計画に記載されている
具体的な当該年度の取組）

安全に暮らせるまちをつくる政　　策

市内の交通事故を減らす

当初計画からの変更箇所
（上記計画に記載されている内容か

ら変更となる取組）

活動
指標

R3年度

0 0

0

0 0 0

0 0

予算額 決算額 予算額 決算額 予算額 決算額(見込） 予算額 決算額

R2年度

0

0

0 0
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評　価　（Check）

実施 （直近） 未実施

改　善　（Action）

a．上がっている
b,　徐々に上がっている
c．上がっていない

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止
Ⅵ．事業終了

Ⅰ

上記「有効性」の成果等を踏まえ左記区分を選んだ理由

鉄道事業者、道路管理者、交通管理者等関係機関で連携し安全看板設置、広報等により踏切事故防止に向けた意識啓発を行うこ
とで、本市の踏切における重大な踏切障害事故を抑制できているため、効果は徐々に上がっています。

【成果】
　活動結果（活動指標等）に対し事業の成果（成果指標等）は順調に上がっているか？

【民間の活用】
　委託や指定管理者制度など、実施手法について民間活用によりコストを削減できる余地があるか？

【事業手法等の見直し】
　事業の成果を維持しながら、契約方法、仕様の見直しなどによる経費削減や事務手続きの見直しなどに
よる事務改善の可能性があるか？

【市が実施する必要性】
　他都市で、民間等でサービス提供している事例がないか？

評価

今後の事業
の方向性

実施結果（Ｄｏ）や評価（Ｃｈｅｃｋ）を踏まえた今後の方向性

平成28年4月1日に踏切道改良促進法が改正され、令和2年2月現在、市内16箇所の踏切が改正法に基づき法指定されています。

評価の理由

貢献度区分

A．貢献している
B．やや貢献している
C．貢献の度合いが薄い

B
施策への
貢献度

これまでの踏切の安全対策に加え、更なる改善の可能性について鉄道事業者、交通管理者、道路管理者
等関係機関や関係部署と連携して検討し、役割分担や今後の取組の方向性について調整しました。また、
交通事故防止運動などの安全啓発活動を通じ、歩行者が安心安全に通行できるように取組を進め、重大な
踏切障害事故を抑制できていることから、一定程度の施策への貢献はありました。

効率性
【質の向上】
　事業を適正な（過小でも、過大でもない）規模の人員体制・費用で行いながら、市民サービスや市役所内
部（職員・組織）の質の向上を図ることができる余地があるか？

踏切道が鉄道事業者の管理所有物である特殊性などから、民間活力の導入や事業手法等の見直しは困難な状況にありますが、よ
り効果的な安全意識啓発方法や踏切周辺での保安装置、制御システム導入等、安全性向上に向けた改善の余地があります。

a．余地はない
b．余地はある
c．既に実施済み

a

a．可能性はない
b．可能性はある a

有効性

平成28年改正踏切道改良促進法に基づき、市内17箇所が改良すべき踏切に指定される（1箇所は改良済み）など、踏切道の安全対
策に対する必要性が高まっており、鉄道事業者と道路管理者が連携して踏切道の改良に取り組む必要があります。

評価の理由

具体的な見直し・改善内容
※過去に見直した履歴も記載

できる場合は記載

a．薄れていない
b．薄れている a

評価項目

必要性

□ H 年度 ☑

事業を取り巻く社会環境の変化
（国・県・他団体の動向や法改正、規

制緩和など）

事業の見直し・改善内容

評価の理由

a

【市民のニーズ】
　事業を取り巻く環境の変化等により、事業に対するニーズが薄れていないか？

今後の事業の方向性を
踏まえた次年度の計画上の

変更箇所

変更前
（次年度計画上
の記載）

変更後
（上記計画上の記載に
対する変更点）

変更の理由

b

方向性区分

a．余地はない
b．余地はある
c．既に実施済み

b

平成28年4月1日に踏切道改良促進法が改正され、令和2年2月現在、市内の16箇所の踏切が改正法に基
づき法指定されており、令和2年度末までの対策実施または実施できない場合の踏切改良計画策定が義務
付けられています。法指定解除及び踏切の安全性向上は長期的な取組が必要であることから、地方踏切
道改良計画を策定するとともに、中長期的な取組として、カラー舗装や安全看板設置等更なる改善に向け
た検討を進めるとともに、踏切に近接する交差点での踏切と連動する信号制御システム、保安装置などの
導入に向け関係機関に働きかけを進めていきます。

a．事例はない
b．事例がある
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事業の概要

市が直接実施 一部委託 全部委託・指定管理 ボランティア等との協働 その他

国・県の制度 国・県の制度＋市独自の制度 市独自の制度

※　人件費は、予算・決算における職員１人当たり人件費に、人工を乗じて算出

計　画　（Plan）

実施結果　（Do）

令和２年度　事務事業評価シート

人件費※　B

総コスト(A+B)

市債

その他特財

財
源
内
訳

国庫支出金 500,750

1,217,000 2,077,000

行財政改革第２期プログラム
に関連する課題名

4,390,747

495,498

1,217,000

350,902

2,327,347

5,262,895

4,449,846

4,390,7474,236,511

-

-

476,525

5,716,666

194,480 194,480 194,480

-2,066,337 2,327,347 2,105,956

350,902

213,335 213,335

-

-

4,585,227

1

3

3,712,222

213,335

4,604,082

1,880,944

4,390,747 5,534,235

454,033 521,856 -

道路施設

道路維持修繕計画に基づき効率的かつ効果的な維持管理を行うことで、道路施設の健全度の向上を図ります。

「道路維持修繕計画」や「橋梁長寿命化修繕計画」に位置づけた道路施設ごとの管理手法に基づき、定期の点検や修繕などの適切
な維持管理を行います。

①「道路維持修繕計画」に基づく取組の推進（道路擁壁、横断歩道橋等）
②「橋梁長寿命化修繕計画」に基づく取組の推進（塩浜陸橋、生田根岸跨線橋のほか24橋、「橋梁長寿命化修繕計画」の改訂）

施　　策 地域の生活基盤となる道路等の維持・管理

直接目標

26.14 25.11 22.88

事業開始年度

平成26年度

箇所

橋

箇所

4

－

H30年度目標・実績

ほぼ目標どおり達成できました。
①「道路維持修繕計画」に基づく取組の推進
・擁壁・トンネルの修繕については、横浜上麻生道路擁壁のほか２個所に着手し、うち２箇所の修繕が完成しました。
・横断歩道橋の修繕については、上並木歩道橋のほか１１橋に着手し、うち６橋の修繕が完成しました。
・一部、関係機関との協議に時間を要したため、年度内未完成となりました。引き続き、関係機関との協議を適切に実施し、取組を
推進します。
②「橋梁長寿命化修繕計画」に基づく取組の推進については、塩浜陸橋、生田根岸跨線橋のほか20橋の修繕を実施し目標を上回
るとともに、「橋梁長寿命化修繕計画」を改定しました。

４．目標を下回った
５．目標を大きく下回った3

　１．目標を大きく上回って達成
　２．目標を上回って達成
　３．ほぼ目標どおり

2

3

-

－

-

－

9

単位

10

4

11

-

-

495,498 525,489

事務事業
事務事業コード

10204010

担　　当
組織コード 所属名

実施期間
事業終了年度 事務・サービス等

の分類

分類1（市民サービス等） 分類2（内部事務）

― 施設の管理・運営 内部管理

534600 建設緑政局道路河川整備部道路施設課

事務事業名 政策体系別計画の記載

計画的な道路施設補修事業 有

実施形態 □

道路法、川崎市道路維持修繕計画、川崎市橋梁長寿命化修繕計画

総合計画と連携する計画等

（法令・要綱等）

都市計画マスタープラン

人工（単位：人）

年度

事業費　A

一般財源

4,122,189

367,952

1,018,000

350,902

2,385,335

3,490,816

-

-

-

93

－

3

2

9

6

4

22

92

92
％

活動
指標

取組内容の実績等
（上記に掲げた取組内容に対し、「数
値等でより具体的に実績を示すことが
できる取組」、又は「未達成部分」若し
くは「より達成できた部分」を記載）

3

4
成果
指標

橋りょうの修繕

説明

指標分類

1

2
説明

数値で事業の実績・効果等を把握できる指標　（指標の説明）

擁壁・トンネルの修繕

横断歩道橋の修繕

説明

実績横断歩道橋の修繕箇所数

橋りょうの修繕箇所数

目標

84

目標

実績

目標

実績

4,343,595

221,406221,406

-

5,476,230

2,327,347

2,266,000

H30年度 R1年度 R3年度

計画事業費

事業の目的
（対象をどのような状態にしたいか）

政策体系

事業の対象
（事業の対象となる人、物）

事業の内容
（どういった業務内容で、どのような

手段で実施しているか）

上記「当該年度の取組内容」
に対する達成度

R2年度R1年度

活動
指標

90道路施設の健全度

6

4

□

計画事業費 計画事業費

☑ □ □

擁壁・トンネルの修繕箇所数

5年以内に補修や修繕が不要な道路施設の割合

予決算
（単位：
千円）

実施根拠 □ ☑ □

改革項目 課題名

説明

91

1

5

目標

実績

89

05,400,042

当該年度の取組内容
（第2期実施計画に記載されている
具体的な当該年度の取組）

安全に暮らせるまちをつくる政　　策

誰もが安全、快適に道路を利用できる

当初計画からの変更箇所
（上記計画に記載されている内容か

ら変更となる取組）

活動
指標

R3年度

350,902 1,045,802

5,522,186

0 0 0

1,217,000 2,082,000

予算額 決算額 予算額 決算額 予算額 決算額(見込） 予算額 決算額

R2年度

5,205,562

495,498

4,390,747 5,534,235
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評　価　（Check）

実施 （直近） 未実施

改　善　（Action）

a．上がっている
b,　徐々に上がっている
c．上がっていない

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止
Ⅵ．事業終了

Ⅱ

上記「有効性」の成果等を踏まえ左記区分を選んだ理由

「川崎市道路維持修繕計画」及び「川崎市橋梁長寿命化修繕計画」に基づき、道路施設や橋りょうの点検・修繕・維持補修を行って
おり、成果指標も目標値を達成しています。

【成果】
　活動結果（活動指標等）に対し事業の成果（成果指標等）は順調に上がっているか？

【民間の活用】
　委託や指定管理者制度など、実施手法について民間活用によりコストを削減できる余地があるか？

【事業手法等の見直し】
　事業の成果を維持しながら、契約方法、仕様の見直しなどによる経費削減や事務手続きの見直しなどに
よる事務改善の可能性があるか？

【市が実施する必要性】
　他都市で、民間等でサービス提供している事例がないか？

評価

今後の事業
の方向性

実施結果（Ｄｏ）や評価（Ｃｈｅｃｋ）を踏まえた今後の方向性

・平成26年7月に施行された道路法の改正により、道路施設の近接目視による5年サイクルの定期点検が義務付けられました。
・道路施設に関して、道路維持修繕計画策定後、5年が経過したことから、より効率的で効果的な管理手法や点検の見直しが必要と
なりました。また、橋梁長寿命化修繕計画も、定期点検の結果や社会的背景を踏まえた計画の見直しが必要となりました。

評価の理由

貢献度区分

A．貢献している
B．やや貢献している
C．貢献の度合いが薄い

A
施策への
貢献度

「川崎市道路維持修繕計画」及び「川崎市橋梁長寿命化修繕計画」に位置づけた道路施設ごとの管理手法
に基づき、定期の点検や修繕などの適切な維持管理を行っており，市民生活や災害時の緊急輸送路の確
保などに貢献しています。

効率性
【質の向上】
　事業を適正な（過小でも、過大でもない）規模の人員体制・費用で行いながら、市民サービスや市役所内
部（職員・組織）の質の向上を図ることができる余地があるか？

・「川崎市道路維持修繕計画」及び「川崎市橋梁長寿命化計画」により、改正された道路法に基づく点検を計画的に実施し、点検結
果による補修についても緊急性や効率性を考慮し、適切な工法により補修を行いました。
・民間や国土交通省による新たな点検・修繕方法の技術や新製品の開発などが期待できます。

a．余地はない
b．余地はある
c．既に実施済み

c

a．可能性はない
b．可能性はある b

有効性

道路や道路施設については、市民生活や災害時の安全性の確保のため、十分な維持管理を行う必要があり、また、道路法の改正
等により、点検補修等の維持管理費用の増大が予測され、より効率的で効果的な維持管理が必要となっています。

評価の理由

具体的な見直し・改善内容
※過去に見直した履歴も記載

できる場合は記載

a．薄れていない
b．薄れている a

評価項目

必要性

☑ R 2 年度 □

事業を取り巻く社会環境の変化
（国・県・他団体の動向や法改正、規

制緩和など）

事業の見直し・改善内容

評価の理由

R2年度：平成27年度に改定した川崎市橋梁長寿命化修繕計画について、5年間の定期点検結果や社会的な背景を踏まえ、予防保
全型対象橋りょうの拡大などの改定を実施しました。
H30年度：平成25年度に策定した川崎市道路維持修繕計画について、管理手法や点検頻度の見直しを行い、維持管理費用の低減
及び平準化を推進するための改定を行いました。
H26年度：道路法の改正に対応するため、道路施設における5年サイクルの近接目視による定期点検等を実施しました。

a

【市民のニーズ】
　事業を取り巻く環境の変化等により、事業に対するニーズが薄れていないか？

今後の事業の方向性を
踏まえた次年度の計画上の

変更箇所

変更前
（次年度計画上
の記載）

変更後
（上記計画上の記載に
対する変更点）

変更の理由

a

方向性区分

a．余地はない
b．余地はある
c．既に実施済み

c

計画的な道路施設補修事業については、「川崎市道路維持修繕計画」の改定を平成30年度に行い、「川崎
市橋梁長寿命化計画」は令和2年度に改定し、より効率的で効果的な各施設ごとの管理手法や維持管理費
用の低減、平準化を推進していきます。

a．事例はない
b．事例がある

23



事業の概要

市が直接実施 一部委託 全部委託・指定管理 ボランティア等との協働 その他

国・県の制度 国・県の制度＋市独自の制度 市独自の制度

※　人件費は、予算・決算における職員１人当たり人件費に、人工を乗じて算出

計　画　（Plan）

実施結果　（Do）

410,926

当該年度の取組内容
（第2期実施計画に記載されている
具体的な当該年度の取組）

安全に暮らせるまちをつくる政　　策

誰もが安全、快適に道路を利用できる

当初計画からの変更箇所
（上記計画に記載されている内容か

ら変更となる取組）

②「河川維持管理計画（機械・電気通信編）（その他付属設備編）」の策定【変更】

予決算
（単位：
千円）

482,752

71,826

0

R2年度

-

225,854

1,016,000

1,562,496

0

320,642

予算額 決算額(見込） 予算額 決算額

315,205

活動
指標

R3年度

4
　１．目標を大きく上回って達成
　２．目標を上回って達成
　３．ほぼ目標どおり

21

目標

実績

目標・実績

説明

80

－

－

21

実績

41

41

単位

0908,425

R2年度R1年度H30年度

４．目標を下回った
５．目標を大きく下回った

□

計画事業費 計画事業費

□ □ □

河川維持管理計画に基づき、平成30年度から5か年で実施する市内河川61km健全度調査の進捗
率

実施根拠 □ ☑ □

改革項目 課題名

501,053

R3年度

計画事業費

事業の目的
（対象をどのような状態にしたいか）

政策体系

事業の対象
（事業の対象となる人、物）

事業の内容
（どういった業務内容で、どのような

手段で実施しているか）

上記「当該年度の取組内容」
に対する達成度

71,826

-

36,721

1,204,255

0 0 0

51,000

予算額 決算額 予算額 決算額

323,205

75,000

H30年度 R1年度

36,721

目標

目標

実績

目標

実績

取組内容の実績等
（上記に掲げた取組内容に対し、「数
値等でより具体的に実績を示すことが
できる取組」、又は「未達成部分」若し
くは「より達成できた部分」を記載）

3

4
説明

指標分類

1

2
説明

数値で事業の実績・効果等を把握できる指標　（指標の説明）

健全度調査の進捗率

説明

目標を下回りました。
①河川・水路施設の適切な維持管理の推進については、「河川維持管理計画（土木構造物編）」に基づき、施設の健全度調査を実
施しました。
②「河川維持管理計画（機械・電気通信設備編）（その他付属施設編）」の策定については、新型コロナウイルス感染症の感染拡大
に伴う施設健全度調査の遅れにより、スケジュールを見直す必要が生じたため、令和2年度中に策定することができませんでした。
今後はパブリックコメントでの意見を踏まえながら、過年度に策定した土木構造物編と一本化した計画を令和3年度中に策定しま
す。

662,903

-

-

-

－

62

62
％

－

734,729

74,170

事務事業名 政策体系別計画の記載

河川・水路維持補修事業 有

事業開始年度

―

実施形態 ☑

河川法１６条の３（市町村長の施行する工事等）、河川法１００条（この法律を準用する河川）

総合計画と連携する計画等

（法令・要綱等）

水環境保全計画,緑の基本計画

人工（単位：人）

年度

事業費　A

一般財源

410,926

0

59,000

所属名

実施期間
事業終了年度 事務・サービス等

の分類

分類1（市民サービス等） 分類2（内部事務）

― 施設の管理・運営 ―

534700 建設緑政局道路河川整備部河川課

485,096 410,926 1,562,496

38,307 54,928 -

市民、河川・水路

河川・水路の適切な維持補修を行い、水害の防止と環境の保全に取り組むことで、市民の安全の確保を図ります。

河川・水路の浚渫、除草、清掃などの維持管理、水門等の河川施設の保守点検・補修により、水害の防止や環境の保全に取り組み
ます。また、護岸の劣化や河床の洗堀が著しい等、緊急的に補修が必要な箇所について補修工事を実施します。

①河川・水路施設の適切な維持管理の推進

施　　策 地域の生活基盤となる道路等の維持・管理

直接目標

8.48 8.73 11.08

426,883

443,403

410,926369,233

-

-

0

1,298,435

94,180 94,180 94,180

-313,576 323,205 356,317

36,721

74,170 74,170

-

-

505,106

-

814,245

0

令和２年度　事務事業評価シート

人件費※　B

総コスト(A+B)

市債

その他特財

財
源
内
訳

国庫支出金 0

51,000 403,000

行財政改革第２期プログラム
に関連する課題名

410,926

0

51,000

36,721

323,205

事務事業
事務事業コード

10204030

担　　当
組織コード
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評　価　（Check）

実施 （直近） 未実施

改　善　（Action）

今後の事業の方向性を
踏まえた次年度の計画上の

変更箇所

変更前
（次年度計画上
の記載）

変更後
（上記計画上の記載に
対する変更点）

変更の理由

b

方向性区分

a．余地はない
b．余地はある
c．既に実施済み

c

本事業については、河川施設等の適正な維持管理により水害の防止や環境の保全を図るため、令和元年
東日本台風を踏まえた計画の作成を進めており、引き続き、事業の推進を図っていきます。また、施設健全
度調査が進捗したことから、緊急的な対応を要する施設について補修などを図るとともに、令和3年度に河
川維持管理計画を策定します。

a．事例はない
b．事例がある

H29年度：「川崎市河川維持管理計画（土木構造物編）」を策定しました。

a

【市民のニーズ】
　事業を取り巻く環境の変化等により、事業に対するニーズが薄れていないか？

a．薄れていない
b．薄れている a

評価項目

必要性

☑ H 29 年度 □

事業を取り巻く社会環境の変化
（国・県・他団体の動向や法改正、規

制緩和など）

事業の見直し・改善内容

評価の理由

今後の事業
の方向性

実施結果（Ｄｏ）や評価（Ｃｈｅｃｋ）を踏まえた今後の方向性

河川施設等の効果的・計画的な維持管理を行うため、平成30年1月に「川崎市河川維持管理計画（土木構造物編）」を策定しまし
た。

評価の理由

貢献度区分

A．貢献している
B．やや貢献している
C．貢献の度合いが薄い

B
施策への
貢献度

健全度調査を計画どおりに実施するとともに、土木構造物、機械・電気通信設備、その他付属施設を一本
化する河川維持管理計画の運用に向けた素案を策定することで、河川施設の適正な管理の実施に繋がっ
ていることから、施策に貢献しています。

効率性
【質の向上】
　事業を適正な（過小でも、過大でもない）規模の人員体制・費用で行いながら、市民サービスや市役所内
部（職員・組織）の質の向上を図ることができる余地があるか？

・本事業の目的は、水害から市民を守ることであり、治水に係る事業の実施主体として、国の点検要領等に基づき市が事業を行う必
要がありますが、可能な部分については、委託業務など民間活用を実施しています。

a．余地はない
b．余地はある
c．既に実施済み

c

a．可能性はない
b．可能性はある a

有効性

本事業の目的は、水害から市民を守ることであり、本市においても令和元年東日本台風による浸水被害が発生するなど、風水害が
頻発化・激甚化していることから、必要性は薄れていません。

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止
Ⅵ．事業終了

Ⅱ

上記「有効性」の成果等を踏まえ左記区分を選んだ理由

計画策定については、目標を下回ったものの、土木構造物、機械・電気通信設備、その他付属施設を一本化する計画素案を策定し
たことにより、適正な維持管理に向けた検討が進んでいることから、事業の成果は徐々に上がっています。

【成果】
　活動結果（活動指標等）に対し事業の成果（成果指標等）は順調に上がっているか？

【民間の活用】
　委託や指定管理者制度など、実施手法について民間活用によりコストを削減できる余地があるか？

【事業手法等の見直し】
　事業の成果を維持しながら、契約方法、仕様の見直しなどによる経費削減や事務手続きの見直しなどに
よる事務改善の可能性があるか？

【市が実施する必要性】
　他都市で、民間等でサービス提供している事例がないか？

評価

評価の理由

具体的な見直し・改善内容
※過去に見直した履歴も記載

できる場合は記載

a．上がっている
b,　徐々に上がっている
c．上がっていない
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事業の概要

市が直接実施 一部委託 全部委託・指定管理 ボランティア等との協働 その他

国・県の制度 国・県の制度＋市独自の制度 市独自の制度

※　人件費は、予算・決算における職員１人当たり人件費に、人工を乗じて算出

計　画　（Plan）

実施結果　（Do）

令和２年度　事務事業評価シート

人件費※　B

総コスト(A+B)

市債

その他特財

財
源
内
訳

国庫支出金 0

0 0

行財政改革第２期プログラム
に関連する課題名

10,027

0

0

10,027

0

17,233

102,052

10,0276,897

-

-

0

80,525

76,585 76,585 76,585

-0 0 329

10,027

95,155 95,155

-

-

86,612

80

104,626

95,155

105,182

0

10,027 8,073

17,233 8,137 -

不法占拠物件

道路敷、水路敷及び河川敷の不法占拠を解消し、市有地の適正管理を図ります。

道路敷、水路敷及び河川敷を不法に占有されている箇所の実態を把握するとともに、個別案件ごとの処理方針に基づいた行政指
導等により、不法占拠の解消を図ります。

①道路パトロール等の実施による不法占拠の予防と早期発見
②不法占拠者に対する継続的な除却指導の実施
③解消困難案件への新たな手法による指導の検討及び法的措置の検討

施　　策 地域の生活基盤となる道路等の維持・管理

直接目標

11.16 11.2 9.01

事業開始年度

―

件

－

H30年度目標・実績

目標を下回りました。
①については、建築工事等において市有地に越境することなどを防ぐため、道路パトロール等を実施し、不法占拠の予防と早期発
見に努めました。
②については、250回の指導を実施しましたが、解消件数は目標の80件を下回り、31件となりました。解消方法の一つとして撤去に
よる解消があり、平成30年度実績66件のうち56件及び令和元年度実績46件のうち35件が撤去による解消でしたが、令和2年度は新
型コロナウイルス感染症の流行に伴い、BCPにおける休止業務として不法占拠者に対する指導回数が少なくなった影響等により、
撤去による解消が22件と減少したことが解消件数の目標を達成できなかった要因の一つと考えられ、解消につながる指導回数を増
加させるように関係部署と連携していきます。
③については、新たな手法として道路等の整備計画及び安全な通行環境の確保等に支障となる案件に対し、優先的に指導に取組
むために、優先度の割振りを行い指導を実施しました。また土地の明渡し請求などの法的措置については、弁護士の見解を踏ま
え、整備事業もしくは緊急性を要する案件について確認し、実施に対し検討を行いました。

４．目標を下回った
５．目標を大きく下回った4

　１．目標を大きく上回って達成
　２．目標を上回って達成
　３．ほぼ目標どおり

80

46

80

－

－

単位

-

-

0 0

事務事業
事務事業コード

10204040

担　　当
組織コード 所属名

実施期間
事業終了年度 事務・サービス等

の分類

分類1（市民サービス等） 分類2（内部事務）

― その他 その他 

532100 建設緑政局道路管理部路政課

事務事業名 政策体系別計画の記載

道水路不法占拠対策事業 有

実施形態 ☑

地方自治法、道路法、河川法、公共団体ノ管理スル公共用土地ノ使用ニ関スル法律、行政代執行法

総合計画と連携する計画等

（法令・要綱等）

人工（単位：人）

年度

事業費　A

一般財源

10,027

0

0

10,027

0

10,101

-

-

-

－

80

31

取組内容の実績等
（上記に掲げた取組内容に対し、「数
値等でより具体的に実績を示すことが
できる取組」、又は「未達成部分」若し
くは「より達成できた部分」を記載）

3

4
説明

指標分類

1

2
説明

数値で事業の実績・効果等を把握できる指標　（指標の説明）

不法占拠解消の件数

説明

実績

目標

目標

実績

目標

実績

104,552

94,52594,525

-

112,388

0

0

H30年度 R1年度 R3年度

計画事業費

事業の目的
（対象をどのような状態にしたいか）

政策体系

事業の対象
（事業の対象となる人、物）

事業の内容
（どういった業務内容で、どのような

手段で実施しているか）

上記「当該年度の取組内容」
に対する達成度

R2年度R1年度

□

計画事業費 計画事業費

□ □ □

除去指導等により不法占拠が解消される件数
（不法占拠対策の取組強化として平成23年から集中的な除却指導を実施し、年間80件程度を目指し
ます。）

予決算
（単位：
千円）

実施根拠 ☑ □ □

改革項目 課題名

説明

66

目標

実績

085,051

当該年度の取組内容
（第2期実施計画に記載されている
具体的な当該年度の取組）

安全に暮らせるまちをつくる政　　策

誰もが安全、快適に道路を利用できる

当初計画からの変更箇所
（上記計画に記載されている内容か

ら変更となる取組）

成果
指標

R3年度

10,027 8,073

3,940

0 0 0

0 0

予算額 決算額 予算額 決算額 予算額 決算額(見込） 予算額 決算額

R2年度

8,466

0

10,027 8,073
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評　価　（Check）

実施 （直近） 未実施

改　善　（Action）

a．上がっている
b,　徐々に上がっている
c．上がっていない

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止
Ⅵ．事業終了

Ⅱ

上記「有効性」の成果等を踏まえ左記区分を選んだ理由

令和２年度の成果指標は目標を達成できませんでした。解消方法の一つとして撤去による解消があり、平成30年度実績66件のうち
56件及び令和元年度実績46件のうち35件が撤去による解消でしたが、新型コロナウイルス感染症の流行に伴い、BCPにおける休
止業務として不法占拠者に対する指導回数が少なくなった影響等により、令和2年度31件のうち撤去による解消が22件と減少したこ
とが、解消件数の目標を達成できなかった要因の一つと考えています。

【成果】
　活動結果（活動指標等）に対し事業の成果（成果指標等）は順調に上がっているか？

【民間の活用】
　委託や指定管理者制度など、実施手法について民間活用によりコストを削減できる余地があるか？

【事業手法等の見直し】
　事業の成果を維持しながら、契約方法、仕様の見直しなどによる経費削減や事務手続きの見直しなどに
よる事務改善の可能性があるか？

【市が実施する必要性】
　他都市で、民間等でサービス提供している事例がないか？

評価

今後の事業
の方向性

実施結果（Ｄｏ）や評価（Ｃｈｅｃｋ）を踏まえた今後の方向性

法令順守や公有地の適正管理が求められる中、道路法や河川法等の管理権限に基づき、道路敷、水路敷及び河川敷の適正管理
のため、引き続き不法占拠を解消していく必要があります。

評価の理由

貢献度区分

A．貢献している
B．やや貢献している
C．貢献の度合いが薄い

B
施策への
貢献度

道水路の不法占拠解消を推進することにより、施設本来の機能回復を図ることができ、地域の生活基盤と
なる道路等の適正な管理に貢献しています。

効率性
【質の向上】
　事業を適正な（過小でも、過大でもない）規模の人員体制・費用で行いながら、市民サービスや市役所内
部（職員・組織）の質の向上を図ることができる余地があるか？

道路整備の計画や安全性の確保などを考慮し、優先的に指導に取り組むように割振を行った優先度をもとに指導を実施しました。

a．余地はない
b．余地はある
c．既に実施済み

a

a．可能性はない
b．可能性はある a

有効性

法令順守や公有地の適正管理が求められる中、道路法や河川法等の管理権限に基づき、道路敷、水路敷及び河川敷の適正管理
のため、引き続き、不法占拠を解消していく必要があります。

評価の理由

具体的な見直し・改善内容
※過去に見直した履歴も記載

できる場合は記載

a．薄れていない
b．薄れている a

評価項目

必要性

☑ H 29 年度 □

事業を取り巻く社会環境の変化
（国・県・他団体の動向や法改正、規

制緩和など）

事業の見直し・改善内容

評価の理由

H29年度：関係業界団体に対して道水路敷の境界位置の確認を啓発しました。

a

【市民のニーズ】
　事業を取り巻く環境の変化等により、事業に対するニーズが薄れていないか？

今後の事業の方向性を
踏まえた次年度の計画上の

変更箇所

変更前
（次年度計画上
の記載）

変更後
（上記計画上の記載に
対する変更点）

変更の理由

c

方向性区分

a．余地はない
b．余地はある
c．既に実施済み

b

道路等の整備計画及び安全な通行環境の確保等を考慮し、優先的に指導に取り組むように割振を行った
優先度をもとに、各区役所等と連携しながら指導を実施するとともに、目標達成のために指導回数を増加さ
せ、不法占拠の解消を図ります。

a．事例はない
b．事例がある
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事業の概要

市が直接実施 一部委託 全部委託・指定管理 ボランティア等との協働 その他

国・県の制度 国・県の制度＋市独自の制度 市独自の制度

※　人件費は、予算・決算における職員１人当たり人件費に、人工を乗じて算出

計　画　（Plan）

実施結果　（Do）

令和２年度　事務事業評価シート

人件費※　B

総コスト(A+B)

市債

その他特財

財
源
内
訳

国庫支出金 0

0 0

行財政改革第２期プログラム
に関連する課題名

396,437

0

0

376,664

19,773

350,892

656,772

387,437316,422

-

-

0

633,804

341,870 341,870 341,870

-14,676 19,773 17,312

367,664

340,350 340,350

-

-

729,307

100

715,394

340,350

736,787

15,812

387,437 297,149

336,216 310,823 -

道水路台帳図

道水路台帳図のデジタル化を推進し、道水路の効率的な管理や災害時の復旧復興の迅速化等を図ります。

現在アナログで管理している道水路台帳図を国の定める仕様である数値地形図データへとデジタル化を行うとともに、デジタル化し
た道水路台帳図の管理・閲覧システムを新たに構築します。土地境界査定業務を遅滞なく実施し、業務課題について、土地境界確
定等業務あり方検討委員会及び作業部会において、解決に向けた検討と制度等の見直しを行い、効率的な業務の執行に向けた取
組を行います。

①道路台帳のデジタル化に伴うシステム構築
②土地境界確定業務の実施
③境界標、公共基準点の保全の実施
④測量成果の適正管理

施　　策 地域の生活基盤となる道路等の維持・管理

直接目標

41.8 40.06 40.22

事業開始年度

―

％

％

－

H30年度目標・実績

目標どおり達成できました。
①道水路台帳図のシステム構築については、道水路台帳平面図の電子データの補正・補完を完了させ、構築した管理・閲覧システ
ムを令和２年１０月から本格運用しました。
②土地境界確定業務を遅滞なく実施しました。また、土地境界確定等業務あり方検討委員会及び作業部会を各３回実施し、土地境
界確定等業務における基準点の使用に係るガイドラインの作成を行う等、業務を改善しました。
③「川崎市境界保全要綱」及び「公共基準点の管理に関する要綱」に基づき、申請された境界標の保全１５３件と公共基準点の保全
４２件について、適正に手続きを実施しました。
④測量成果の適正管理については、事業や財産整理等に伴う測量成果を速やかに道水路台帳平面図に反映し閲覧に供しました。

４．目標を下回った
５．目標を大きく下回った3

　１．目標を大きく上回って達成
　２．目標を上回って達成
　３．ほぼ目標どおり

100

100

100

－

100

－

83

単位

83

-

-

0 0

事務事業
事務事業コード

10204050

担　　当
組織コード 所属名

実施期間
事業終了年度 事務・サービス等

の分類

分類1（市民サービス等） 分類2（内部事務）

― その他 その他 

532300 建設緑政局道路管理部管理課

事務事業名 政策体系別計画の記載

道水路台帳整備事業 有

実施形態 ☑

道路法第28条、同法施行規則第4条の2、測量法第11条,同法第32条、地理空間情報活用推進基本法第5条、土地境界査定取扱規
則、川崎市公共測量作業規程、川崎市道路台帳測量作業要綱

総合計画と連携する計画等

（法令・要綱等）

情報化推進プラン

人工（単位：人）

年度

事業費　A

一般財源

391,487

0

0

371,714

19,773

361,348

-

-

-

－

100

100

100

100

取組内容の実績等
（上記に掲げた取組内容に対し、「数
値等でより具体的に実績を示すことが
できる取組」、又は「未達成部分」若し
くは「より達成できた部分」を記載）

3

4
説明

指標分類

1

2
説明

数値で事業の実績・効果等を把握できる指標　（指標の説明）

災害時の復旧復興に寄与する道水路台帳図の割合

デジタル道水路台帳図の補正補完作業の進捗率

説明

実績

補正補完が完了した測量成果（n箇年分）／補正補完の対象となる測量成果（6箇年分）×100
（デジタル道水路台帳図の管理・閲覧システムの運用にあたっては、運用開始(R3年度予定)までに
図面鮮度を保持する必要があることから、その作業となる補正補完の進捗率を指標とします。）

目標

目標

実績

目標

実績

745,533

354,046354,046

-

691,242

19,773

0

H30年度 R1年度 R3年度

計画事業費

事業の目的
（対象をどのような状態にしたいか）

政策体系

事業の対象
（事業の対象となる人、物）

事業の内容
（どういった業務内容で、どのような

手段で実施しているか）

上記「当該年度の取組内容」
に対する達成度

R2年度R1年度

活動
指標

66

□

計画事業費 計画事業費

☑ □ □

デジタル化した道水路台帳図の枚数（Ｎ枚）／道水路台帳図の枚数（870枚）×100
（デジタル化した道水路台帳図により、災害時の迅速な道路境界復元が可能となることから、デジタ
ル化の進捗率を指標とします。）

予決算
（単位：
千円）

実施根拠 □ ☑ □

改革項目 課題名

説明

100

66

目標

実績

0670,005

当該年度の取組内容
（第2期実施計画に記載されている
具体的な当該年度の取組）

安全に暮らせるまちをつくる政　　策

誰もが安全、快適に道路を利用できる

当初計画からの変更箇所
（上記計画に記載されている内容か

ら変更となる取組）

活動
指標

R3年度

367,664 281,337

291,934

0 0 0

0 0

予算額 決算額 予算額 決算額 予算額 決算額(見込） 予算額 決算額

R2年度

328,135

0

387,437 297,149
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評　価　（Check）

実施 （直近） 未実施

改　善　（Action）

a．上がっている
b,　徐々に上がっている
c．上がっていない

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止
Ⅵ．事業終了

Ⅱ

上記「有効性」の成果等を踏まえ左記区分を選んだ理由

　成果指標にある「災害時の復旧復興に寄与する道水路台帳図の割合」について、道水路台帳平面図の電子データの補正・補完を
完了させ、構築した管理・閲覧システムを令和２年１０月より本格運用を始めたことから事業の成果は上がっていると考えます。

【成果】
　活動結果（活動指標等）に対し事業の成果（成果指標等）は順調に上がっているか？

【民間の活用】
　委託や指定管理者制度など、実施手法について民間活用によりコストを削減できる余地があるか？

【事業手法等の見直し】
　事業の成果を維持しながら、契約方法、仕様の見直しなどによる経費削減や事務手続きの見直しなどに
よる事務改善の可能性があるか？

【市が実施する必要性】
　他都市で、民間等でサービス提供している事例がないか？

評価

今後の事業
の方向性

実施結果（Ｄｏ）や評価（Ｃｈｅｃｋ）を踏まえた今後の方向性

　近年のパソコンやインターネットの普及拡大に伴い、社会全体の情報化及びペーパーレス化が急速に進む中、本市の道水路台帳
図はアナログ（マイラー図）で管理しています。道水路管理の円滑化及び効率化を図るためには、道水路台帳図のアナログ管理か
らデジタル管理への移行が求められています。

評価の理由

貢献度区分

A．貢献している
B．やや貢献している
C．貢献の度合いが薄い

A
施策への
貢献度

道水路台帳図のアナログ管理からデジタル管理への移行が目標どおり進捗することで、道水路管理の円滑
化及び効率化が図られたことから、施策に貢献しています。

効率性
【質の向上】
　事業を適正な（過小でも、過大でもない）規模の人員体制・費用で行いながら、市民サービスや市役所内
部（職員・組織）の質の向上を図ることができる余地があるか？

・道水路台帳平面図のデジタル化に伴う新たなシステムの導入により、ホームページでの閲覧や閲覧者による閲覧システムの操作
での効率化等、市民サービスの向上が図られたと考えています。
・土地境界確定等業務について、規則改正後の効果検証を行い、基準点の使用に係るガイドラインを作成するなどの更なる事務改
善等により、市民サービスの向上等が図られると考えています。

a．余地はない
b．余地はある
c．既に実施済み

b

a．可能性はない
b．可能性はある b

有効性

地図情報のデジタル化の進展を踏まえ、道水路台帳図についても閲覧者のニーズに合った情報提供が求められています。

評価の理由

具体的な見直し・改善内容
※過去に見直した履歴も記載

できる場合は記載

a．薄れていない
b．薄れている a

評価項目

必要性

☑ R 1 年度 □

事業を取り巻く社会環境の変化
（国・県・他団体の動向や法改正、規

制緩和など）

事業の見直し・改善内容

評価の理由

R1年度：土地境界確定業務の改善のため、改正規則の施行に合わせ、事務取扱要領を作成しました。
H30年度：土地境界査定業務の改善のため、土地境界査定取扱規則の改正を行いました。
H29年度：デジタル化の対象となる道水路台帳図の記載事項の精査を行い作業の効率化を図るとともに、事業スケジュールを見直
しました。
H28年度：災害時の迅速な復旧等デジタル化による効果の早期発現を図るため、本事業を5箇年計画に短縮しました。
H27年度：10箇年計画で道水路台帳図のデジタル化方針を立てました。

a

【市民のニーズ】
　事業を取り巻く環境の変化等により、事業に対するニーズが薄れていないか？

今後の事業の方向性を
踏まえた次年度の計画上の

変更箇所

変更前
（次年度計画上
の記載）

①デジタル道水路台帳図システムの運用開始

変更後
（上記計画上の記載に
対する変更点）

①道水路台帳平面図等管理・閲覧システムの機能拡張、他システムとの統合【変更】

変更の理由 ①道水路台帳図のシステムの構築を完了し、令和２年１０月から本格運用を開始したため。

b

方向性区分

a．余地はない
b．余地はある
c．既に実施済み

b

道水路台帳図については、デジタルデータの効率的な管理とシステムの利活用の推進を進めていきます。
土地境界確定等業務については、引き続き、基準点の使用に係るガイドラインを作成するなどの事務改善
に取り組み、効率化を図りながら、業務を継続していきます。

a．事例はない
b．事例がある
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事業の概要

市が直接実施 一部委託 全部委託・指定管理 ボランティア等との協働 その他

国・県の制度 国・県の制度＋市独自の制度 市独自の制度

※　人件費は、予算・決算における職員１人当たり人件費に、人工を乗じて算出

計　画　（Plan）

実施結果　（Do）

令和２年度　事務事業評価シート

人件費※　B

総コスト(A+B)

市債

その他特財

財
源
内
訳

国庫支出金 0

0 0

行財政改革第２期プログラム
に関連する課題名

1,502

0

0

856

646

703

17,028

1,502631

-

-

0

17,549

16,915 16,915 16,915

-646 646 646

856

16,397 16,397

-

-

18,41718,906

16,397

17,899

702

1,502 7,758

57 57 -

市民

市民や民間企業等との協働・連携により、緑ある暮らしの創造、緑の市民文化の醸成を目指します。

緑豊かなまちづくりを推進するために、市民ニーズや社会状況の変化等を踏まえて、平成30年3月に改定した「緑の基本計画」に基
づく施策の実施状況について、適切な進捗管理を行います。

①「緑の基本計画」に基づく緑政事業の進行管理

施　　策 協働の取組による緑の創出と育成

直接目標

2.06 1.93 1.99

事業開始年度

―

－

H30年度目標・実績

目標どおり達成できました。
①「緑の基本計画」に基づく緑政事業の進行管理については、各取組の実施状況等を取りまとめ、環境審議会に報告しました。

４．目標を下回った
５．目標を大きく下回った3

　１．目標を大きく上回って達成
　２．目標を上回って達成
　３．ほぼ目標どおり

－

－

単位

-

-

0 0

事務事業
事務事業コード

30301010

担　　当
組織コード 所属名

実施期間
事業終了年度 事務・サービス等

の分類

分類1（市民サービス等） 分類2（内部事務）

― その他 政策推進計画等（策定・進行管理）

531920 建設緑政局緑政部みどりの企画管理課

事務事業名 政策体系別計画の記載

緑の基本計画推進事業 有

実施形態 ☑

都市緑地法・川崎市緑の保全及び緑化の推進に関する条例

総合計画と連携する計画等

（法令・要綱等）

都市計画マスタープラン,水環境保全計画,緑の基本計画

人工（単位：人）

年度

事業費　A

一般財源

1,502

0

0

856

646

1,458

-

-

-

－

取組内容の実績等
（上記に掲げた取組内容に対し、「数
値等でより具体的に実績を示すことが
できる取組」、又は「未達成部分」若し
くは「より達成できた部分」を記載）

3

4
説明

指標分類

1

2
説明

数値で事業の実績・効果等を把握できる指標　（指標の説明）

説明

実績

目標

目標

実績

目標

実績

18,950

17,44817,448

-

17,100

646

0

H30年度 R1年度 R3年度

計画事業費

事業の目的
（対象をどのような状態にしたいか）

政策体系

事業の対象
（事業の対象となる人、物）

事業の内容
（どういった業務内容で、どのような

手段で実施しているか）

上記「当該年度の取組内容」
に対する達成度

R2年度R1年度

□

計画事業費 計画事業費

□ □ □

予決算
（単位：
千円）

実施根拠 □ ☑ □

改革項目 課題名

説明

目標

実績

017,618

当該年度の取組内容
（第2期実施計画に記載されている
具体的な当該年度の取組）

緑と水の豊かな環境をつくりだす政　　策

多様な主体との協働、連携により緑を育む

当初計画からの変更箇所
（上記計画に記載されている内容か

ら変更となる取組）

R3年度

856 7,056

634

0 0 0

0 0

予算額 決算額 予算額 決算額 予算額 決算額(見込） 予算額 決算額

R2年度

703

0

1,502 7,758
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評　価　（Check）

実施 （直近） 未実施

改　善　（Action）

a．上がっている
b,　徐々に上がっている
c．上がっていない

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止
Ⅵ．事業終了

Ⅰ

上記「有効性」の成果等を踏まえ左記区分を選んだ理由

施策目標を掲げ、年度毎に関係課から取組成果を把握し、実施状況を踏まえた進捗管理を行うことで、多様な主体との連携、公園
整備、緑地保全等の施策が進展しており、成果は上がっています。

【成果】
　活動結果（活動指標等）に対し事業の成果（成果指標等）は順調に上がっているか？

【民間の活用】
　委託や指定管理者制度など、実施手法について民間活用によりコストを削減できる余地があるか？

【事業手法等の見直し】
　事業の成果を維持しながら、契約方法、仕様の見直しなどによる経費削減や事務手続きの見直しなどに
よる事務改善の可能性があるか？

【市が実施する必要性】
　他都市で、民間等でサービス提供している事例がないか？

評価

今後の事業
の方向性

実施結果（Ｄｏ）や評価（Ｃｈｅｃｋ）を踏まえた今後の方向性

少子高齢化や防災・減災、生物多様性、地球温暖化などといった緑を取り巻く社会情勢の変化に対応することが求められています。

評価の理由

貢献度区分

A．貢献している
B．やや貢献している
C．貢献の度合いが薄い

A
施策への
貢献度

緑の基本計画に基づくリーディング事業の実施等の進捗管理を行うことで、多様な主体との連携、公園整
備、緑地保全等の施策が進展しており、施策に貢献しています。

効率性
【質の向上】
　事業を適正な（過小でも、過大でもない）規模の人員体制・費用で行いながら、市民サービスや市役所内
部（職員・組織）の質の向上を図ることができる余地があるか？

「緑の基本計画」は、都市緑地法に基づく計画であり、その進捗管理は本市が主体的に行う必要があります。

a．余地はない
b．余地はある
c．既に実施済み

a

a．可能性はない
b．可能性はある a

有効性

社会情勢の変化や多様化する市民ニーズに対応するためにも、市民や民間企業等との協働・連携により計画を推進していく必要が
あります。

評価の理由

具体的な見直し・改善内容
※過去に見直した履歴も記載

できる場合は記載

a．薄れていない
b．薄れている a

評価項目

必要性

☑ H 29 年度 □

事業を取り巻く社会環境の変化
（国・県・他団体の動向や法改正、規

制緩和など）

事業の見直し・改善内容

評価の理由

H29年度：川崎市緑の基本計画を改定
H20年度：川崎市緑の基本計画を改定

a

【市民のニーズ】
　事業を取り巻く環境の変化等により、事業に対するニーズが薄れていないか？

今後の事業の方向性を
踏まえた次年度の計画上の

変更箇所

変更前
（次年度計画上
の記載）

変更後
（上記計画上の記載に
対する変更点）

変更の理由

b

方向性区分

a．余地はない
b．余地はある
c．既に実施済み

a

第1期緑の実施計画に基づき、緑の基本計画を推進する足がかりとしての基盤づくりに寄与する事業の進
捗管理を推進していきます。

a．事例はない
b．事例がある
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事業の概要

市が直接実施 一部委託 全部委託・指定管理 ボランティア等との協働 その他

国・県の制度 国・県の制度＋市独自の制度 市独自の制度

※　人件費は、予算・決算における職員１人当たり人件費に、人工を乗じて算出

計　画　（Plan）

実施結果　（Do）

224,240 242,426

147,823

0 0 0

0 0

予算額 決算額 予算額 決算額 予算額 決算額(見込） 予算額 決算額

R2年度

229,076

0

224,592 242,859

説明

26

目標

実績

0251,516

当該年度の取組内容
（第2期実施計画に記載されている
具体的な当該年度の取組）

緑と水の豊かな環境をつくりだす政　　策

多様な主体との協働、連携により緑を育む

当初計画からの変更箇所
（上記計画に記載されている内容か

ら変更となる取組）

成果
指標

R3年度R2年度R1年度

□

計画事業費 計画事業費

☑ □ ☑

翌年度４月時点での地域緑化推進地区認定数
（平成１７年度から地域緑化の普及促進を図るために制度を制定しました。春と秋の年２回、その地
区に植えたい花苗等を提供しています。平成31年4月時点で26地区が認定されています。）

予決算
（単位：
千円）

実施根拠 □ ☑ □

改革項目 課題名

事業の目的
（対象をどのような状態にしたいか）

政策体系

事業の対象
（事業の対象となる人、物）

事業の内容
（どういった業務内容で、どのような

手段で実施しているか）

上記「当該年度の取組内容」
に対する達成度

20,413

-

239,007

352

0

H30年度 R1年度 R3年度

計画事業費

250,560

20,413

実績

目標

目標

実績

取組内容の実績等
（上記に掲げた取組内容に対し、「数
値等でより具体的に実績を示すことが
できる取組」、又は「未達成部分」若し
くは「より達成できた部分」を記載）

3

指標分類

1

2
説明

数値で事業の実績・効果等を把握できる指標　（指標の説明）

地域緑化推進地区認定数

説明
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29

実施形態 ☑

都市緑地法、川崎市緑の保全及び緑化の推進に関する条例、川崎市緑の保全及び緑化の推進に関する条例施行規則など

総合計画と連携する計画等

（法令・要綱等）

都市計画マスタープラン,防災都市づくり基本計画,住宅基本計画,環境基本計画,地球温暖化対策推進基本計画,水環境保全計画,緑
の基本計画,文化芸術振興計画

人工（単位：人）

年度

事業費　A

一般財源

230,147

0

0

229,795

352

101,294

-

-

-

-

-

0 0

事務事業
事務事業コード

30301020

担　　当
組織コード 所属名

実施期間
事業終了年度 事務・サービス等

の分類

分類1（市民サービス等） 分類2（内部事務）

― 参加・協働の場 ―

531940 建設緑政局緑政部みどりの協働推進課

事務事業名 政策体系別計画の記載

都市緑化推進事業 有

事業開始年度

―

か所

－

H30年度目標・実績

ほぼ目標どおり達成できました。
①地域緑化推進地区の新規認定と花苗等支援については、新規地区として、幸区中幸町及び南幸町の２地区を認定するとともに、
既存の認定地区に対して花苗等の支援を行いました。しかし、高齢化などが影響し、認定の更新を行わない地区も出てきており、今
後は、新規地区認定に係る効果的な公募の方法や事務手続きについて検討を進めていきます。
②緑のボランティアなどの活動支援については、川崎市公園緑地協会を通じて、緑の活動団体や管理運営協議会など、緑のボラン
ティアへの技術的支援を行い、市民等との協働による公園緑地等の管理の取組を推進しました。
③かわさき臨海のもりづくり区域の環境整備の推進については、東扇島地区における沿道環境整備（植栽帯の整備）を実施しまし
た。
④緑化推進重点地区の取組の推進については、新百合丘地区において花壇園路を再整備するとともに、川崎駅周辺地区におい
て、緑化推進重点地区計画の改定を行いました。また、小杉地区緑化推進重点地区計画の改定に向け、現状把握や課題整理を行
うなど、計画の検証を行いました。
⑤緑化助成制度の啓発活動及び支援の実施については、川崎市公園緑地協会を通じて、屋上緑化等に対する助成を行いました。

４．目標を下回った
５．目標を大きく下回った3

　１．目標を大きく上回って達成
　２．目標を上回って達成
　３．ほぼ目標どおり

30

27

34

－

－

単位

28

121,707

14,783

244,930

433

224,592 242,859

223,872 228,717 -

私有地、道路、公園など

緑化を行い、花と緑に囲まれた潤いのある街づくりの推進を図ります。

花や緑に囲まれた潤いのある街を目指し、地域緑化推進地区への花苗等の支援や緑のボランティアなどへの活動支援、緑化推進
重点地区計画の見直し、重点地区内の道路等の再整備などを通じて都市緑化を推進します。

①地域緑化推進地区の新規認定（２か所）と花苗等支援
②緑のボランティアなどの活動支援
③かわさき臨海のもりづくり区域の環境整備の推進（東扇島地区）
④緑化推進重点地区の取組の推進（新百合丘地区の緑化の推進、川崎駅周辺地区の計画の改定）
⑤緑化助成制度の啓発活動及び支援の実施

施　　策 協働の取組による緑の創出と育成

直接目標

2.41 1.74 2.64

170,263

22,440 22,440 22,440

-352 352 359

229,795

14,783 14,783

-

-

252,587

令和２年度　事務事業評価シート

人件費※　B

総コスト(A+B)

市債

その他特財

財
源
内
訳

国庫支出金 0

0 0

行財政改革第２期プログラム
に関連する課題名

230,147

0

0

229,795

352

224,224

161,567

230,147146,784

-

-

0
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評　価　（Check）

実施 （直近） 未実施

改　善　（Action）

今後の事業の方向性を
踏まえた次年度の計画上の

変更箇所

変更前
（次年度計画上
の記載）

変更後
（上記計画上の記載に
対する変更点）

変更の理由

b

方向性区分

a．余地はない
b．余地はある
c．既に実施済み

a

花や緑に囲まれた潤いのある街を目指し、地域緑化推進地区への花苗等の支援や緑のボランティア団体
等への活動支援、緑化推進重点地区計画の改定、道路・公園等の整備を通じて、引き続き都市緑化を推進
していきます。なお、地域緑化推進地区については、新規地区認定に係る公募の方法や広報活動のほか、
事務手続きを見直すなど改善を図ります。

a．事例はない
b．事例がある a

【市民のニーズ】
　事業を取り巻く環境の変化等により、事業に対するニーズが薄れていないか？

具体的な見直し・改善内容
※過去に見直した履歴も記載

できる場合は記載

a．薄れていない
b．薄れている a

評価項目

必要性

□ H 年度 ☑

事業を取り巻く社会環境の変化
（国・県・他団体の動向や法改正、規

制緩和など）

事業の見直し・改善内容

評価の理由

樹林地等が開発により減少していく中で、花や緑に囲まれた潤いのある街づくりを行うには、市街地での緑化が不可欠であり、市民
生活の質を向上させるためにも、緑化の普及・啓発を行う取組が求められています。

評価の理由

貢献度区分

A．貢献している
B．やや貢献している
C．貢献の度合いが薄い

A
施策への
貢献度

地域緑化推進地区の増加やボランティア団体との協働による花植え、道路・公園の緑化整備工事を通じ
て、緑化意識の向上が見受けられるなど施策へ貢献しています。

効率性
【質の向上】
　事業を適正な（過小でも、過大でもない）規模の人員体制・費用で行いながら、市民サービスや市役所内
部（職員・組織）の質の向上を図ることができる余地があるか？

・地域緑化推進地区等における花植え等、既に町内会やボランティア団体を中心とした民間活用が図られています。
・ボランティアの高齢化や世代交代の停滞により、地域緑化推進地区の認定数が目標値を下回っていることから、一層の緑化推進
に向けて、新規地区認定に係る公募の方法や事務手続きを見直していく必要があります。

a．余地はない
b．余地はある
c．既に実施済み

c

a．可能性はない
b．可能性はある b

有効性

花と緑に囲まれた潤いのある街づくりに向けて、市街地の緑化は依然として不十分であり、普及啓発の観点から花苗やボランティア
等への支援及び道路・公園等の緑化整備は今後も必要です。

評価の理由

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止
Ⅵ．事業終了

Ⅱ

上記「有効性」の成果等を踏まえ左記区分を選んだ理由

地域緑化推進地区の認定数は、ボランティアの高齢化や世代交代の停滞により目標値を下回ったものの、年々増加しており、町内
会等ボランティア活動団体への花苗支援等を通じて、その関係者に緑化意識の向上等が見受けられるため、成果は徐々に上がっ
ています。

【成果】
　活動結果（活動指標等）に対し事業の成果（成果指標等）は順調に上がっているか？

【民間の活用】
　委託や指定管理者制度など、実施手法について民間活用によりコストを削減できる余地があるか？

【事業手法等の見直し】
　事業の成果を維持しながら、契約方法、仕様の見直しなどによる経費削減や事務手続きの見直しなどに
よる事務改善の可能性があるか？

【市が実施する必要性】
　他都市で、民間等でサービス提供している事例がないか？

評価

今後の事業
の方向性

実施結果（Ｄｏ）や評価（Ｃｈｅｃｋ）を踏まえた今後の方向性

a．上がっている
b,　徐々に上がっている
c．上がっていない
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事業の概要

市が直接実施 一部委託 全部委託・指定管理 ボランティア等との協働 その他

国・県の制度 国・県の制度＋市独自の制度 市独自の制度

※　人件費は、予算・決算における職員１人当たり人件費に、人工を乗じて算出

計　画　（Plan）

実施結果　（Do）

5,767 5,496

2,391

0 0 0

0 0

予算額 決算額 予算額 決算額 予算額 決算額(見込） 予算額 決算額

R2年度

5,767

0

5,767 5,496

説明

94

目標

実績

014,012

当該年度の取組内容
（第2期実施計画に記載されている
具体的な当該年度の取組）

緑と水の豊かな環境をつくりだす政　　策

多様な主体との協働、連携により緑を育む

当初計画からの変更箇所
（上記計画に記載されている内容か

ら変更となる取組）

成果
指標

R3年度R2年度R1年度

□

計画事業費 計画事業費

☑ □ ☑

平成２２年度から市民・事業者・行政が植えた樹木の累計植樹本数

予決算
（単位：
千円）

実施根拠 □ □ ☑

改革項目 課題名

事業の目的
（対象をどのような状態にしたいか）

政策体系

事業の対象
（事業の対象となる人、物）

事業の内容
（どういった業務内容で、どのような

手段で実施しているか）

上記「当該年度の取組内容」
に対する達成度

8,216

-

14,008

0

0

H30年度 R1年度 R3年度

計画事業費

13,983

8,216

実績

目標

目標

実績

目標

実績

取組内容の実績等
（上記に掲げた取組内容に対し、「数
値等でより具体的に実績を示すことが
できる取組」、又は「未達成部分」若し
くは「より達成できた部分」を記載）

3

4
説明

指標分類

1

2
説明

数値で事業の実績・効果等を把握できる指標　（指標の説明）

市民１００万本植樹運動における累計植樹本数

説明

－

86

110

実施形態 ☑

総合計画と連携する計画等

（法令・要綱等）

緑の基本計画

人工（単位：人）

年度

事業費　A

一般財源

5,767

0

0

5,767

0

3,286

-

-

-

-

-

0 0

事務事業
事務事業コード

30301030

担　　当
組織コード 所属名

実施期間
事業終了年度 事務・サービス等

の分類

分類1（市民サービス等） 分類2（内部事務）

令和６年度 参加・協働の場 ―

531940 建設緑政局緑政部みどりの協働推進課

事務事業名 政策体系別計画の記載

市民100万本植樹運動事業 有

事業開始年度

平成22年度

万本

－

H30年度目標・実績

①行政・事業所・個人の植樹の取組については、行政・事業者・個人がそれぞれ植樹を行い、令和3年3月末時点で、累計植樹本数
は、110万本となっています。
②市民100万本植樹達成記念と併せて、市民150万本植樹運動植樹祭を夢見ヶ崎公園で開催し、146本の苗木を植樹しました。

４．目標を下回った
５．目標を大きく下回った2

　１．目標を大きく上回って達成
　２．目標を上回って達成
　３．ほぼ目標どおり

83

103

90

－

－

単位

79

11,502

8,241

14,008

0

5,767 5,496

5,767 5,767 -

樹木、市民

市民・事業者との協働により、市制１００周年を迎える令和６年度までに１００万本の植樹を目指し運動を展開することで、
ヒートアイランド現象の緩和や都市景観の向上を図ります。

市民からの要望で公共的な場所に植えるため、必要な苗木の提供を行っています。また、毎年10月の都市緑化月間中に、植樹祭
を開催し、会場周辺の住民、学生、事業者に参加していただき、植樹を行います。

①行政・事業者・個人の植樹の取組の推進
②市民100万本植樹運動植樹祭の開催

施　　策 協働の取組による緑の創出と育成

直接目標

0.97 0.97 0.97

10,636

8,245 8,245 8,245

-0 0 0

5,767

8,241 8,241

-

-

14,012

令和２年度　事務事業評価シート

人件費※　B

総コスト(A+B)

市債

その他特財

財
源
内
訳

国庫支出金 0

0 0

行財政改革第２期プログラム
に関連する課題名

5,767

0

0

5,767

0

5,767

12,728

5,7674,487

-

-

0
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評　価　（Check）

実施 （直近） 未実施

改　善　（Action）

今後の事業の方向性を
踏まえた次年度の計画上の

変更箇所

変更前
（次年度計画上
の記載）

変更後
（上記計画上の記載に
対する変更点）

変更の理由

a

方向性区分

a．余地はない
b．余地はある
c．既に実施済み

a

平成22年度から現在まで事業を継続し、令和6年度までに「累計植樹本数」100万本という目標について、当
初の予定を上回り、令和元年度に達成したことから、令和6年度までの目標を150万本として、今後も引き続
き事業を継続していきます。

a．事例はない
b．事例がある a

【市民のニーズ】
　事業を取り巻く環境の変化等により、事業に対するニーズが薄れていないか？

H28年度：平成27年度分までの植樹本数実績のうち緑化協議分については、申請時点でその植樹計画本数を実績として計上してい
ましたが、平成28年度分からは工事が完了したものを実績として計上することにしました。

具体的な見直し・改善内容
※過去に見直した履歴も記載

できる場合は記載

a．薄れていない
b．薄れている a

評価項目

必要性

☑ H 28 年度 □

事業を取り巻く社会環境の変化
（国・県・他団体の動向や法改正、規

制緩和など）

事業の見直し・改善内容

評価の理由

市街化により市内の緑は減少しています。温室効果ガスを少しでも削減し、地球温暖化を防止する観点から市民一人ひとりの緑化
への取組を促すための普及啓発活動の一つとして、植樹による緑化の取組が求められています。

評価の理由

貢献度区分

A．貢献している
B．やや貢献している
C．貢献の度合いが薄い

A
施策への
貢献度

市民・事業者・行政の協働により、成果指標である「累計植樹本数」は、今年度の目標値を大きく上回ってお
り、「協働の取組による緑の創出と育成」に貢献しています。

効率性
【質の向上】
　事業を適正な（過小でも、過大でもない）規模の人員体制・費用で行いながら、市民サービスや市役所内
部（職員・組織）の質の向上を図ることができる余地があるか？

・植樹の大部分は、建物建設時の緑化指導等において事業者が実施しているものであり、既に民間活用が図られています。
・事業手法は、建物建設時の緑化指導等により一定の成果をあげ、目標以上の植樹本数を達成していることから、今のところ見直
す予定はありません。

a．余地はない
b．余地はある
c．既に実施済み

c

a．可能性はない
b．可能性はある a

有効性

市街化の進行により市内の緑は減少しています。ヒートアイランド現象の緩和や都市景観の向上、地球温暖化の防止といった観点
から、引き続き市民・事業者に緑化を促す普及活動として行政が関わっていく必要があります。

評価の理由

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止
Ⅵ．事業終了

Ⅰ

上記「有効性」の成果等を踏まえ左記区分を選んだ理由

成果指標である「累計植樹本数」は、令和2年度の目標値を大きく上回る108万本（見込）に達するなど、緑化推進の取組を推進しま
した。

【成果】
　活動結果（活動指標等）に対し事業の成果（成果指標等）は順調に上がっているか？

【民間の活用】
　委託や指定管理者制度など、実施手法について民間活用によりコストを削減できる余地があるか？

【事業手法等の見直し】
　事業の成果を維持しながら、契約方法、仕様の見直しなどによる経費削減や事務手続きの見直しなどに
よる事務改善の可能性があるか？

【市が実施する必要性】
　他都市で、民間等でサービス提供している事例がないか？

評価

今後の事業
の方向性

実施結果（Ｄｏ）や評価（Ｃｈｅｃｋ）を踏まえた今後の方向性

a．上がっている
b,　徐々に上がっている
c．上がっていない
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事業の概要

市が直接実施 一部委託 全部委託・指定管理 ボランティア等との協働 その他

国・県の制度 国・県の制度＋市独自の制度 市独自の制度

※　人件費は、予算・決算における職員１人当たり人件費に、人工を乗じて算出

計　画　（Plan）

実施結果　（Do）

令和２年度　事務事業評価シート

人件費※　B

総コスト(A+B)

市債

その他特財

財
源
内
訳

国庫支出金

7 身近な公園緑地における市民の利便性向上に向けた取組の推進

0

0 0

行財政改革第２期プログラム
に関連する課題名

5,000

0

0

5,000

0

3,000

23,636

5,0001,122

-

-

0

23,521

22,525 22,525 22,525

-0 0 0

5,000

22,514 22,514

-

-

27,52519,058

22,514

27,514

5,238

5,000 8,238

3,000 3,000 -

市民、公園

都市公園法改正により新たに創設された公募設置管理制度を含めた更なる民間活力の導入により、大規模公園等や都市拠点の
公園において、緑とオープンスペースの有効活用をするとともに、民間のノウハウを活かした更なる効率的・効果的な公園の整備・
管理運営を検討し、まちの賑わいを創出し、都市の魅力と活力の向上を図ります。

既存の指定管理者制度に加え、法改正を受けて公募設置管理制度（P-PFI）の運用に向けた条例改正等の手続きを行い、大規模
公園等や都市拠点の公園において、民間のニーズや地域のニーズを把握しつつ、更なる民間活力の導入を進めます。また、官民
連携による、オープンスぺース等の有効活用について検討し、取組を進めます。

①公園緑地等の民間活力導入に向けた検討及び実施
②公園緑地等のオープンスペース等の有効活用の検討及び実施
③身近な公園緑地の管理運営における公園利用のしくみの活用（公園でのボール遊び等）

施　　策 協働の取組による緑の創出と育成

直接目標

2.25 2.65 2.65

事業開始年度

―

－

H30年度目標・実績

目標どおり達成できました。
①の公園緑地等の民間活力導入に向けては、多様な主体等との連携による、公園緑地の柔軟かつ多様な利活用の推進、及び持
続可能な管理運営の構築に向けて、パークマネジメント推進方針を策定し、方針に基づき、橘公園等における民間活力導入に向け
た調整を行いました。また、こすぎコアパークでは、整備等に関する協定書を８月に東急株式会社と締結し、民間企業と連携した整
備に着手しました。
②のオープンスペース等の有効活用については、王禅寺ふるさと公園や南河原公園において調整していた地域住民との協働によ
るイベントが、新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、延期となりましたが、次年度の開催に向け再調整・準備を行いました。
また、王禅寺四ツ田緑地においては、方針に位置付ける『保全緑地における利活用と保全の好循環の創出』の取組として、地域団
体との連携により、自然環境を活かした野外活動体験のできる市民参加型のイベントを実施しました。
③の公園利用の仕組みの活用については、一部の区における野球場開放を継続するとともに、可能な公園から禁止看板の撤去や
表記の変更を実施し、ボール遊びがしやすい環境づくりを進めました。

４．目標を下回った
５．目標を大きく下回った3

　１．目標を大きく上回って達成
　２．目標を上回って達成
　３．ほぼ目標どおり

－

－

単位

-

-

0 0

事務事業
事務事業コード

30301040

担　　当
組織コード 所属名

実施期間
事業終了年度 事務・サービス等

の分類

分類1（市民サービス等） 分類2（内部事務）

― 施設の管理・運営 ―

531400 建設緑政局総務部企画課

事務事業名 政策体系別計画の記載

パークマネジメント推進事業 有

実施形態 ☑

公募設置管理制度（P-PFI）（都市公園法第５条）、指定管理者制度（地方自治法第２４４条の２）

総合計画と連携する計画等

（法令・要綱等）

まち・ひと・しごと創生総合戦略,緑の基本計画,自転車活用推進計画,スポーツ推進計画

人工（単位：人）

年度

事業費　A

一般財源

取組2(2)市民サービス向上に向けた民間部門の活用

5,000

0

0

5,000

0

0

-

-

-

取組内容の実績等
（上記に掲げた取組内容に対し、「数
値等でより具体的に実績を示すことが
できる取組」、又は「未達成部分」若し
くは「より達成できた部分」を記載）

3

指標分類

1

2
説明

数値で事業の実績・効果等を把握できる指標　（指標の説明）

説明

実績

目標

目標

実績

24,058

19,05819,058

-

25,514

0

0

H30年度 R1年度 R3年度

計画事業費

事業の目的
（対象をどのような状態にしたいか）

政策体系

事業の対象
（事業の対象となる人、物）

事業の内容
（どういった業務内容で、どのような

手段で実施しているか）

上記「当該年度の取組内容」
に対する達成度

R2年度R1年度

□

計画事業費 計画事業費

□ ☑ □

予決算
（単位：
千円）

実施根拠 □ ☑ □

改革項目 課題名

説明

目標

実績

025,525

当該年度の取組内容
（第2期実施計画に記載されている
具体的な当該年度の取組）

緑と水の豊かな環境をつくりだす政　　策

多様な主体との協働、連携により緑を育む

当初計画からの変更箇所
（上記計画に記載されている内容か

ら変更となる取組）

R3年度

5,000 3,000

996

0 0 0

0 0

予算額 決算額 予算額 決算額 予算額 決算額(見込） 予算額 決算額

R2年度

3,000

0

5,000 8,238
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評　価　（Check）

実施 （直近） 未実施

改　善　（Action）

a．上がっている
b,　徐々に上がっている
c．上がっていない

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止
Ⅵ．事業終了

Ⅲ

上記「有効性」の成果等を踏まえ左記区分を選んだ理由

こすぎコアパークにおいては、民間活力の導入により、地域課題解決、公園の魅力向上につながる民間と連携した整備が進められ
ていること、また、王禅寺四ツ田緑地においては、有効活用の取組により、これまで閉鎖管理をしてきた保全緑地の環境を活かした
新たな利活用と保全の好循環につながる取組が実施されるなど、成果は徐々に上がっています。

【成果】
　活動結果（活動指標等）に対し事業の成果（成果指標等）は順調に上がっているか？

【民間の活用】
　委託や指定管理者制度など、実施手法について民間活用によりコストを削減できる余地があるか？

【事業手法等の見直し】
　事業の成果を維持しながら、契約方法、仕様の見直しなどによる経費削減や事務手続きの見直しなどに
よる事務改善の可能性があるか？

【市が実施する必要性】
　他都市で、民間等でサービス提供している事例がないか？

評価

今後の事業
の方向性

実施結果（Ｄｏ）や評価（Ｃｈｅｃｋ）を踏まえた今後の方向性

　都市公園法の一部改正が平成29年6月15日に施行されたことに伴い、民間活力による新たな都市公園の整備手法を創設し、公園
の再生･活性化を推進する制度が創設されました。

評価の理由

貢献度区分

A．貢献している
B．やや貢献している
C．貢献の度合いが薄い

A
施策への
貢献度

パークマネジメント推進方針を策定することで、今後の民間活力導入の推進を含め、多様な主体との連携
による取組の方向性を明らかにしました。その取組の１つとして、王禅寺四ツ田緑地では保全緑地を利活用
した、地域と連携した新たな取組がスタートするとともに、こすぎコアパークにでは、民間企業との協定の締
結により、民間と連携した整備が始まり、民間と連携した公園及びまちの魅力向上の取組が具体的に進ん
でいることから、目標どおり達成しており、施策への貢献はありました。

効率性
【質の向上】
　事業を適正な（過小でも、過大でもない）規模の人員体制・費用で行いながら、市民サービスや市役所内
部（職員・組織）の質の向上を図ることができる余地があるか？

・パークマネジメント方針に基づき、多様な主体との連携を進め、公園緑地の柔軟かつ多様な利活用を推進するとともに、持続可能
な管理運営の仕組みの構築に向けて取り組んでいくことで、公園緑地の持つポテンシャルや多機能性を引き出し、公園緑地の新た
な価値の創出による質の向上と更なる魅力向上を図ることができます。
・オープンスペース等の有効活用の取組により、公園の更なる魅力向上、賑わいの創出の可能性があります。

a．余地はない
b．余地はある
c．既に実施済み

b

a．可能性はない
b．可能性はある b

有効性

新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響などにより、社会状況が大きく変容する中で、公園緑地を含む緑とオープンスペース
の、日常生活に溶け込んだ様々な活動の場としての利活用が求められています。

評価の理由

具体的な見直し・改善内容
※過去に見直した履歴も記載

できる場合は記載

a．薄れていない
b．薄れている a

評価項目

必要性

☑ R 2 年度 □

事業を取り巻く社会環境の変化
（国・県・他団体の動向や法改正、規

制緩和など）

事業の見直し・改善内容

評価の理由

R2年度　：利活用と管理運営の視点から多様な主体と連携して進める取組を整理したパークマネジメント推進方針を策定
H30年度：都市公園法の一部改正に伴って川崎市都市公園条例の改正を行い、公募設置管理制度を制定
H29年度：公園における指定管理者導入以外の民間活力導入に関する方針を決定

b

【市民のニーズ】
　事業を取り巻く環境の変化等により、事業に対するニーズが薄れていないか？

今後の事業の方向性を
踏まえた次年度の計画上の

変更箇所

変更前
（次年度計画上
の記載）

変更後
（上記計画上の記載に
対する変更点）

変更の理由

b

方向性区分

a．余地はない
b．余地はある
c．既に実施済み

b

　今年度策定したパークマネジメント推進方針に基づき、実証実験等を効果的に活用しながら、地域ニーズ
や民間事業者等の事業性を把握するとともに、行政と民間事業者等との明確な役割分担を整理の上、民間
活力を導入していくことで、公園緑地の柔軟かつ多様な利活用の推進及び持続可能な管理運営の仕組み
の構築に取り組んでいきます。
　さらに、公園利用のしくみの活用についても、方針に基づき、野球場の一般開放などボール遊び等ができ
るスペースの確保を図ることとあわせて、「公園でのルールづくりガイドライン」の活用を進めていきます。

a．事例はない
b．事例がある
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事業の概要

市が直接実施 一部委託 全部委託・指定管理 ボランティア等との協働 その他

国・県の制度 国・県の制度＋市独自の制度 市独自の制度

※　人件費は、予算・決算における職員１人当たり人件費に、人工を乗じて算出

計　画　（Plan）

実施結果　（Do）

16,584 22,438

53,429

0 0 0

0 0

予算額 決算額 予算額 決算額 予算額 決算額(見込） 予算額 決算額

R2年度

56,801

0

55,058 55,478

説明

3

2,390

目標

実績

0130,326

当該年度の取組内容
（第2期実施計画に記載されている
具体的な当該年度の取組）

緑と水の豊かな環境をつくりだす政　　策

多様な主体との協働、連携により緑を育む

当初計画からの変更箇所
（上記計画に記載されている内容か

ら変更となる取組）

活動
指標

R3年度R2年度R1年度

成果
指標

2,334

□

計画事業費 計画事業費

☑ □ ☑

公園の魅力を発信し、利用を活性化するために実施するイベントの開催数

予決算
（単位：
千円）

実施根拠 □ □ ☑

改革項目 課題名

事業の目的
（対象をどのような状態にしたいか）

政策体系

事業の対象
（事業の対象となる人、物）

事業の内容
（どういった業務内容で、どのような

手段で実施しているか）

上記「当該年度の取組内容」
に対する達成度

71,487

-

129,642

38,474

0

H30年度 R1年度 R3年度

計画事業費

126,545

71,487

実績
管理運営協議会又は公園緑地愛護会が設立されている公園緑地等の数、街路樹愛護会が設立さ
れ、活動が行われている街路樹ブロック数及び「緑の活動団体」の登録団体数の合計

目標

目標

実績

目標

実績

取組内容の実績等
（上記に掲げた取組内容に対し、「数
値等でより具体的に実績を示すことが
できる取組」、又は「未達成部分」若し
くは「より達成できた部分」を記載）

3

4
説明

指標分類

1

2
説明

数値で事業の実績・効果等を把握できる指標　（指標の説明）

公園利用活性化イベント開催数

公園緑地等ボランティア活動箇所数

説明

－

3

0

2,410

2,304

実施形態 ☑

街区公園等の管理運営に関する要綱、川崎市公園緑地愛護会報奨金交付要綱、川崎市街路樹等愛護会報奨金交付要綱

総合計画と連携する計画等

（法令・要綱等）

都市計画マスタープラン,環境基本計画,緑の基本計画

人工（単位：人）

年度

事業費　A

一般財源

取組1(1)多様な主体が共に担うまちづくりの推進

55,058

0

0

16,584

38,474

55,014

-

-

-

-

-

0 0

事務事業
事務事業コード

30301060

担　　当
組織コード 所属名

実施期間
事業終了年度 事務・サービス等

の分類

分類1（市民サービス等） 分類2（内部事務）

― 参加・協働の場 その他 

531940 建設緑政局緑政部みどりの協働推進課

事務事業名 政策体系別計画の記載

身近な公園緑地等の管理運営事業 無

事業開始年度

―

回

箇所

－

H30年度目標・実績

目標を下回りました。
①管理運営協議会等の設立促進と活動支援については、公園での活動団体の主な母体である町内会等への制度の周知等によ
り、公園緑地愛護会では15公園、管理運営協議会では14公園において活動が新規で始まりましたが、街路樹等愛護会の廃止の影
響が大きく、目標を達成できませんでした。今後は、若い世代の参加促進を図るなど、協働に新たな担い手を呼び込むきっかけづく
りを進めていきます。
②若い世代の参画促進や幅広い世代の公園適正利用に向けた取組の検討と推進については、協働推進担当課長会議において議
題とし、各区の取組について情報共有を図りました。また、公園愛護団体の現状把握のため、関係団体と協力してアンケート調査を
実施しました。
③公園利用活性化イベントの実施については、新型コロナウイルス感染症の感染拡大を受け、同時開催を予定していた区民祭等
が中止となったため、公園利用活性化イベントは開催できませんでしたが、来年度以降、コロナ禍でも開催可能なイベントについて
検討しました。

４．目標を下回った
５．目標を大きく下回った4

　１．目標を大きく上回って達成
　２．目標を上回って達成
　３．ほぼ目標どおり

3

3

3

－

2,420

－

2,400

単位

2,337

3

126,501

73,915

128,973

33,040

55,058 55,478

18,488 21,402 -

市民

市民ボランティア団体の活動を支援することで、市民との協働による公園緑地等の適切な維持管理の実現を図ります。

公園緑地等の維持管理活動を行う市民ボランティア団体である、管理運営協議会等の設立を促進し、団体の活動を支援します。

①管理運営協議会等の設立促進と活動支援（緑のボランティア活動の累計か所数宇：２４１０箇所以上）
②若い世代の参画促進や幅広い世代の公園適正利用に向けた取組の検討と推進
③公園利用活性化イベントの実施

施　　策 協働の取組による緑の創出と育成

直接目標

8.44 8.7 8.65

126,954

73,525 73,525 73,525

-37,239 38,474 35,399

16,584

73,915 73,915

-

-

128,583

令和２年度　事務事業評価シート

人件費※　B

総コスト(A+B)

市債

その他特財

財
源
内
訳

国庫支出金

8 緑のまちづくりの推進に向けた市民活動団体の設立・活動支援

0

0 0

行財政改革第２期プログラム
に関連する課題名

55,058

0

0

16,584

38,474

55,727

129,183

55,05855,268

-

-

0
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評　価　（Check）

実施 （直近） 未実施

改　善　（Action）

今後の事業の方向性を
踏まえた次年度の計画上の

変更箇所

変更前
（次年度計画上
の記載）

変更後
（上記計画上の記載に
対する変更点）

変更の理由

b

方向性区分

a．余地はない
b．余地はある
c．既に実施済み

c

管理運営協議会等でも高齢化や世代交代の停滞などの問題が生じており、管理運営協議会等への若い世
代の参加促進を図るなど、協働に新たな担い手を呼び込むきっかけづくりを進め、多様な主体の参加と持
続可能な活動の促進、支援を図っていきます。
なお、公園利用活性化イベントについては、新型コロナウイルス感染症の感染拡大を受け、実施できなかっ
たことから、新型コロナウイルス感染症を契機とした新しい生活様式の中での効果的な開催方法等につい
て検討を進めていきます。

a．事例はない
b．事例がある a

【市民のニーズ】
　事業を取り巻く環境の変化等により、事業に対するニーズが薄れていないか？

具体的な見直し・改善内容
※過去に見直した履歴も記載

できる場合は記載

a．薄れていない
b．薄れている a

評価項目

必要性

□ H 年度 ☑

事業を取り巻く社会環境の変化
（国・県・他団体の動向や法改正、規

制緩和など）

事業の見直し・改善内容

評価の理由

少子高齢化の進行や地域コミュニティのつながりの希薄化を背景に、管理運営協議会等でも高齢化や世代交代の停滞などの問題
が生じています。

評価の理由

貢献度区分

A．貢献している
B．やや貢献している
C．貢献の度合いが薄い

B
施策への
貢献度

公園緑地等の維持管理活動を行う市民ボランティア団体である管理運営協議会等の設立を促進し、団体の
活動を支援することで、市民との協働による公園緑地等の適切な維持管理の推進を図ったことから、施策
への貢献はありました。

効率性
【質の向上】
　事業を適正な（過小でも、過大でもない）規模の人員体制・費用で行いながら、市民サービスや市役所内
部（職員・組織）の質の向上を図ることができる余地があるか？

公園緑地等の維持管理は委託等により実施していますが、市民ボランティア団体である管理運営協議会等が日頃からの維持管理
を行うことでコスト削減や質の向上を図っています。

a．余地はない
b．余地はある
c．既に実施済み

c

a．可能性はない
b．可能性はある b

有効性

公園緑地等の維持管理活動を行う市民ボランティア団体である管理運営協議会等の設立を促進し、団体の活動を支援することで、
市民との協働による公園緑地等の適切な維持管理を推進していく必要があります。

評価の理由

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止
Ⅵ．事業終了

Ⅱ

上記「有効性」の成果等を踏まえ左記区分を選んだ理由

過去の街路樹等愛護会の廃止の影響が大きく、成果指標は目標を達成できなかったものの、管理運営協議会等の設立促進等を行
うことで、公園緑地愛護会では15公園、管理運営協議会では14公園の新規活動開始につながりました。

【成果】
　活動結果（活動指標等）に対し事業の成果（成果指標等）は順調に上がっているか？

【民間の活用】
　委託や指定管理者制度など、実施手法について民間活用によりコストを削減できる余地があるか？

【事業手法等の見直し】
　事業の成果を維持しながら、契約方法、仕様の見直しなどによる経費削減や事務手続きの見直しなどに
よる事務改善の可能性があるか？

【市が実施する必要性】
　他都市で、民間等でサービス提供している事例がないか？

評価

今後の事業
の方向性

実施結果（Ｄｏ）や評価（Ｃｈｅｃｋ）を踏まえた今後の方向性

a．上がっている
b,　徐々に上がっている
c．上がっていない
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事業の概要

市が直接実施 一部委託 全部委託・指定管理 ボランティア等との協働 その他

国・県の制度 国・県の制度＋市独自の制度 市独自の制度

※　人件費は、予算・決算における職員１人当たり人件費に、人工を乗じて算出

計　画　（Plan）

実施結果　（Do）

0 0

49,853

0 0 0

101,000 97,000

予算額 決算額 予算額 決算額 予算額 決算額(見込） 予算額 決算額

R2年度

300,439

0

135,000 307,373

説明

目標

実績

0312,084

当該年度の取組内容
（第2期実施計画に記載されている
具体的な当該年度の取組）

緑と水の豊かな環境をつくりだす政　　策

豊かな市民生活を実現するため、都市に緑と水のオープンスペースを創出する

当初計画からの変更箇所
（上記計画に記載されている内容か

ら変更となる取組）

①「富士見公園再編整備基本計画」の策定【変更】

R3年度R2年度R1年度

□

計画事業費 計画事業費

□ □ □

予決算
（単位：
千円）

実施根拠 □ □ ☑

改革項目 課題名

事業の目的
（対象をどのような状態にしたいか）

政策体系

事業の対象
（事業の対象となる人、物）

事業の内容
（どういった業務内容で、どのような

手段で実施しているか）

上記「当該年度の取組内容」
に対する達成度

7,369

-

138,336

34,000

78,000

H30年度 R1年度 R3年度

計画事業費

98,262

7,369

実績

目標

目標

実績

目標

実績

取組内容の実績等
（上記に掲げた取組内容に対し、「数
値等でより具体的に実績を示すことが
できる取組」、又は「未達成部分」若し
くは「より達成できた部分」を記載）

3

4
説明

指標分類

1

2
説明

数値で事業の実績・効果等を把握できる指標　（指標の説明）

説明

－

実施形態 ☑

　都市計画法、都市公園法

総合計画と連携する計画等

（法令・要綱等）

まち・ひと・しごと創生総合戦略,都市計画マスタープラン,防災都市づくり基本計画,環境基本計画,緑の基本計画,スポーツ推進計画

人工（単位：人）

年度

事業費　A

一般財源

取組2(2)市民サービス向上に向けた民間部門の活用

90,893

0

41,000

0

49,893

66,494

-

-

-

-

-

0 100,000

事務事業
事務事業コード

30302010

担　　当
組織コード 所属名

実施期間
事業終了年度 事務・サービス等

の分類

分類1（市民サービス等） 分類2（内部事務）

― その他 ―

531960 建設緑政局緑政部みどりの保全整備課

事務事業名 政策体系別計画の記載

富士見公園整備事業 有

事業開始年度

―

－

H30年度目標・実績

目標を下回りました。
①「富士見公園再編整備基本計画」の策定については、新型コロナウイルス感染症の拡大の影響により、民間事業者の提案内容
に若干の変化が現れたことから、可能性検討に時間が必要となったことや、令和２年３月策定の「民間活用（川崎版PPP）推進方針」
に基づき、民間活力導入検討の結果を踏まえた基本計画とする必要があることから、令和２年度中に策定することができませんでし
た。今後、民間活力導入の詳細検討結果を令和３年８月までに取りまとめ、その結果を踏まえて策定作業を進め、令和３年１２月ま
でに策定します。
②更なる民間活力導入に向けた取組の推進については、複数の民間事業者と対話を行うことで再編整備における民間活力導入の
可能性について検討し、１１月に簡易な検討について民活調整委員会に諮りました。

４．目標を下回った
５．目標を大きく下回った4

　１．目標を大きく上回って達成
　２．目標を上回って達成
　３．ほぼ目標どおり

－

－

単位

73,863

11,640

206,603

110,373

135,000 307,373

0 0 -

富士見公園

富士見公園において、施設の再編整備を進めることで、公園の本来の機能である緑地や広場の確保に努め、緑のオープンスペー
スを創出し、都心における総合公園としての機能回復を図ります。

富士見公園再編整備基本計画を策定するとともに、計画に基づき、施設の再編整備を進めます。

①「富士見公園再編整備基本計画」に基づく取組の推進
②更なる民間活力導入に向けた取組の推進

施　　策 魅力ある公園緑地等の整備

直接目標

0.87 1.37 1.37

61,498

11,645 11,645 11,645

-48,696 166,600 134,439

0

11,640 11,640

-

-

677,245

令和２年度　事務事業評価シート

人件費※　B

総コスト(A+B)

市債

その他特財

財
源
内
訳

国庫支出金

8 富士見公園の管理運営における更なる民間活力の導入

0

499,000 166,000

行財政改革第２期プログラム
に関連する課題名

194,963

0

126,000

0

68,963

126,696

42,938

665,60031,298

-

-

0
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評　価　（Check）

実施 （直近） 未実施

改　善　（Action）

今後の事業の方向性を
踏まえた次年度の計画上の

変更箇所

変更前
（次年度計画上
の記載）

①「富士見公園再編整備基本計画」に基づく取組の推進

変更後
（上記計画上の記載に
対する変更点）

①「富士見公園再編整備基本計画」の策定【変更】（令和元年度から変更）

変更の理由
新型コロナウイルス感染症の拡大の影響により、民間活力導入の可能性検討に時間が必要となったこと等
から、令和３年度に策定することとしたため。

b

方向性区分

a．余地はない
b．余地はある
c．既に実施済み

b

富士見公園の再編整備において、民間活力の導入を検討しつつ、富士見公園再編整備基本計画を策定
し、施設の再編整備を進めていきます。
なお、「富士見公園再編整備基本計画の策定」については、新型コロナウイルス感染症の拡大の影響等を
受け、令和２年度に策定できませんでしたが、引き続き、民間活力導入の検討を進め、その結果を踏まえた
策定作業を行う事で、目標を達成することができるよう取り組んでいきます。

a．事例はない
b．事例がある b

【市民のニーズ】
　事業を取り巻く環境の変化等により、事業に対するニーズが薄れていないか？

R1年度：富士見周辺地区整備推進計画の策定
H29年度：富士見周辺地区における公共施設再編の方向性の策定
H22年度：富士見周辺地区整備実施計画の策定
H21年度：富士見周辺地区整備基本計画に基づく整備の考え方（改訂版）の策定
H19年度：富士見周辺地区整備基本計画の策定

具体的な見直し・改善内容
※過去に見直した履歴も記載

できる場合は記載

a．薄れていない
b．薄れている a

評価項目

必要性

☑ R 1 年度 □

事業を取り巻く社会環境の変化
（国・県・他団体の動向や法改正、規

制緩和など）

事業の見直し・改善内容

評価の理由

都心のオアシスとして緑地・広場の確保や回遊性の高い歩行空間の確保など、平成22年に策定された富士見周辺地区整備実施計
画に基づく、富士見公園の再編整備が求められています。また、新たなステージに向けた緑とオープンスペース政策の展開にかか
る平成29年度法改正等を踏まえた対応が必要となっています。

評価の理由

貢献度区分

A．貢献している
B．やや貢献している
C．貢献の度合いが薄い

B
施策への
貢献度

新型コロナウイルス感染症の拡大の影響等により、基本計画策定のスケジュールに変更がありましたが、
事業者との対話を継続することで、取組を着実に推進していることから、一定程度の施策への貢献はありま
した。

効率性
【質の向上】
　事業を適正な（過小でも、過大でもない）規模の人員体制・費用で行いながら、市民サービスや市役所内
部（職員・組織）の質の向上を図ることができる余地があるか？

・整備・管理への民間活力を導入することにより、公園の魅力向上に加え、更なる効率的な公園の整備・管理が可能となります。

a．余地はない
b．余地はある
c．既に実施済み

b

a．可能性はない
b．可能性はある b

有効性

公園施設の老朽化だけでなく、競輪場など周辺施設の見直し等により、公園の再整備が必要となっています。

評価の理由

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止
Ⅵ．事業終了

Ⅱ

上記「有効性」の成果等を踏まえ左記区分を選んだ理由

公園の再編整備にかかる民間活力導入に向け、民間企業との対話を実施するなど、着実に事業を推進しています。

【成果】
　活動結果（活動指標等）に対し事業の成果（成果指標等）は順調に上がっているか？

【民間の活用】
　委託や指定管理者制度など、実施手法について民間活用によりコストを削減できる余地があるか？

【事業手法等の見直し】
　事業の成果を維持しながら、契約方法、仕様の見直しなどによる経費削減や事務手続きの見直しなどに
よる事務改善の可能性があるか？

【市が実施する必要性】
　他都市で、民間等でサービス提供している事例がないか？

評価

今後の事業
の方向性

実施結果（Ｄｏ）や評価（Ｃｈｅｃｋ）を踏まえた今後の方向性

a．上がっている
b,　徐々に上がっている
c．上がっていない
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事業の概要

市が直接実施 一部委託 全部委託・指定管理 ボランティア等との協働 その他

国・県の制度 国・県の制度＋市独自の制度 市独自の制度

※　人件費は、予算・決算における職員１人当たり人件費に、人工を乗じて算出

計　画　（Plan）

実施結果　（Do）

令和２年度　事務事業評価シート

人件費※　B

総コスト(A+B)

市債

その他特財

財
源
内
訳

国庫支出金

9 等々力緑地の管理運営体制の再構築

600,000

1,959,000 2,697,000

行財政改革第２期プログラム
に関連する課題名

2,671,564

600,000

1,407,000

10,000

654,564

2,489,961

2,273,043

3,503,6662,217,564

-

-

600,000

3,685,990

65,110 65,110 65,110

-291,961 684,666 435,777

10,000

55,479 55,479

-

-

3,568,7763,479,394

55,479

2,727,043

61,756

3,890,530 85,264

15,000 22,387 -

等々力緑地

緑やスポーツ・レクリエーションの拠点及び災害時の広域避難場所として、本市の広域拠点である小杉駅周辺のまちづくりと連携し
た施設の再編整備を進めることで、より一層の都市機能の強化と都市景観の魅力向上を図ります。

民間活力導入に向けた取組を推進しながら、「等々力緑地再編整備実施計画」に基づき、緑地内の緑と水、安全・安心の場、動線
の再整備、緑地へのアクセス改善など、緑地全体の再整備や、陸上競技場や硬式野球場をはじめとした主要施設の整備を進めま
す。

①等々力陸上競技場第2期整備に向けた取組の推進（公設の場合、実施設計を予定）
②硬式野球場の整備完了
③中央園路の整備及びその他施設の整備に向けた取組の推進
④民間活力導入に向けた取組の推進

施　　策 魅力ある公園緑地等の整備

直接目標

6.49 6.53 7.66

事業開始年度

―

－

H30年度目標・実績

ほぼ目標どおり達成できました。
①等々力陸上競技場第2期整備に向けた取組の推進については、「等々力緑地再編整備実施計画」の改定を進める中で、民間活
力の導入を含めた検討を進めることとしたことから、公設に向けた設計の作業を一旦見送り、「等々力緑地再編整備計画推進委員
会」での議論を通じ、最良の整備内容、手法について検討を進めました。
②硬式野球場の整備推進については、予定通り令和2年10月に供用開始し、野球関係者等を招待した完成記念式典を実施しまし
た。
③中央園路の整備については、代替となる外周園路の整備に向け、近隣町会への説明会等を開催するとともに、その他施設の整
備についても「等々力緑地再編整備実施計画」の改定作業の中で、検討を進めました。
④民間活力導入に向けた取組の推進については、「等々力緑地再編整備計画推進委員会」を計4回開催し、民間提案の実現可能
性の検証や民間収益施設の利益還元事例の研究を進めるなど、検討を進めました。

４．目標を下回った
５．目標を大きく下回った3

　１．目標を大きく上回って達成
　２．目標を上回って達成
　３．ほぼ目標どおり

－

－

単位

-

-

1,155,000 0

事務事業
事務事業コード

30302020

担　　当
組織コード 所属名

実施期間
事業終了年度 事務・サービス等

の分類

分類1（市民サービス等） 分類2（内部事務）

― その他 ―

531997 建設緑政局等々力緑地再編整備室

事務事業名 政策体系別計画の記載

等々力緑地再編整備事業 有

実施形態 ☑

都市計画法、都市公園法、等々力緑地再編整備実施計画

総合計画と連携する計画等

（法令・要綱等）

まち・ひと・しごと創生総合戦略,都市計画マスタープラン,防災都市づくり基本計画,環境基本計画,緑の基本計画,スポーツ推進計画

人工（単位：人）

年度

事業費　A

一般財源

取組2(2)市民サービス向上に向けた民間部門の活用

3,654,216

0

2,953,000

10,000

691,216

3,424,424

-

-

-

－

取組内容の実績等
（上記に掲げた取組内容に対し、「数
値等でより具体的に実績を示すことが
できる取組」、又は「未達成部分」若し
くは「より達成できた部分」を記載）

3

4
説明

指標分類

1

2
説明

数値で事業の実績・効果等を把握できる指標　（指標の説明）

説明

実績

目標

目標

実績

目標

実績

3,709,186

54,97054,970

-

2,545,440

557,530

1,583,000

H30年度 R1年度 R3年度

計画事業費

事業の目的
（対象をどのような状態にしたいか）

政策体系

事業の対象
（事業の対象となる人、物）

事業の内容
（どういった業務内容で、どのような

手段で実施しているか）

上記「当該年度の取組内容」
に対する達成度

R2年度R1年度

□

計画事業費 計画事業費

□ □ □

予決算
（単位：
千円）

実施根拠 □ □ ☑

改革項目 課題名

説明

目標

実績

03,820,274

当該年度の取組内容
（第2期実施計画に記載されている
具体的な当該年度の取組）

緑と水の豊かな環境をつくりだす政　　策

豊かな市民生活を実現するため、都市に緑と水のオープンスペースを創出する

当初計画からの変更箇所
（上記計画に記載されている内容か

ら変更となる取組）

①等々力陸上競技場第２期整備に向けた取組の推進（「等々力緑地再編整備実施計画」改定の検討の進捗を踏まえた取組の推
進）【変更】

R3年度

10,000 23,508

3,620,880

0 0 0

2,168,000 0

予算額 決算額 予算額 決算額 予算額 決算額(見込） 予算額 決算額

R2年度

3,755,164

850,000

3,890,530 85,264
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評　価　（Check）

実施 （直近） 未実施

改　善　（Action）

a．上がっている
b,　徐々に上がっている
c．上がっていない

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止
Ⅵ．事業終了

Ⅱ

上記「有効性」の成果等を踏まえ左記区分を選んだ理由

令和2年10月に等々力球場の供用を開始するなど、既存再編整備実施計画の取組を着実に進めるとともに、PFI法に基づく民間提
案や自然災害リスクの高まりなど、緑地を取り巻く社会状況の変化に対応するため、「等々力緑地再編整備実施計画」の改定に向
けた検討を進めており、事業を着実に推進しています。

【成果】
　活動結果（活動指標等）に対し事業の成果（成果指標等）は順調に上がっているか？

【民間の活用】
　委託や指定管理者制度など、実施手法について民間活用によりコストを削減できる余地があるか？

【事業手法等の見直し】
　事業の成果を維持しながら、契約方法、仕様の見直しなどによる経費削減や事務手続きの見直しなどに
よる事務改善の可能性があるか？

【市が実施する必要性】
　他都市で、民間等でサービス提供している事例がないか？

評価

今後の事業
の方向性

実施結果（Ｄｏ）や評価（Ｃｈｅｃｋ）を踏まえた今後の方向性

・第2期整備のあり方等について検討を行うため、平成28年4月に等々力陸上競技場整備事業評価委員会を設置しました。
・平成29年6月の都市公園法の一部改正に伴い、民間事業者との効果的な連携により都市公園の再生を図る、新たな制度（Ｐ‐ＰＦＩ
等）が創設されました。

評価の理由

貢献度区分

A．貢献している
B．やや貢献している
C．貢献の度合いが薄い

A
施策への
貢献度

令和2年度については、10月に等々力球場の供用を開始するなど、既存再編整備実施計画の取組を着実
に進めるとともに、PFI法に基づく民間提案や自然災害リスクの高まりなど、緑地を取り巻く社会状況の変化
に対応するため、「等々力緑地再編整備実施計画」の改定に向けた検討を進めており、施策に貢献してい
ます。

効率性
【質の向上】
　事業を適正な（過小でも、過大でもない）規模の人員体制・費用で行いながら、市民サービスや市役所内
部（職員・組織）の質の向上を図ることができる余地があるか？

・PFI法に基づく民間提案に対する審査講評により、コストの削減や市民サービスの質の向上に資する、効率的・効果的な民間活力
導入の可能性が確認されました。

a．余地はない
b．余地はある
c．既に実施済み

b

a．可能性はない
b．可能性はある b

有効性

多機能性を発揮することで都市のイメージを向上させ、多くの人が行き交う都市の顔となる都心の総合公園として、老朽化したス
ポーツ施設等の更新や災害時における拠点整備をはじめ、多摩川との連携や周辺地区で進む再開発事業にも配慮した再整備が
求められています。また、事業を進めるにあたり、民間事業者をはじめとする、多様な主体との連携や新型コロナウイルス感染症の
影響を踏まえた「新たな日常」の実現に向け、緑とオープンスペースの活用を進めていく必要があります。

評価の理由

具体的な見直し・改善内容
※過去に見直した履歴も記載

できる場合は記載

a．薄れていない
b．薄れている a

評価項目

必要性

☑ R 2 年度 □

事業を取り巻く社会環境の変化
（国・県・他団体の動向や法改正、規

制緩和など）

事業の見直し・改善内容

評価の理由

R2年度：「大規模投資的事業の検討を踏まえた今後の対応について」の公表
R1年度：等々力緑地再編整備事業の推進に向けた今後の取組方針の策定
H30年度：マーケットサウンディングの実施・結果公表、PFI法に基づく民間提案の受付
H29年度：等々力陸上競技場第２期整備の整備方針及び整備計画の策定
H24年度：等々力硬式野球場整備計画の策定
H23年度：等々力緑地再編整備実施計画及び等々力陸上競技場整備計画の策定

a

【市民のニーズ】
　事業を取り巻く環境の変化等により、事業に対するニーズが薄れていないか？

今後の事業の方向性を
踏まえた次年度の計画上の

変更箇所

変更前
（次年度計画上
の記載）

①等々力陸上競技場第2期整備に向けた取組の推進：整備着手

変更後
（上記計画上の記載に
対する変更点）

①等々力陸上競技場第２期整備に向けた取組の推進（「等々力緑地再編整備実施計画」改定の検討の進
捗を踏まえた取組の推進）【変更】

変更の理由
現計画上、公設の場合のスケジュールを記載していますが、PFI法に基づく民間提案に対する審査講評に
より、民設の可能性が高まっており、等々力緑地再編整備実施計画改定作業の中で検討を進めているた
め。

a

方向性区分

a．余地はない
b．余地はある
c．既に実施済み

b

等々力陸上競技場第2期整備に向けた取組については、民間活力の導入を含めた検討を進めることとした
ことから、公設に向けた設計の作業を一旦見送りましたが、PFI法に基づく民間提案の検証や、自然災害リ
スクの高まりを踏まえた緑地の役割の再検討に加え、新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえた「新た
な日常」の実現に向けた公園機能の検討など、「等々力緑地再編整備実施計画」の改定に向けた検討を進
め、安全・安心で魅力あふれる公園づくりに向けて取組を進めます。

a．事例はない
b．事例がある
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事業の概要

市が直接実施 一部委託 全部委託・指定管理 ボランティア等との協働 その他

国・県の制度 国・県の制度＋市独自の制度 市独自の制度

※　人件費は、予算・決算における職員１人当たり人件費に、人工を乗じて算出

計　画　（Plan）

実施結果　（Do）

令和２年度　事務事業評価シート

人件費※　B

総コスト(A+B)

市債

その他特財

財
源
内
訳

国庫支出金

11 生田緑地ばら苑の魅力の向上と管理運営手法のあり方の検討

38,600

47,000 68,000

行財政改革第２期プログラム
に関連する課題名

225,087

26,400

47,000

135,057

16,630

270,105

186,168

225,087145,132

-

-

38,800

296,655

41,055 41,055 41,055

-31,956 16,630 50,977

135,057

41,036 41,036

-

-

266,142296,710

41,036

266,123

43,421

225,087 174,939

130,349 131,516 -

生田緑地

本市最大の緑の拠点である生田緑地の整備を進め、自然環境を活かした総合公園としての魅力向上を図ります。

・生田緑地内の用地取得を進め、広場や周遊散策路の整備を進めるとともに、都市計画決定から長期にわたって整備を行っている
ことから、事業の進捗状況や周辺環境の変化等を考慮する必要があり、今後の事業進捗を図るために一部地区の方針を策定し、
整備を進めます。
・令和5年度以降の指定管理第3期に向けて、庁内検討会議を立ち上げ、現行の管理区域や指定管理期間等、現状の課題解決に
向けた検討を行い、民間活力導入手法を決定します。

①東生田２丁目地区の基本方針に基づく取組の推進
②適正な植生管理に向けた東生田２丁目地区の管理方針案の作成及び民家園内の植生等の調査
③更なる民間活力導入に向けた指定管理期間満了後の民間活力導入手法の決定

施　　策 魅力ある公園緑地等の整備

直接目標

4.64 4.83 4.83

事業開始年度

―

－

H30年度目標・実績

目標どおり達成できました。
①東生田2丁目地区の基本方針に基づく取組の推進については、生田緑地の整備の考え方で記載した方針を伝える等、取組状況
について地元住民等へ報告を行いました。
②適正な植生管理に向けた東生田2丁目地区の管理方針案の作成及び民家園内の植生等の調査については、東生田2丁目地区
の管理方針案を作成するとともに民家園内の植生等の調査を実施しました。
③更なる民間活力導入に向けた検討の実施については、更なる民間活力導入に向けて、庁内会議を開催し、各博物館の飲食施設
を業務範囲に加えるなど仕様を変更して、指定管理者制度を導入することを決定しました。

４．目標を下回った
５．目標を大きく下回った3

　１．目標を大きく上回って達成
　２．目標を上回って達成
　３．ほぼ目標どおり

－

－

単位

-

-

26,400 0

事務事業
事務事業コード

30302030

担　　当
組織コード 所属名

実施期間
事業終了年度 事務・サービス等

の分類

分類1（市民サービス等） 分類2（内部事務）

― その他 ―

531960 建設緑政局緑政部みどりの保全整備課

事務事業名 政策体系別計画の記載

生田緑地整備事業 有

実施形態 ☑

　都市計画法、都市公園法

総合計画と連携する計画等

（法令・要綱等）

まち・ひと・しごと創生総合戦略,都市計画マスタープラン,防災都市づくり基本計画,環境基本計画,水環境保全計画,緑の基本計画,文
化芸術振興計画

人工（単位：人）

年度

事業費　A

一般財源

取組2(2)市民サービス向上に向けた民間部門の活用

178,361

11,800

21,000

135,057

10,504

257,409

-

-

-

－

取組内容の実績等
（上記に掲げた取組内容に対し、「数
値等でより具体的に実績を示すことが
できる取組」、又は「未達成部分」若し
くは「より達成できた部分」を記載）

3

4
説明

指標分類

1

2
説明

数値で事業の実績・効果等を把握できる指標　（指標の説明）

説明

実績

目標

目標

実績

目標

実績

217,662

39,30139,301

-

311,141

16,630

69,000

H30年度 R1年度 R3年度

計画事業費

事業の目的
（対象をどのような状態にしたいか）

政策体系

事業の対象
（事業の対象となる人、物）

事業の内容
（どういった業務内容で、どのような

手段で実施しているか）

上記「当該年度の取組内容」
に対する達成度

R2年度R1年度

□

計画事業費 計画事業費

☑ □ □

予決算
（単位：
千円）

実施根拠 □ □ ☑

改革項目 課題名

説明

目標

実績

0330,148

当該年度の取組内容
（第2期実施計画に記載されている
具体的な当該年度の取組）

緑と水の豊かな環境をつくりだす政　　策

豊かな市民生活を実現するため、都市に緑と水のオープンスペースを創出する

当初計画からの変更箇所
（上記計画に記載されている内容か

ら変更となる取組）

R3年度

135,057 131,518

255,600

0 0 0

47,000 0

予算額 決算額 予算額 決算額 予算額 決算額(見込） 予算額 決算額

R2年度

289,093

26,400

225,087 174,939
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評　価　（Check）

実施 （直近） 未実施

改　善　（Action）

a．上がっている
b,　徐々に上がっている
c．上がっていない

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止
Ⅵ．事業終了

Ⅱ

上記「有効性」の成果等を踏まえ左記区分を選んだ理由

用地取得面積、供用開始区域の拡大を図り、自然環境を活かした総合公園としての魅力向上を図ることができたため、成果は徐々
に上がっています。

【成果】
　活動結果（活動指標等）に対し事業の成果（成果指標等）は順調に上がっているか？

【民間の活用】
　委託や指定管理者制度など、実施手法について民間活用によりコストを削減できる余地があるか？

【事業手法等の見直し】
　事業の成果を維持しながら、契約方法、仕様の見直しなどによる経費削減や事務手続きの見直しなどに
よる事務改善の可能性があるか？

【市が実施する必要性】
　他都市で、民間等でサービス提供している事例がないか？

評価

今後の事業
の方向性

実施結果（Ｄｏ）や評価（Ｃｈｅｃｋ）を踏まえた今後の方向性

市内に残された緑の宝庫として、生田緑地ビジョンに基づいた、自然環境の保全と利用の調整、魅力ある施設の整備・充実を図る
必要があります。

評価の理由

貢献度区分

A．貢献している
B．やや貢献している
C．貢献の度合いが薄い

B
施策への
貢献度

民間活力導入手法を決定したことにより、より効率的な運営が行え、魅力ある生田緑地の整備について、必
要な整備の確認を行えることから、一定程度の施策への貢献がありました。

効率性
【質の向上】
　事業を適正な（過小でも、過大でもない）規模の人員体制・費用で行いながら、市民サービスや市役所内
部（職員・組織）の質の向上を図ることができる余地があるか？

・既に調査・検討、設計業務の一部は委託業務を執行することにより効率化が図れていますが、用地買収や工事発注監督業務等
の市が直営で行う必要がある業務については適正な規模の人員体制で行っています。

a．余地はない
b．余地はある
c．既に実施済み

b

a．可能性はない
b．可能性はある b

有効性

依然として市内では開発が進んでいることから、市内に残された緑の宝庫として、生田緑地ビジョンに基づいた、自然環境の保全と
利用の調整、魅力ある施設の整備・充実を図る必要があります。また、都市公園として供用しているため行政による整備を行う必要
があります。

評価の理由

具体的な見直し・改善内容
※過去に見直した履歴も記載

できる場合は記載

a．薄れていない
b．薄れている a

評価項目

必要性

☑ H 30 年度 □

事業を取り巻く社会環境の変化
（国・県・他団体の動向や法改正、規

制緩和など）

事業の見直し・改善内容

評価の理由

H30年度：生田緑地整備の考え方をとりまとめ
H30年度：第2期指定管理開始（第2期指定管理期間：平成30年度～令和4年度）
H25年度：生田緑地、川崎市岡本太郎美術館、川崎市立日本民家園及び川崎市青少年科学館の横断的管理を開始
H24年度：生田緑地マネジメント会議を設立
H22年度：生田緑地ビジョンを策定
H20年度：生田緑地運営の基本的考え方を策定

b

【市民のニーズ】
　事業を取り巻く環境の変化等により、事業に対するニーズが薄れていないか？

今後の事業の方向性を
踏まえた次年度の計画上の

変更箇所

変更前
（次年度計画上
の記載）

変更後
（上記計画上の記載に
対する変更点）

変更の理由

b

方向性区分

a．余地はない
b．余地はある
c．既に実施済み

a

今後も生田緑地内の用地取得を進め、広場や周遊散策路の整備を進めるとともに、都市計画決定から長
期にわたって整備を行っていることから、事業の進捗状況や周辺環境の変化等を考慮する必要があり、今
後の事業進捗を図るために一部地区の今後の進め方を検討し、整備を推進します。
また、更なる民間活力の導入については、決定した内容での令和５年度からの次期指定管理者導入に向け
て、準備調整を進めていきます。

a．事例はない
b．事例がある
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事業の概要

市が直接実施 一部委託 全部委託・指定管理 ボランティア等との協働 その他

国・県の制度 国・県の制度＋市独自の制度 市独自の制度

※　人件費は、予算・決算における職員１人当たり人件費に、人工を乗じて算出

計　画　（Plan）

実施結果　（Do）

1 295

153,488

0 0 0

25,000 27,000

予算額 決算額 予算額 決算額 予算額 決算額(見込） 予算額 決算額

R2年度

137,822

27,000

75,194 47,296

説明

目標

実績

0177,517

当該年度の取組内容
（第2期実施計画に記載されている
具体的な当該年度の取組）

緑と水の豊かな環境をつくりだす政　　策

豊かな市民生活を実現するため、都市に緑と水のオープンスペースを創出する

当初計画からの変更箇所
（上記計画に記載されている内容か

ら変更となる取組）

R3年度R2年度R1年度

□

計画事業費 計画事業費

☑ □ □

予決算
（単位：
千円）

実施根拠 □ □ ☑

改革項目 課題名

事業の目的
（対象をどのような状態にしたいか）

政策体系

事業の対象
（事業の対象となる人、物）

事業の内容
（どういった業務内容で、どのような

手段で実施しているか）

上記「当該年度の取組内容」
に対する達成度

48,194

-

117,136

23,193

62,000

H30年度 R1年度 R3年度

計画事業費

127,976

48,194

実績

目標

目標

実績

目標

実績

取組内容の実績等
（上記に掲げた取組内容に対し、「数
値等でより具体的に実績を示すことが
できる取組」、又は「未達成部分」若し
くは「より達成できた部分」を記載）

3

4
説明

指標分類

1

2
説明

数値で事業の実績・効果等を把握できる指標　（指標の説明）

説明

－

実施形態 ☑

　都市公園法

総合計画と連携する計画等

（法令・要綱等）

まち・ひと・しごと創生総合戦略,都市計画マスタープラン,住宅基本計画,子ども・若者の未来応援プラン,緑の基本計画

人工（単位：人）

年度

事業費　A

一般財源

79,782

27,000

25,000

1

27,781

77,395

-

-

-

-

-

27,000 0

事務事業
事務事業コード

30302040

担　　当
組織コード 所属名

実施期間
事業終了年度 事務・サービス等

の分類

分類1（市民サービス等） 分類2（内部事務）

― その他 ―

531960 建設緑政局緑政部みどりの保全整備課

事務事業名 政策体系別計画の記載

魅力的な公園整備事業 有

事業開始年度

―

－

H30年度目標・実績

目標どおり達成できました。
①特色ある公園づくりに向けた公園の再整備の推進については、稲田公園の全体再整備に向けて、町内会と意見交換を行いまし
た。
②バリアフリー化に向けた取組の推進については、中丸子公園ほかにおいて、公園再整備に伴うバリアフリー化整備を実施しまし
た。
③身近な公園の整備推進については、（仮称）中野島３丁目公園の整備設計を実施しました。
④施設管理用カメラ設置の推進については、緑ヶ丘霊園に防犯に寄与する施設管理用カメラを設置しました。

４．目標を下回った
５．目標を大きく下回った3

　１．目標を大きく上回って達成
　２．目標を上回って達成
　３．ほぼ目標どおり

－

－

単位

125,589

41,121

268,953

20,001

75,194 47,296

1 1 -

公園

老朽化の進んだ公園の再整備やバリアフリー化などの取組により、公園の魅力向上を図ります。

老朽化の進んだ公園について、地域のご意見等を踏まえた再整備計画を策定し、公園の再整備を進めるとともに、公園のバリアフ
リー化整備や新設などを進めます。

①特色ある公園づくりに向けた公園の再整備の推進
②バリアフリー化に向けた取組の推進
③身近な公園の整備の推進
④施設管理用カメラ設置の推進

施　　策 魅力ある公園緑地等の整備

直接目標

5.69 4.84 4.67

193,183

39,695 39,695 39,695

-14,014 51,897 8,821

1

41,121 41,121

-

-

227,593

令和２年度　事務事業評価シート

人件費※　B

総コスト(A+B)

市債

その他特財

財
源
内
訳

国庫支出金 0

109,000 129,000

行財政改革第２期プログラム
に関連する課題名

227,832

27,000

139,000

1

61,831

76,015

57,930

187,89816,809

-

-

0
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評　価　（Check）

実施 （直近） 未実施

改　善　（Action）

今後の事業の方向性を
踏まえた次年度の計画上の

変更箇所

変更前
（次年度計画上
の記載）

変更後
（上記計画上の記載に
対する変更点）

変更の理由

b

方向性区分

a．余地はない
b．余地はある
c．既に実施済み

c

老朽化の進んだ公園の再整備やバリアフリー化などの取組は必要不可欠な事業であることから、継続的に
事業を推進し、公園の魅力向上を図っていきます。

a．事例はない
b．事例がある b

【市民のニーズ】
　事業を取り巻く環境の変化等により、事業に対するニーズが薄れていないか？

具体的な見直し・改善内容
※過去に見直した履歴も記載

できる場合は記載

a．薄れていない
b．薄れている a

評価項目

必要性

□ H 年度 ☑

事業を取り巻く社会環境の変化
（国・県・他団体の動向や法改正、規

制緩和など）

事業の見直し・改善内容

評価の理由

「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律」の制定により、都市公園についても公園管理者にバリアフリー化が義
務付けられたことから、公園施設のユニバーサルデザイン化を推進する必要があります。

評価の理由

貢献度区分

A．貢献している
B．やや貢献している
C．貢献の度合いが薄い

A
施策への
貢献度

中丸子公園において、舗装の整備等バリアフリー工事を実施することで公園の魅力向上が図られたことか
ら、一定程度の施策への貢献はありました。

効率性
【質の向上】
　事業を適正な（過小でも、過大でもない）規模の人員体制・費用で行いながら、市民サービスや市役所内
部（職員・組織）の質の向上を図ることができる余地があるか？

・既に設計業務の一部は委託により執行することにより効率化が図られています。
・設計施工一括発注方式などの手法により効率化が図れる可能性があります。
・平成31年4月より軽易工事契約事務制度が見直され、対象範囲が250万円以下の工事（新設・改良・撤去等を含む）に拡大された
ため、契約事務処理の効率化が図られました。

a．余地はない
b．余地はある
c．既に実施済み

c

a．可能性はない
b．可能性はある b

有効性

高齢化が進行する状況において、誰でも自由に公園を利用できる環境の整備が求められていることから、公園のバリアフリー化を
推進する必要があります。

評価の理由

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止
Ⅵ．事業終了

Ⅰ

上記「有効性」の成果等を踏まえ左記区分を選んだ理由

ほぼ目標どおりに達成しており、順次公園のバリアフリー化が図られています。

【成果】
　活動結果（活動指標等）に対し事業の成果（成果指標等）は順調に上がっているか？

【民間の活用】
　委託や指定管理者制度など、実施手法について民間活用によりコストを削減できる余地があるか？

【事業手法等の見直し】
　事業の成果を維持しながら、契約方法、仕様の見直しなどによる経費削減や事務手続きの見直しなどに
よる事務改善の可能性があるか？

【市が実施する必要性】
　他都市で、民間等でサービス提供している事例がないか？

評価

今後の事業
の方向性

実施結果（Ｄｏ）や評価（Ｃｈｅｃｋ）を踏まえた今後の方向性

a．上がっている
b,　徐々に上がっている
c．上がっていない
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事業の概要

市が直接実施 一部委託 全部委託・指定管理 ボランティア等との協働 その他

国・県の制度 国・県の制度＋市独自の制度 市独自の制度

※　人件費は、予算・決算における職員１人当たり人件費に、人工を乗じて算出

計　画　（Plan）

実施結果　（Do）

令和２年度　事務事業評価シート

人件費※　B

総コスト(A+B)

市債

その他特財

財
源
内
訳

国庫支出金

20 市営霊園における有縁合葬型墓所等を活用した循環利用の仕組みづくりに向けた取組の推進

0

156,000 116,000

行財政改革第２期プログラム
に関連する課題名

498,367

0

21,000

436,630

40,737

802,148

824,278

601,580776,615

-

-

0

789,930

49,385 49,385 49,385

-90,347 40,737 59,271

404,843

47,663 47,663

-

-

650,965

104

699,379

47,663

546,030

56,414

356,254 736,383

647,801 561,914 -

市民 　（緑ヶ丘霊園・緑ヶ丘霊堂・早野聖地公園）

市営霊園の整備や適切な管理運営を進めることで、持続的で公平な墓所供給及び、無縁化の抑制や墓所の循環利用の推進を図
ります。

安定した墓所供給や適切な管理運営を進めるため、市営霊園の整備を進めるとともに無縁改葬の推進と墓所供給・再募集の取組
を推進します。

①個別墓所の整備完了（早野聖地公園）
②個別墓所の整備（緑ヶ丘霊園）
③無縁改葬の推進と墓所供給・再募集の取組の推進

施　　策 魅力ある公園緑地等の整備

直接目標

4.06 5.61 5.81

事業開始年度

―

箇所

箇所

－

H30年度目標・実績

目標を上回って達成できました。
①個別墓所の整備については、早野聖地公園において壁面型墓所を152箇所整備し、6年間にわたる現区域内の整備を完了しまし
た。
②個別墓所の整備については、緑ヶ丘霊園における小区画一般墓所の全体配置計画を取りまとめたうえで、令和3年度に募集する
区域の詳細設計を行いました。
③無縁改葬の推進と墓所供給・再募集の取組の推進については、令和元年度からの合葬型墓所の供用開始後、多くの返還された
墓所から合葬型墓所への改葬により、「墓所の循環利用」を促進しました。また、墓地再募集においては当初目標以上の基数の募
集が実施できました。

４．目標を下回った
５．目標を大きく下回った2

　１．目標を大きく上回って達成
　２．目標を上回って達成
　３．ほぼ目標どおり

84

84

200

－

50

－

50

単位

83

-

-

0 0

事務事業
事務事業コード

30302050

担　　当
組織コード 所属名

実施期間
事業終了年度 事務・サービス等

の分類

分類1（市民サービス等） 分類2（内部事務）

― 施設の管理・運営 内部管理

531980 建設緑政局緑政部霊園事務所

事務事業名 政策体系別計画の記載

市営霊園の整備 有

実施形態 ☑

都市計画法　墓地、埋葬等に関する法律　川崎市墓地条例・規則　川崎市霊堂条例・規則

総合計画と連携する計画等

（法令・要綱等）

緑の基本計画,情報化推進プラン

人工（単位：人）

年度

事業費　A

一般財源

取組2(14)将来を見据えた市民サービス等の再構築

854,629

0

324,000

489,892

40,737

664,991

-

-

-

－

152

152

50

195

取組内容の実績等
（上記に掲げた取組内容に対し、「数
値等でより具体的に実績を示すことが
できる取組」、又は「未達成部分」若し
くは「より達成できた部分」を記載）

3

4
説明

指標分類

1

2
説明

数値で事業の実績・効果等を把握できる指標　（指標の説明）

新規墓所の整備数

墓地再募集の実施数

説明

実績使用者からの墓所の返還や無縁改葬の実施に伴う墓所再募集の実施数

指摘

目標

目標

実績

目標

実績

889,017

34,38834,388

-

849,811

40,737

64,000

H30年度 R1年度 R3年度

計画事業費

事業の目的
（対象をどのような状態にしたいか）

政策体系

事業の対象
（事業の対象となる人、物）

事業の内容
（どういった業務内容で、どのような

手段で実施しているか）

上記「当該年度の取組内容」
に対する達成度

R2年度R1年度

活動
指標

70

□

計画事業費 計画事業費

□ ☑ ☑

持続的で公平な墓地供給を行うための新規墓所の整備数

予決算
（単位：
千円）

実施根拠 □ ☑ □

改革項目 課題名

説明

104

48

目標

実績

0786,570

当該年度の取組内容
（第2期実施計画に記載されている
具体的な当該年度の取組）

緑と水の豊かな環境をつくりだす政　　策

豊かな市民生活を実現するため、都市に緑と水のオープンスペースを創出する

当初計画からの変更箇所
（上記計画に記載されている内容か

ら変更となる取組）

活動
指標

R3年度

294,517 679,969

740,545

0 0 0

21,000 0

予算額 決算額 予算額 決算額 予算額 決算額(見込） 予算額 決算額

R2年度

737,185

0

356,254 736,383
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評　価　（Check）

実施 （直近） 未実施

改　善　（Action）

a．上がっている
b,　徐々に上がっている
c．上がっていない

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止
Ⅵ．事業終了

Ⅰ

上記「有効性」の成果等を踏まえ左記区分を選んだ理由

活動指標は目標値を達成しており事業の成果は順調に上がっています。
今後も市営霊園整備計画に基づき、着実に事業を進めます。

【成果】
　活動結果（活動指標等）に対し事業の成果（成果指標等）は順調に上がっているか？

【民間の活用】
　委託や指定管理者制度など、実施手法について民間活用によりコストを削減できる余地があるか？

【事業手法等の見直し】
　事業の成果を維持しながら、契約方法、仕様の見直しなどによる経費削減や事務手続きの見直しなどに
よる事務改善の可能性があるか？

【市が実施する必要性】
　他都市で、民間等でサービス提供している事例がないか？

評価

今後の事業
の方向性

実施結果（Ｄｏ）や評価（Ｃｈｅｃｋ）を踏まえた今後の方向性

核家族化、高齢化の進展等とともに、価値観の多様化に応じた様々な墓所需要が生じています。

評価の理由

貢献度区分

A．貢献している
B．やや貢献している
C．貢献の度合いが薄い

A
施策への
貢献度

新規墓所の整備数について、計画通り実施することができたほか、多くの返還された墓所から合葬型墓所
への循環利用が出来たことから、墓地再募集の実施数については計画を上回る数を実施することができま
した。さらに、令和３年度からの早野聖地公園内の次期整備区域における基盤整備工事の実施に向けた取
組を行っており、着実に墓所の供給が図れることから、施策に対して貢献している状況です。

効率性
【質の向上】
　事業を適正な（過小でも、過大でもない）規模の人員体制・費用で行いながら、市民サービスや市役所内
部（職員・組織）の質の向上を図ることができる余地があるか？

・市営霊園の管理運営については、平成26年度から指定管理者制度を導入しています。
・令和2年度の指定管理者選定時に、仕様の見直し等により事務改善を行いましたが、効率的な維持管理業務の実施に向けて、更
なる見直しが必要となります。

a．余地はない
b．余地はある
c．既に実施済み

c

a．可能性はない
b．可能性はある b

有効性

全国的には人口減少にある中、今後も本市の人口が増加すること、さらに高齢化に加え、核家族化・単独世帯の進行など家族形態
の変化が見られることから、墓地需要はこれからも増加が見込まれています。

評価の理由

具体的な見直し・改善内容
※過去に見直した履歴も記載

できる場合は記載

a．薄れていない
b．薄れている a

評価項目

必要性

☑ R 2 年度 □

事業を取り巻く社会環境の変化
（国・県・他団体の動向や法改正、規

制緩和など）

事業の見直し・改善内容

評価の理由

R2年度：R2年度の指定管理者選定時における仕様の見直し等により、施設補修等の事務改善を実施
Ｈ29年度：「川崎市営霊園整備計画」を策定
Ｈ27年度：「川崎市営霊園の整備と管理の方針」を策定
Ｈ24年度：市営霊園の今後のあり方について環境審議会に諮問

b

【市民のニーズ】
　事業を取り巻く環境の変化等により、事業に対するニーズが薄れていないか？

今後の事業の方向性を
踏まえた次年度の計画上の

変更箇所

変更前
（次年度計画上
の記載）

変更後
（上記計画上の記載に
対する変更点）

変更の理由

a

方向性区分

a．余地はない
b．余地はある
c．既に実施済み

c

核家族化、高齢化の進展等とともに、価値観の多様化に応じた様々な墓所需要が生じており、社会状況と
市民ニーズに応じた墓地整備が必要となっています。こうしたことから、今後とも安定した墓所供給や適切
な管理運営を進めるため、市営霊園整備計画に基づく墓地整備を進めるとともに、無縁改葬の推進と墓所
供給・再募集の取組を推進します。

a．事例はない
b．事例がある
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事業の概要

市が直接実施 一部委託 全部委託・指定管理 ボランティア等との協働 その他

国・県の制度 国・県の制度＋市独自の制度 市独自の制度

※　人件費は、予算・決算における職員１人当たり人件費に、人工を乗じて算出

計　画　（Plan）

実施結果　（Do）

3,000 3,000

180,762

0 0 0

116,000 116,000

予算額 決算額 予算額 決算額 予算額 決算額(見込） 予算額 決算額

R2年度

293,840

100,000

293,840 306,418

説明

14

目標

実績

0320,530

当該年度の取組内容
（第2期実施計画に記載されている
具体的な当該年度の取組）

緑と水の豊かな環境をつくりだす政　　策

豊かな市民生活を実現するため、都市に緑と水のオープンスペースを創出する

当初計画からの変更箇所
（上記計画に記載されている内容か

ら変更となる取組）

活動
指標

R3年度R2年度R1年度

□

計画事業費 計画事業費

☑ □ □

公園施設長寿命化計画に基づき遊具の更新を行った公園の箇所数

予決算
（単位：
千円）

実施根拠 ☑ □ □

改革項目 課題名

事業の目的
（対象をどのような状態にしたいか）

政策体系

事業の対象
（事業の対象となる人、物）

事業の内容
（どういった業務内容で、どのような

手段で実施しているか）

上記「当該年度の取組内容」
に対する達成度

27,612

-

324,935

74,840

132,000

H30年度 R1年度 R3年度

計画事業費

321,452

27,612

実績

目標

目標

実績

目標

実績

取組内容の実績等
（上記に掲げた取組内容に対し、「数
値等でより具体的に実績を示すことが
できる取組」、又は「未達成部分」若し
くは「より達成できた部分」を記載）

3

4
説明

指標分類

1

2
説明

数値で事業の実績・効果等を把握できる指標　（指標の説明）

遊具を更新した公園数

説明

－

12

35

実施形態 ☑

　都市公園法

総合計画と連携する計画等

（法令・要綱等）

まち・ひと・しごと創生総合戦略,都市計画マスタープラン,子ども・若者の未来応援プラン,緑の基本計画,情報化推進プラン,スポーツ
推進計画

人工（単位：人）

年度

事業費　A

一般財源

293,840

100,000

116,000

3,000

74,840

111,040

-

-

-

-

-

100,000 100,000

事務事業
事務事業コード

30302060

担　　当
組織コード 所属名

実施期間
事業終了年度 事務・サービス等

の分類

分類1（市民サービス等） 分類2（内部事務）

― 施設の管理・運営 ―

531960 建設緑政局緑政部みどりの保全整備課

事務事業名 政策体系別計画の記載

公園施設長寿命化事業 有

事業開始年度

平成28年

公園

－

H30年度目標・実績

目標どおり達成できました。
①長寿命化計画に基づく遊具など公園施設の設計・整備については、下作延身代り公園のほか34公園の遊具を更新しました。な
お、溝口北公園の遊具については、点検の結果などから更新年度を繰り下げました。また、長寿命化計画に基づき、職員による日
常点検及び専門業者による遊具及び夜間照明塔の定期点検を実施しました。

４．目標を下回った
５．目標を大きく下回った3

　１．目標を大きく上回って達成
　２．目標を上回って達成
　３．ほぼ目標どおり

12

37

11

－

－

単位

13

138,652

31,095

324,935

87,418

293,840 306,418

3,000 3,000 -

公園施設

市民が安全かつ快適に公園緑地を利用できるよう、長寿命化の取組により、遊具など公園施設の安全確保と機能保全を図ります。

市民が安全かつ快適に利用できるよう、長寿命化計画に基づく計画的な遊具更新と遊具点検を実施し、公園施設の適切な維持管
理を行います。

①長寿命化計画に基づく遊具など公園施設の設計・整備（溝口北公園ほか11公園）

施　　策 魅力ある公園緑地等の整備

直接目標

3.26 3.66 3.14

207,452

26,690 26,690 26,690

-58,840 74,840 55,840

3,000

31,095 31,095

-

-

320,530

令和２年度　事務事業評価シート

人件費※　B

総コスト(A+B)

市債

その他特財

財
源
内
訳

国庫支出金 100,000

116,000 135,000

行財政改革第２期プログラム
に関連する課題名

293,840

100,000

116,000

3,000

74,840

293,840

219,391

293,840188,296

-

-

100,000
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評　価　（Check）

実施 （直近） 未実施

改　善　（Action）

今後の事業の方向性を
踏まえた次年度の計画上の

変更箇所

変更前
（次年度計画上
の記載）

変更後
（上記計画上の記載に
対する変更点）

変更の理由

b

方向性区分

a．余地はない
b．余地はある
c．既に実施済み

c

市民が安全かつ快適に公園緑地を利用できるよう、今後も川崎市公園施設長寿命化計画に基づき、長寿
命化の取組を推進し、遊具など公園施設の安全確保と機能保全を図るため、計画的な遊具更新と遊具点
検を実施し、公園施設の適切な維持管理を行っていきます。

a．事例はない
b．事例がある a

【市民のニーズ】
　事業を取り巻く環境の変化等により、事業に対するニーズが薄れていないか？

H27年度：川崎市公園施設長寿命化計画策定
具体的な見直し・改善内容
※過去に見直した履歴も記載

できる場合は記載

a．薄れていない
b．薄れている a

評価項目

必要性

☑ H 27 年度 □

事業を取り巻く社会環境の変化
（国・県・他団体の動向や法改正、規

制緩和など）

事業の見直し・改善内容

評価の理由

市民が安全かつ快適に利用できるよう、計画的な遊具更新と遊具点検を実施し、公園施設の適切な維持管理を行う取組が求めら
れています。

評価の理由

貢献度区分

A．貢献している
B．やや貢献している
C．貢献の度合いが薄い

B
施策への
貢献度

目標どおり遊具更新や点検が実施でき、公園施設の安全確保と機能保全が図られたことから、一定程度、
施策へ貢献しています。

効率性
【質の向上】
　事業を適正な（過小でも、過大でもない）規模の人員体制・費用で行いながら、市民サービスや市役所内
部（職員・組織）の質の向上を図ることができる余地があるか？

・遊具を安全に安心して利用できるよう、遊具の定期点検を専門業者に委託しています。
・公園リフレッシュ工事等、他の工事と合併して発注するなどの手法により効率化が図れる可能性はあります。
・川崎市公園施設長寿命化計画に基づき、計画的な公園施設の点検や更新等を実施することで、質の向上を図っています。

a．余地はない
b．余地はある
c．既に実施済み

c

a．可能性はない
b．可能性はある b

有効性

市民が安全かつ快適に利用できるよう、計画的な遊具更新と遊具点検を実施し、公園施設の適切な維持管理を行っていくことが必
要です。

評価の理由

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止
Ⅵ．事業終了

Ⅰ

上記「有効性」の成果等を踏まえ左記区分を選んだ理由

地域住民の要望等を踏まえながら、目標以上の公園の遊具を更新しました。今後も推進していきます。

【成果】
　活動結果（活動指標等）に対し事業の成果（成果指標等）は順調に上がっているか？

【民間の活用】
　委託や指定管理者制度など、実施手法について民間活用によりコストを削減できる余地があるか？

【事業手法等の見直し】
　事業の成果を維持しながら、契約方法、仕様の見直しなどによる経費削減や事務手続きの見直しなどに
よる事務改善の可能性があるか？

【市が実施する必要性】
　他都市で、民間等でサービス提供している事例がないか？

評価

今後の事業
の方向性

実施結果（Ｄｏ）や評価（Ｃｈｅｃｋ）を踏まえた今後の方向性

a．上がっている
b,　徐々に上がっている
c．上がっていない
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事業の概要

市が直接実施 一部委託 全部委託・指定管理 ボランティア等との協働 その他

国・県の制度 国・県の制度＋市独自の制度 市独自の制度

※　人件費は、予算・決算における職員１人当たり人件費に、人工を乗じて算出

計　画　（Plan）

実施結果　（Do）

115,001

当該年度の取組内容
（第2期実施計画に記載されている
具体的な当該年度の取組）

緑と水の豊かな環境をつくりだす政　　策

豊かな市民生活を実現するため、都市に緑と水のオープンスペースを創出する

当初計画からの変更箇所
（上記計画に記載されている内容か

ら変更となる取組）

予決算
（単位：
千円）

134,821

19,820

40,000

R2年度

-

0

36,000

59,000

20,000

3,000

予算額 決算額(見込） 予算額 決算額

11,001

活動
指標

R3年度

3
　１．目標を大きく上回って達成
　２．目標を上回って達成
　３．ほぼ目標どおり

55

目標

実績

目標・実績

説明

68

－

－

55

実績

59

59

単位

061,762

R2年度R1年度H30年度

４．目標を下回った
５．目標を大きく下回った

□

計画事業費 計画事業費

☑ □ □

普通河川渋川（河川延長２４００ｍ）の環境整備工事の進捗率

実施根拠 □ □ ☑

改革項目 課題名

94,000

R3年度

計画事業費

事業の目的
（対象をどのような状態にしたいか）

政策体系

事業の対象
（事業の対象となる人、物）

事業の内容
（どういった業務内容で、どのような

手段で実施しているか）

上記「当該年度の取組内容」
に対する達成度

19,820

-

0

74,989

0 0 0

64,000

予算額 決算額 予算額 決算額

11,001

42,000

H30年度 R1年度

0

目標

目標

実績

目標

実績

取組内容の実績等
（上記に掲げた取組内容に対し、「数
値等でより具体的に実績を示すことが
できる取組」、又は「未達成部分」若し
くは「より達成できた部分」を記載）

3

4
説明

指標分類

1

2
説明

数値で事業の実績・効果等を把握できる指標　（指標の説明）

渋川環境整備工事の進捗率

説明

目標どおり達成できました。
①渋川環境整備の推進については、子の神橋～木月1号橋間の両岸92ｍにおいて「生物の水辺ゾーン」の整備が完成しました。ま
た、稲荷橋～子の神橋の区間において、地元要望を踏まえたゾーニング変更に伴う修正設計を実施しました。
②二ヶ領用水総合基本計画に基づき、周辺状況にあったフェンスの改修について調整をし、令和3年度に実施することを決定しまし
た。

81,892

-

-

-

－

63

63
％

－

101,712

20,730

事務事業名 政策体系別計画の記載

河川環境整備事業 有

事業開始年度

平成23年

実施形態 □

総合計画と連携する計画等

（法令・要綱等）

都市計画マスタープラン,水環境保全計画,緑の基本計画

人工（単位：人）

年度

事業費　A

一般財源

115,001

40,000

64,000

所属名

実施期間
事業終了年度 事務・サービス等

の分類

分類1（市民サービス等） 分類2（内部事務）

― その他 ―

534700 建設緑政局道路河川整備部河川課

135,731 115,001 59,000

0 0 -

市民、河川

水辺に親しめる環境整備づくりを行うことで、環境に配慮した都市景観の形成や賑わいとうるおいのあるまちづくりの推進を図りま
す。

市民や地域とのパートナーシップにより策定した「渋川整備基本計画」に基づき、中原区内で二ヶ領用水から分岐する普通河川渋川
において、水辺と親しめる環境整備を進めます。

①渋川環境整備の推進（「にぎわいの水辺ゾーン」及び「生物の水辺ゾーン」の整備）
②二ヶ領用水総合基本計画に基づく施設等の整備・更新

施　　策 魅力ある公園緑地等の整備

直接目標

2.34 2.44 2.44

73,270

58,097

115,00137,367

-

-

28,000

95,729

20,740 20,740 20,740

-3,270 11,001 5,022

0

20,730 20,730

-

-

135,741

-

41,022

40,000

令和２年度　事務事業評価シート

人件費※　B

総コスト(A+B)

市債

その他特財

財
源
内
訳

国庫支出金 12,000

64,000 24,000

行財政改革第２期プログラム
に関連する課題名

115,001

40,000

64,000

0

11,001

事務事業
事務事業コード

30302070

担　　当
組織コード
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評　価　（Check）

実施 （直近） 未実施

改　善　（Action）

今後の事業の方向性を
踏まえた次年度の計画上の

変更箇所

変更前
（次年度計画上
の記載）

①渋川環境整備の推進（「にぎわいの水辺ゾーン」及び「生物の水辺ゾーン」の整備）

変更後
（上記計画上の記載に
対する変更点）

①渋川環境整備の推進（「生物の水辺ゾーン」の整備）【変更】

変更の理由
令和2年度に整備予定箇所のゾーニングを「にぎわいの水辺ゾーン」から「生物の水辺ゾーン」に変更し、令
和4年度以降に整備を行うため。

a

方向性区分

a．余地はない
b．余地はある
c．既に実施済み

c

目標は達成されており、次年度以降も引き続き、渋川において「生物の水辺ゾーン」及び「にぎわいの水辺
ゾーン」の整備を行うなど、環境整備を推進していきます。

a．事例はない
b．事例がある

H24年度：「二ヶ領用水総合基本計画」を改定しました。
H22年度：「渋川整備基本計画」を策定しました。

a

【市民のニーズ】
　事業を取り巻く環境の変化等により、事業に対するニーズが薄れていないか？

a．薄れていない
b．薄れている a

評価項目

必要性

☑ H 24 年度 □

事業を取り巻く社会環境の変化
（国・県・他団体の動向や法改正、規

制緩和など）

事業の見直し・改善内容

評価の理由

今後の事業
の方向性

実施結果（Ｄｏ）や評価（Ｃｈｅｃｋ）を踏まえた今後の方向性

渋川の環境整備に向けて市民や地域とのパートナーシップにより策定した「渋川整備基本計画」に基づき、水辺と親しめる環境整備
を進めています。

評価の理由

貢献度区分

A．貢献している
B．やや貢献している
C．貢献の度合いが薄い

A
施策への
貢献度

水辺空間を散策できるようにするなど、豊かな市民生活を実現するための環境整備が進んでいることから、
施策への貢献がありました。

効率性
【質の向上】
　事業を適正な（過小でも、過大でもない）規模の人員体制・費用で行いながら、市民サービスや市役所内
部（職員・組織）の質の向上を図ることができる余地があるか？

・水辺に親しめる環境整備工事等については市が主体的に事業を行う必要がありますが、可能な部分については、委託業務のほ
か市民協働などにより民間活用等を実施しています。

a．余地はない
b．余地はある
c．既に実施済み

c

a．可能性はない
b．可能性はある a

有効性

国の河川行政においても、多自然川づくりをはじめ、水辺空間の活用等により川の価値を高めており、本市においても環境整備へ
の市民ニーズが高いことから、必要性がある事業です。

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止
Ⅵ．事業終了

Ⅰ

上記「有効性」の成果等を踏まえ左記区分を選んだ理由

環境整備工事等の推進により、親水護岸が整備されており、成果が得られています。

【成果】
　活動結果（活動指標等）に対し事業の成果（成果指標等）は順調に上がっているか？

【民間の活用】
　委託や指定管理者制度など、実施手法について民間活用によりコストを削減できる余地があるか？

【事業手法等の見直し】
　事業の成果を維持しながら、契約方法、仕様の見直しなどによる経費削減や事務手続きの見直しなどに
よる事務改善の可能性があるか？

【市が実施する必要性】
　他都市で、民間等でサービス提供している事例がないか？

評価

評価の理由

具体的な見直し・改善内容
※過去に見直した履歴も記載

できる場合は記載

a．上がっている
b,　徐々に上がっている
c．上がっていない
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事業の概要

市が直接実施 一部委託 全部委託・指定管理 ボランティア等との協働 その他

国・県の制度 国・県の制度＋市独自の制度 市独自の制度

※　人件費は、予算・決算における職員１人当たり人件費に、人工を乗じて算出

計　画　（Plan）

実施結果　（Do）

3,460 3,760

56,884

0 0 0

0 21,000

予算額 決算額 予算額 決算額 予算額 決算額(見込） 予算額 決算額

R2年度

59,020

0

37,905 76,384

説明

3

目標

実績

0159,405

当該年度の取組内容
（第2期実施計画に記載されている
具体的な当該年度の取組）

緑と水の豊かな環境をつくりだす政　　策

豊かな市民生活を実現するため、都市に緑と水のオープンスペースを創出する

当初計画からの変更箇所
（上記計画に記載されている内容か

ら変更となる取組）

活動
指標

R3年度R2年度R1年度

□

計画事業費 計画事業費

□ □ □

動物園をより楽しんでいただくとともに、野生動物の魅力や生態を理解していただくことを目的に開
催する春・秋の動物園まつりや動物への年賀状コンクールなどのイベントの開催回数

予決算
（単位：
千円）

実施根拠 □ □ ☑

改革項目 課題名

事業の目的
（対象をどのような状態にしたいか）

政策体系

事業の対象
（事業の対象となる人、物）

事業の内容
（どういった業務内容で、どのような

手段で実施しているか）

上記「当該年度の取組内容」
に対する達成度

95,965

-

148,693

34,445

0

H30年度 R1年度 R3年度

計画事業費

143,870

95,965

実績

目標

目標

実績

取組内容の実績等
（上記に掲げた取組内容に対し、「数
値等でより具体的に実績を示すことが
できる取組」、又は「未達成部分」若し
くは「より達成できた部分」を記載）

3

指標分類

1

2
説明

数値で事業の実績・効果等を把握できる指標　（指標の説明）

動物園まつりなどのイベントの開催数

説明

4

1

実施形態 ☑

総合計画と連携する計画等

（法令・要綱等）

都市計画マスタープラン,緑の基本計画

人工（単位：人）

年度

事業費　A

一般財源

取組1(1)多様な主体が共に担うまちづくりの推進

47,905

0

0

3,460

44,445

48,039

-

-

-

-

-

0 0

事務事業
事務事業コード

30302090

担　　当
組織コード 所属名

実施期間
事業終了年度 事務・サービス等

の分類

分類1（市民サービス等） 分類2（内部事務）

― 施設の管理・運営 ―

531990 建設緑政局緑政部夢見ヶ崎動物公園

事務事業名 政策体系別計画の記載

夢見ヶ崎動物公園にぎわい創出事業 有

事業開始年度

―

回

－

H30年度目標・実績

ほぼ目標どおり達成できました。
①施設整備・管理運営一括方式に捉われない民間活力の導入や動物種数の適正化を含めた公園全体のコンセプトの再検討結果
を踏まえた検討を進め、整備に関する方針を定めました。また、取組を推進するため次年度に利用者利便施設整備や園路整備の
設計に着手することとしました。
②サポーターとメールでの情報共有及び勉強会を実施しました。また、サポーター制度を周知することで、金銭、物品及びイラストの
寄附を受けました。
③新型コロナウイルス感染症の拡大防止の観点からメインとなるイベントを中止としましたが、今後については、新型コロナウイルス
感染症の拡大の動向に注意しつつ感染拡大防止と規模縮小について検討しイベントを開催できるよう取り組んでいきます。動物た
ちへの年賀状コンクールについては、小学校２校からも応募があり例年より応募数が増加しました。(302通増)

４．目標を下回った
５．目標を大きく下回った3

　１．目標を大きく上回って達成
　２．目標を上回って達成
　３．ほぼ目標どおり

4

3

4

－

－

単位

4

144,004

99,913

137,818

51,624

37,905 76,384

3,568 5,767 -

市民、企業、団体

市民、企業及び団体等の多様な主体と連携・協働するとともに野生動物の展示やイベント等を行うことで、夢見ヶ崎動物公園及び地
域の魅力向上や賑わいの創出を図ります。

野生動物の展示やイベント等を通じて動物園を楽しんでいただくとともに、市民、企業及び団体等の多様な主体との連携・協働によ
り魅力ある動物園づくりの取組を進めます。

①再整備及び民間活力導入に向けた検討結果を踏まえた取組の推進
②サポーター制度の充実に向けた検討及び取組推進
③動物公園全体の特色を活かしたプログラム・イベントの充実

施　　策 魅力ある公園緑地等の整備

直接目標

11.33 11.76 11.81

157,269

100,385 100,385 100,385

-45,212 34,445 53,253

3,460

99,913 99,913

-

-

138,290

令和２年度　事務事業評価シート

人件費※　B

総コスト(A+B)

市債

その他特財

財
源
内
訳

国庫支出金

9 夢見ヶ崎動物公園の効率的・効果的な管理運営体制の構築

0

0 0

行財政改革第２期プログラム
に関連する課題名

37,905

0

0

3,460

34,445

48,780

151,227

37,90551,314

-

-

0
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評　価　（Check）

実施 （直近） 未実施

改　善　（Action）

今後の事業の方向性を
踏まえた次年度の計画上の

変更箇所

変更前
（次年度計画上
の記載）

変更後
（上記計画上の記載に
対する変更点）

変更の理由

b

方向性区分

a．余地はない
b．余地はある
c．既に実施済み

b

今後の管理運営については、指定管理者制度の導入に向け、動物飼育や鳥獣野生動物保護のあり方など
を企業対話の継続により検討を進めます。また、さらなる賑わいの創出に向け、来園者の利便性向上のた
めの必要不可欠な施設の整備を行いつつ整備方針・管理運営方針を策定し、来園者サービスの向上と地
域の活性化に貢献できる動物公園を目指して業務を推進していきます。
動物公園全体の特色を活かしたプログラム・イベントの充実については、今後の新型コロナウイルス感染症
拡大の動向に注意しつつ感染拡大防止と規模縮小について検討しイベントを開催できるよう取り組んでいき
ます。

a．事例はない
b．事例がある b

【市民のニーズ】
　事業を取り巻く環境の変化等により、事業に対するニーズが薄れていないか？

H29年度：夢見ヶ崎動物公園基本計画を策定
H23～25年度：夢見ヶ崎公園魅力発信事業を実施（幸区）
H22年度：夢見ヶ崎公園魅力発信基本計画を策定(幸区)

具体的な見直し・改善内容
※過去に見直した履歴も記載

できる場合は記載

a．薄れていない
b．薄れている a

評価項目

必要性

☑ H 29 年度 □

事業を取り巻く社会環境の変化
（国・県・他団体の動向や法改正、規

制緩和など）

事業の見直し・改善内容

評価の理由

平成29年6月の都市公園法の一部改正により、民間の知恵や活力を活かした公園の賑わい創出の促進が求められています。

評価の理由

貢献度区分

A．貢献している
B．やや貢献している
C．貢献の度合いが薄い

B
施策への
貢献度

商店街連合会の協力により、ゆめみ車マルシェによる飲食サービスの提供や、サポーターミーティング実施
及びえさの時間の公表を実施し、地域の賑わいの創出をすることができたことから、一定程度の施策への
貢献はありました。

効率性
【質の向上】
　事業を適正な（過小でも、過大でもない）規模の人員体制・費用で行いながら、市民サービスや市役所内
部（職員・組織）の質の向上を図ることができる余地があるか？

・国内の公立動物園においては、飼育業務の委託化や指定管理者の導入を行っている施設があり、今後の施設整備や管理運営に
ついて、検討を進めていく必要があります。
・協働の取組を進め、来園者サービスの向上を図る必要があります。

a．余地はない
b．余地はある
c．既に実施済み

b

a．可能性はない
b．可能性はある b

有効性

市内唯一の動物園として野生動物の展示を通じた市民サービスの提供や環境学習の場として職業体験・インターンシップの受け入
れを継続していく必要があります。また他都市における民間等でサービスの提供状況を調査していく必要があります。

評価の理由

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止
Ⅵ．事業終了

Ⅲ

上記「有効性」の成果等を踏まえ左記区分を選んだ理由

新型コロナウイルス感染症の拡大の影響により、動物園まつりなどのイベントが中止となる中、地元商店街の協力によりゆめみ車マ
ルシェを実施するとともに、動物園まつりにおける地域の商店街連合会と連携した動物イラスト入りグッズの販売及びサポーター制
度による寄付の受入等、協働の取組を充実させ、夢見ヶ崎動物公園及び地域の魅力向上や賑わいの創出を図ることができたこと
から、成果は徐々に上がっています。

【成果】
　活動結果（活動指標等）に対し事業の成果（成果指標等）は順調に上がっているか？

【民間の活用】
　委託や指定管理者制度など、実施手法について民間活用によりコストを削減できる余地があるか？

【事業手法等の見直し】
　事業の成果を維持しながら、契約方法、仕様の見直しなどによる経費削減や事務手続きの見直しなどに
よる事務改善の可能性があるか？

【市が実施する必要性】
　他都市で、民間等でサービス提供している事例がないか？

評価

今後の事業
の方向性

実施結果（Ｄｏ）や評価（Ｃｈｅｃｋ）を踏まえた今後の方向性

a．上がっている
b,　徐々に上がっている
c．上がっていない
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事業の概要

市が直接実施 一部委託 全部委託・指定管理 ボランティア等との協働 その他

国・県の制度 国・県の制度＋市独自の制度 市独自の制度

※　人件費は、予算・決算における職員１人当たり人件費に、人工を乗じて算出

計　画　（Plan）

実施結果　（Do）

3,985 3,760

549,483

0 0 0

463,000 412,000

予算額 決算額 予算額 決算額 予算額 決算額(見込） 予算額 決算額

R2年度

693,432

256,126

797,441 701,038

説明

244

5

目標

実績

0718,337

当該年度の取組内容
（第2期実施計画に記載されている
具体的な当該年度の取組）

緑と水の豊かな環境をつくりだす政　　策

市域に残された緑地、里山を再生、保全し、次世代に継承する

当初計画からの変更箇所
（上記計画に記載されている内容か

ら変更となる取組）

成果
指標

R3年度R2年度R1年度

成果
指標

5

26

□

計画事業費 計画事業費

☑ □ ☑

特別緑地保全地区や緑の保全地域、緑地保全協定などの緑地保全制度により、緑地保全施策の
推進が図られた面積

予決算
（単位：
千円）

実施根拠 □ ☑ □

改革項目 課題名

事業の目的
（対象をどのような状態にしたいか）

政策体系

事業の対象
（事業の対象となる人、物）

事業の内容
（どういった業務内容で、どのような

手段で実施しているか）

上記「当該年度の取組内容」
に対する達成度

24,817

-

818,008

74,330

439,000

H30年度 R1年度 R3年度

計画事業費

920,411

24,817

実績
企業・教育機関等が保全管理活動に参加協力していただき、里山保全管理活動に関する協定書を
締結した緑地数

緑地保全制度で保全された樹林地で、散策などに市民が利用できる緑地数

目標

目標

実績

成果
指標

取組内容の実績等
（上記に掲げた取組内容に対し、「数
値等でより具体的に実績を示すことが
できる取組」、又は「未達成部分」若し
くは「より達成できた部分」を記載）

3

市民が利用できる緑地の箇所数

指標分類

1

2
説明

数値で事業の実績・効果等を把握できる指標　（指標の説明）

緑地保全面積

企業・教育機関等の参加による保全活動累計か所数

説明

280

249

6

5

26

27

実施形態 ☑

都市緑地法、川崎市緑の保全及び緑化の推進に関する条例、緑地保全事業要綱

総合計画と連携する計画等

（法令・要綱等）

都市計画マスタープラン,住宅基本計画,環境基本計画,水環境保全計画,緑の基本計画

人工（単位：人）

年度

事業費　A

一般財源

895,594

285,126

516,000

14,485

79,983

732,853

-

-

-

-

-

256,126 194,300

事務事業
事務事業コード

30303010

担　　当
組織コード 所属名

実施期間
事業終了年度 事務・サービス等

の分類

分類1（市民サービス等） 分類2（内部事務）

― その他 ―

531960 建設緑政局緑政部みどりの保全整備課

事務事業名 政策体系別計画の記載

緑地保全事業 有

事業開始年度

―

ha

か所

か所

27

－

H30年度目標・実績

ほぼ目標どおり達成できました。
①特別緑地保全地区等の緑地保全に向けた現状調査・地権者交渉については、緑地総合評価Ａランクの緑地を中心に、緑地の状
況や地権者情報等を調査し、交渉を行い特別緑地保全地区と緑の保全地域の指定を行いました。
　新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴い、土地所有者との交渉機会が激減したため、目標達成には至りませんでしたが、関
係機関と調整し緑地保全のパンフレットを緑地を所有している方々へ配布した結果、保全についての問い合わせが増えるなど緑地
保全の関心を高める効果がありました。今後、交渉のオンライン化等、多様な交渉方法等の検討を進めます。
②特別緑地保全地区における買入れ申出に伴う土地の取得については、買い入れ申し出に伴う土地の取得を行いました。
③斜面地の安全対策などの整備については、久末篭場谷特別緑地保全地区が完了し、神庭特別緑地保全地区に着手しました。ま
た、斜面地全体調査を行いました。
④企業や教育機関等の参加による保全活動の実施については、新型コロナウイルス感染症の拡大を受けて企業ＣＳＲ活動が縮小
していることから、協定の新規締結はできませんでしたが、緑地を利用した企業イベントや小学校の総合学習における協働の取組を
通じ、企業や教育機関等による保全活動を推進しました。今後、状況を鑑みながら協定の新規締結に向けて取り組んでいきます。
⑤市民利用のための施設整備については、久末イノ木特別緑地保全地区において園路等の整備を実施しました。

４．目標を下回った
５．目標を大きく下回った3

　１．目標を大きく上回って達成
　２．目標を上回って達成
　３．ほぼ目標どおり

276

246

285

－

7

－

5

単位

5

26

26

272

26

757,670

24,893

827,534

90,978

797,441 701,038

11,685 4,285 -

市域に残された緑地

緑地保全の推進により、市域の都市景観の向上、地球温暖化対策、生物多様性の保全等を図ります。

特別緑地保全地区等の緑地保全施策を推進するとともに、公有地化した緑地の管理施設や斜面安定施設等の整備を実施します。

①特別緑地保全地区等の緑地保全に向けた現状調査・地権者交渉
②特別緑地保全地区における買入れ申出に伴う土地の取得
③斜面地の安全対策等の実施（久末篭場谷特別緑地保全地区、多摩特別緑地保全地区、神庭特別緑地保全地区、斜面地全体調
査）
④企業や教育機関等の参加による保全活動の実施
⑤市民利用のための施設整備（久末イノ木特別緑地保全地区）

施　　策 多摩丘陵の保全

直接目標

2.93 2.93 2.93

574,388

24,905 24,905 24,905

-81,330 74,330 25,262

3,985

24,893 24,893

-

-

822,346

令和２年度　事務事業評価シート

人件費※　B

総コスト(A+B)

市債

その他特財

財
源
内
訳

国庫支出金 194,885

463,000 469,000

行財政改革第２期プログラム
に関連する課題名

802,641

256,126

463,000

9,185

74,330

793,115

323,042

797,441298,149

-

-

261,100
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評　価　（Check）

実施 （直近） 未実施

改　善　（Action）

今後の事業の方向性を
踏まえた次年度の計画上の

変更箇所

変更前
（次年度計画上
の記載）

変更後
（上記計画上の記載に
対する変更点）

変更の理由

b

方向性区分

a．余地はない
b．余地はある
c．既に実施済み

a

引き続き、目標達成に向け、保全に関する優先度の高い緑地総合評価に基づくＡランクの緑地を中心に交
渉を継続し、特別緑地保全地区や緑地保全協定等様々な制度を活用しながら、緑地の保全を図っていきま
す。しかし、土地所有者の高齢化や相続による売却、土地開発の需要増に対応するため、緑地保全施策の
周知と計画的な交渉手法の検討を進めます。

a．事例はない
b．事例がある a

【市民のニーズ】
　事業を取り巻く環境の変化等により、事業に対するニーズが薄れていないか？

H26年度：緑地総合評価における評価項目等の見直し
具体的な見直し・改善内容
※過去に見直した履歴も記載

できる場合は記載

a．薄れていない
b．薄れている a

評価項目

必要性

☑ H 26 年度 □

事業を取り巻く社会環境の変化
（国・県・他団体の動向や法改正、規

制緩和など）

事業の見直し・改善内容

評価の理由

市域に残された緑は依然として減少傾向であり、また、生物多様性や景観形成、ヒートアイランド現象の緩和など、緑地保全に対す
る市民の関心が拡大していることから、引き続き、緑地保全施策の進捗を図る必要があります。

評価の理由

貢献度区分

A．貢献している
B．やや貢献している
C．貢献の度合いが薄い

B
施策への
貢献度

緑地保全面積については緑地を所有する地権者に対し積極的に交渉を行ったことで、緑地保全施策の推
進を図ったことから、一定程度の施策への貢献はありました。

効率性
【質の向上】
　事業を適正な（過小でも、過大でもない）規模の人員体制・費用で行いながら、市民サービスや市役所内
部（職員・組織）の質の向上を図ることができる余地があるか？

・緑地の保全を図るには、緑地所有者の理解と協力が必要なため、引き続き、地道に交渉を継続する必要があります。

a．余地はない
b．余地はある
c．既に実施済み

c

a．可能性はない
b．可能性はある a

有効性

市域に残された樹林地は、環境や社会情勢の変化に伴い、依然として減少傾向を示しています。こうしたことから、引き続き、生物
多様性の観点などからも樹林地等の緑地を保全していく必要があります。

評価の理由

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止
Ⅵ．事業終了

Ⅱ

上記「有効性」の成果等を踏まえ左記区分を選んだ理由

緑地の所有者に対し積極的に交渉を行うことで、特別緑地保全地区の指定や緑地保全協定の締結などの緑地保全施策を行い、緑
地の保全を図りました。

【成果】
　活動結果（活動指標等）に対し事業の成果（成果指標等）は順調に上がっているか？

【民間の活用】
　委託や指定管理者制度など、実施手法について民間活用によりコストを削減できる余地があるか？

【事業手法等の見直し】
　事業の成果を維持しながら、契約方法、仕様の見直しなどによる経費削減や事務手続きの見直しなどに
よる事務改善の可能性があるか？

【市が実施する必要性】
　他都市で、民間等でサービス提供している事例がないか？

評価

今後の事業
の方向性

実施結果（Ｄｏ）や評価（Ｃｈｅｃｋ）を踏まえた今後の方向性

a．上がっている
b,　徐々に上がっている
c．上がっていない
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事業の概要

市が直接実施 一部委託 全部委託・指定管理 ボランティア等との協働 その他

国・県の制度 国・県の制度＋市独自の制度 市独自の制度

※　人件費は、予算・決算における職員１人当たり人件費に、人工を乗じて算出

計　画　（Plan）

実施結果　（Do）

令和２年度　事務事業評価シート

人件費※　B

総コスト(A+B)

市債

その他特財

財
源
内
訳

国庫支出金 0

0 0

行財政改革第２期プログラム
に関連する課題名

3,592

0

0

3,592

0

3,045

7,364

3,5922,946

-

-

0

7,339

4,420 4,420 4,420

-0 0 0

3,592

4,418 4,418

-

-

8,01237,464

4,418

8,010

0

3,592 2,921

3,045 2,921 -

市民、緑地

黒川・早野・岡上の緑地を適正に保全し、里地里山環境の次世代への継承を図ります。

緑と農の３大拠点である黒川、早野、岡上地区の緑地を地域住民や里山ボランティア等との協働により、良好な動植物の育成空間
として再生することで、里地里山環境を次世代に継承していきます。

①「黒川地区緑地保全活用基本計画」に基づく取組の推進 （地元住民と連携した樹林地の植生管理等 ）
②岡上、早野地区の市民・大学・小学校との連携による保全活動・環境教育の取組の推進

施　　策 多摩丘陵の保全

直接目標

0.52 0.52 0.52

事業開始年度

―

－

H30年度目標・実績

目標どおり達成できました。
①「黒川地区緑地保全活用基本計画」に基づく取組の推進については、黒川海道特別緑地保全地区及び伏越特別緑地保全地区
において、地元農業関係者等と連携した樹林地の植生管理等を実施しました。また、里山保全等の体験イベントなどの実施により、
地域の多様な主体と連携した取組を行いました。
②岡上、早野地区の市民・大学・小学校との連携による保全活動・環境教育の取組の推進 については、岡上小学校において隣接
する特別緑地保全地区を活用して環境教育を実施しました。また、早野梅ケ谷特別緑地保全地区においては、東京農業大学による
東柿生小学校への総合学習に協力しました。

４．目標を下回った
５．目標を大きく下回った3

　１．目標を大きく上回って達成
　２．目標を上回って達成
　３．ほぼ目標どおり

－

－

単位

-

-

0 0

事務事業
事務事業コード

30303020

担　　当
組織コード 所属名

実施期間
事業終了年度 事務・サービス等

の分類

分類1（市民サービス等） 分類2（内部事務）

― 施設の管理・運営 ―

531940 建設緑政局緑政部みどりの協働推進課

事務事業名 政策体系別計画の記載

里山再生事業 有

実施形態 □

総合計画と連携する計画等

（法令・要綱等）

都市計画マスタープラン,環境基本計画,水環境保全計画,緑の基本計画

人工（単位：人）

年度

事業費　A

一般財源

33,592

14,500

13,000

3,592

2,500

33,060

-

-

-

－

取組内容の実績等
（上記に掲げた取組内容に対し、「数
値等でより具体的に実績を示すことが
できる取組」、又は「未達成部分」若し
くは「より達成できた部分」を記載）

3

4
説明

指標分類

1

2
説明

数値で事業の実績・効果等を把握できる指標　（指標の説明）

説明

実績

目標

目標

実績

目標

実績

37,996

4,4044,404

-

7,463

0

0

H30年度 R1年度 R3年度

計画事業費

事業の目的
（対象をどのような状態にしたいか）

政策体系

事業の対象
（事業の対象となる人、物）

事業の内容
（どういった業務内容で、どのような

手段で実施しているか）

上記「当該年度の取組内容」
に対する達成度

R2年度R1年度

□

計画事業費 計画事業費

☑ □ ☑

予決算
（単位：
千円）

実施根拠 □ □ ☑

改革項目 課題名

説明

目標

実績

07,341

当該年度の取組内容
（第2期実施計画に記載されている
具体的な当該年度の取組）

緑と水の豊かな環境をつくりだす政　　策

市域に残された緑地、里山を再生、保全し、次世代に継承する

当初計画からの変更箇所
（上記計画に記載されている内容か

ら変更となる取組）

R3年度

3,592 2,921

2,919

0 0 0

0 0

予算額 決算額 予算額 決算額 予算額 決算額(見込） 予算額 決算額

R2年度

2,921

0

3,592 2,921
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評　価　（Check）

実施 （直近） 未実施

改　善　（Action）

a．上がっている
b,　徐々に上がっている
c．上がっていない

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止
Ⅵ．事業終了

Ⅱ

上記「有効性」の成果等を踏まえ左記区分を選んだ理由

リーディング事業対象地区である黒川地区においては「黒川地区緑地保全活用基本計画」に基づく取組として２緑地の一次環境整
備を行い、良好な動植物の育成空間として再生が進んでおり、他の２地区においては教育機関等との連携による維持管理活動や
環境学習を実施し、次世代への継承が進んでいることから、成果は徐々に上がっています。

【成果】
　活動結果（活動指標等）に対し事業の成果（成果指標等）は順調に上がっているか？

【民間の活用】
　委託や指定管理者制度など、実施手法について民間活用によりコストを削減できる余地があるか？

【事業手法等の見直し】
　事業の成果を維持しながら、契約方法、仕様の見直しなどによる経費削減や事務手続きの見直しなどに
よる事務改善の可能性があるか？

【市が実施する必要性】
　他都市で、民間等でサービス提供している事例がないか？

評価

今後の事業
の方向性

実施結果（Ｄｏ）や評価（Ｃｈｅｃｋ）を踏まえた今後の方向性

特別緑地保全地区等の公有地化された緑地が増える中で、生物多様性に配慮した適切な緑地の保全が必要とされており、市民協
働による管理体制の構築が重要となっています。

評価の理由

貢献度区分

A．貢献している
B．やや貢献している
C．貢献の度合いが薄い

A
施策への
貢献度

黒川地区においては、地元農業者と連携した緑地保全の取組を推進しており、多くの市民が楽しむことがで
きる緑地環境を維持しています。他地区においても、教育機関等の連携による維持管理活動を実施してお
り、子どもたちに緑の大切さを広める「緑育」の推進に貢献しています。

効率性
【質の向上】
　事業を適正な（過小でも、過大でもない）規模の人員体制・費用で行いながら、市民サービスや市役所内
部（職員・組織）の質の向上を図ることができる余地があるか？

民間活用によりコスト削減効果が見込まれる植生管理業務については、既に地元農業従事者によって構成されている団体に委託
を行うことで、通常の造園業者に委託する場合と比べ、安価な金額で履行しています。

a．余地はない
b．余地はある
c．既に実施済み

c

a．可能性はない
b．可能性はある a

有効性

開発等により市内の緑地は減少しており、緑と農の３大拠点である黒川、早野、岡上の緑地の保全の必要性は薄れていません。

評価の理由

具体的な見直し・改善内容
※過去に見直した履歴も記載

できる場合は記載

a．薄れていない
b．薄れている a

評価項目

必要性

☑ H 27 年度 □

事業を取り巻く社会環境の変化
（国・県・他団体の動向や法改正、規

制緩和など）

事業の見直し・改善内容

評価の理由

H27年度：農地を含めた事業を展開していましたが、特別緑地保全地区の公有化が進んだことにより、緑地に特化した施策に見直し
ました。

a

【市民のニーズ】
　事業を取り巻く環境の変化等により、事業に対するニーズが薄れていないか？

今後の事業の方向性を
踏まえた次年度の計画上の

変更箇所

変更前
（次年度計画上
の記載）

変更後
（上記計画上の記載に
対する変更点）

変更の理由

b

方向性区分

a．余地はない
b．余地はある
c．既に実施済み

a

黒川地区においては、作成した基本計画に基づき、地元農業従事者による一次環境整備から緑のボラン
ティアの参画拡大を推進していきます。また、麻生区役所企画課及び経済労働局農地課と連携を図り、里
山の資源を活用したモノづくり体験等、イベント内容の拡充等を進めます。

a．事例はない
b．事例がある
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事業の概要

市が直接実施 一部委託 全部委託・指定管理 ボランティア等との協働 その他

国・県の制度 国・県の制度＋市独自の制度 市独自の制度

※　人件費は、予算・決算における職員１人当たり人件費に、人工を乗じて算出

計　画　（Plan）

実施結果　（Do）

5,000 5,000

59,188

0 0 0

0 0

予算額 決算額 予算額 決算額 予算額 決算額(見込） 予算額 決算額

R2年度

66,449

0

75,874 67,206

説明

4

目標

実績

0112,349

当該年度の取組内容
（第2期実施計画に記載されている
具体的な当該年度の取組）

緑と水の豊かな環境をつくりだす政　　策

多くの市民が「憩い」「遊び」「学ぶ」多摩川の魅力を高める

当初計画からの変更箇所
（上記計画に記載されている内容か

ら変更となる取組）

活動
指標

R3年度R2年度R1年度

□

計画事業費 計画事業費

□ □ □

河川敷内の野球場やサッカー場等の整備箇所数

予決算
（単位：
千円）

実施根拠 □ □ ☑

改革項目 課題名

事業の目的
（対象をどのような状態にしたいか）

政策体系

事業の対象
（事業の対象となる人、物）

事業の内容
（どういった業務内容で、どのような

手段で実施しているか）

上記「当該年度の取組内容」
に対する達成度

53,361

-

117,757

70,874

0

H30年度 R1年度 R3年度

計画事業費

179,441

53,361

実績

目標

目標

実績

取組内容の実績等
（上記に掲げた取組内容に対し、「数
値等でより具体的に実績を示すことが
できる取組」、又は「未達成部分」若し
くは「より達成できた部分」を記載）

3

指標分類

1

2
説明

数値で事業の実績・効果等を把握できる指標　（指標の説明）

運動施設の補修・改修

説明

3

5

実施形態 ☑

総合計画と連携する計画等

（法令・要綱等）

都市計画マスタープラン,環境基本計画,水環境保全計画,緑の基本計画,新多摩川プラン,自転車活用推進計画,スポーツ推進計画

人工（単位：人）

年度

事業費　A

一般財源

取組2(2)市民サービス向上に向けた民間部門の活用

126,080

0

55,000

5,000

66,080

122,173

-

-

-

-

-

0 0

事務事業
事務事業コード

30305010

担　　当
組織コード 所属名

実施期間
事業終了年度 事務・サービス等

の分類

分類1（市民サービス等） 分類2（内部事務）

― その他 政策推進計画等（策定・進行管理）

531970 建設緑政局緑政部多摩川施策推進課

事務事業名 政策体系別計画の記載

多摩川プラン推進事業 有

事業開始年度

―

箇所

－

H30年度目標・実績

目標を上回って達成できました。
①多摩川河川敷の運動施設等の再整備については、令和元年東日本台風被害の復旧に伴い、適切な財源措置と人員配置によ
り、上平間サッカー場、古市場多目的広場、古市場少年野球場、陸上競技場を含む、目標の３箇所を上回る５箇所の施設で再整備
を行いました。
②多摩川河川敷のサイクリングコースの延伸整備については、小向地区でアスファルト舗装による整備を行いました。
③民間活力の導入による取組の推進については、多摩川緑地バーベキュー広場で指定管理者が地元商店会と連携・協力した「花
火イベント」の開催や、周辺地域のごみ拾い、駅周辺の誘導等の地域貢献を行いました。その他、新型コロナウイルス感染症の感
染拡大を受けて、感染拡大防止や３密回避のため、消毒、検温等を実施するとともに、予約制、人数制限など利用方法の変更を行
いました。
④市民や流域自治体との協働・連携による取組の推進については、地元町会や東京都、国等で構成されている「丸子橋周辺バー
ベキューに関する連絡会」での議論により、国の管理地を市が一時占用することで、無秩序なバーベキュー利用を規制し、地域の課
題解決を図るなど、協働・連携の取組を推進しました。
⑤イベント等による魅力向上に向けた取組の実施については、「LOW MISTU PARK FES」や「モルック体験会＆練習会」等のイベン
ト支援を行い、魅力向上に向けた取組を推進しました。

４．目標を下回った
５．目標を大きく下回った2

　１．目標を大きく上回って達成
　２．目標を上回って達成
　３．ほぼ目標どおり

3

3

3

－

－

単位

3

175,534

44,009

119,883

62,206

75,874 67,206

5,000 5,000 -

市民

多摩川の環境資源を活かして、憩いの場、遊びの場となる施設の充実を進め、多摩川の魅力向上を図ります。

「新多摩川プラン」に基づき、多摩川緑地の運動施設や便益施設の充実、再整備を行うとともに、サイクリングコースの充実や延伸
などに取り組みます。

①多摩川河川敷の運動施設等の再整備（古市場多目的広場、古市場少年野球場）
②多摩川河川敷のサイクリングコースの延伸整備（小向地区）
③民間活力の導入による取組の推進（多摩川緑地バーベキュー広場（二子橋）の適正な運営、賑わい創出に向けた取組、利用環
境向上に向けた取組）
④市民や流域自治体との協働・連携による取組の推進
⑤イベント等による魅力向上に向けた取組の実施

施　　策 多摩川の魅力を活かす総合的な取組の推進

直接目標

6.3 5.18 5.4

105,088

45,900 45,900 45,900

-68,748 70,874 61,449

5,000

44,009 44,009

-

-

121,774

令和２年度　事務事業評価シート

人件費※　B

総コスト(A+B)

市債

その他特財

財
源
内
訳

国庫支出金

10 多摩川の利活用によるにぎわいの創出と地域活性化策の検討

0

0 0

行財政改革第２期プログラム
に関連する課題名

75,874

0

0

5,000

70,874

73,748

136,764

75,87492,755

-

-

0
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評　価　（Check）

実施 （直近） 未実施

改　善　（Action）

今後の事業の方向性を
踏まえた次年度の計画上の

変更箇所

変更前
（次年度計画上
の記載）

変更後
（上記計画上の記載に
対する変更点）

変更の理由

a

方向性区分

a．余地はない
b．余地はある
c．既に実施済み

a

多摩川の利活用については、平成27年度に策定した「新多摩川プラン」に基づき施策を推進しているところ
ですが、さらなる魅力向上のため、丸子橋周辺の新たな利活用に向けた社会実験などにより、多摩川のポ
テンシャルを最大限に活用する取組を推進していきます。
運動施設については、令和元年東日本台風被害の復旧工事に伴い、概ね再整備を行いましたが、減災に
向けたマラソンコース（緊急用河川敷道路）の舗装や、運動施設の設備改修、また、新型コロナウイルス感
染症によるオープンスペースへの需要増大に対応すべく、かわさき多摩川ふれあいロードの拡幅整備や運
動施設の再整備等の取組を推進していきます。

a．事例はない
b．事例がある b

【市民のニーズ】
　事業を取り巻く環境の変化等により、事業に対するニーズが薄れていないか？

H27年度：「新多摩川プラン」を策定
具体的な見直し・改善内容
※過去に見直した履歴も記載

できる場合は記載

a．薄れていない
b．薄れている a

評価項目

必要性

☑ H 27 年度 □

事業を取り巻く社会環境の変化
（国・県・他団体の動向や法改正、規

制緩和など）

事業の見直し・改善内容

評価の理由

まちづくりに川崎の優れたポテンシャルである多摩川との融合が期待されているところです。

評価の理由

貢献度区分

A．貢献している
B．やや貢献している
C．貢献の度合いが薄い

A
施策への
貢献度

令和元年東日本台風災害の復旧工事に伴い、各運動施設の再整備を行い、成果指標である「河川敷内の
野球場やサッカー場等の整備箇所数」は目標を上回ったことから、施策への貢献はありました。また、「新多
摩川プラン」に基づき、サイクリングコースの愛称変更等による利用環境向上や「モルック体験会＆練習会」
などのイベント等による魅力向上など、順調に取組を実施できたことから、施策への貢献はありました。

効率性
【質の向上】
　事業を適正な（過小でも、過大でもない）規模の人員体制・費用で行いながら、市民サービスや市役所内
部（職員・組織）の質の向上を図ることができる余地があるか？

平成27年度に策定した「新多摩川プラン」を踏まえ、更なる魅力向上を図るため、民間活力を導入した賑わいの場の創出を検討する
必要があります。

a．余地はない
b．余地はある
c．既に実施済み

b

a．可能性はない
b．可能性はある a

有効性

多摩川のポテンシャルを最大限に活用する取組が求められているため、民間活力を導入した付加価値の高い、より開かれた利活
用を通じて地域のまちづくりを推進する必要があります。

評価の理由

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止
Ⅵ．事業終了

Ⅱ

上記「有効性」の成果等を踏まえ左記区分を選んだ理由

河川敷内の運動施設等を目標を上回る５箇所を整備したことで、憩いの場、遊びの場となる施設の充実を進め、多摩川の魅力が向
上しました。

【成果】
　活動結果（活動指標等）に対し事業の成果（成果指標等）は順調に上がっているか？

【民間の活用】
　委託や指定管理者制度など、実施手法について民間活用によりコストを削減できる余地があるか？

【事業手法等の見直し】
　事業の成果を維持しながら、契約方法、仕様の見直しなどによる経費削減や事務手続きの見直しなどに
よる事務改善の可能性があるか？

【市が実施する必要性】
　他都市で、民間等でサービス提供している事例がないか？

評価

今後の事業
の方向性

実施結果（Ｄｏ）や評価（Ｃｈｅｃｋ）を踏まえた今後の方向性

a．上がっている
b,　徐々に上がっている
c．上がっていない

61



事業の概要

市が直接実施 一部委託 全部委託・指定管理 ボランティア等との協働 その他

国・県の制度 国・県の制度＋市独自の制度 市独自の制度

※　人件費は、予算・決算における職員１人当たり人件費に、人工を乗じて算出

計　画　（Plan）

実施結果　（Do）

令和２年度　事務事業評価シート

人件費※　B

総コスト(A+B)

市債

その他特財

財
源
内
訳

国庫支出金 0

0 0

行財政改革第２期プログラム
に関連する課題名

17,748

0

0

727

17,021

17,418

45,885

17,74817,084

-

-

0

46,945

29,240 29,240 29,240

-16,685 17,021 16,985

727

28,801 28,801

-

-

46,988

40,000

55,913

28,801

46,549

15,840

17,748 16,279

733 908 -

市民

多摩川を、子どもたちの豊かな心と身体を育成する場、市民や各種団体が交流を進める場として活用することで、多摩川の魅力向
上を図ります。

新多摩川プランに基づき、市民活動のネットワークを活かすとともに、国や近隣自治体、庁内関係部局などと連携を図って、歴史的
資源の活用、環境学習、流域連携・協働事業の取組を推進します。

①水辺の楽校の活動支援の実施
②水辺の楽校、渡しの復活など、流域自治体との協働連携の取組の実施
③二ヶ領せせらぎ館や大師河原水防センターによる情報発信の実施

施　　策 多摩川の魅力を活かす総合的な取組の推進

直接目標

4.38 3.39 3.44

事業開始年度

―

人

－

H30年度目標・実績

ほぼ目標どおり達成できました。
①水辺の楽校の活動支援の実施については、各楽校合計12回の自然体験活動の支援を行いました。
②水辺の楽校、渡しの復活など、流域自治体との協働・連携の取組の実施については、福生市の協力を得て「上流体験」を実施し
ました。その他、新型コロナウイルス感染症拡大の影響を受けて、様々なイベントが中止となりましたが、「丸子の渡し祭り」について
は、事業の継続性をPRするため、護岸完成記念式典を行うとともに、渡し祭りの歴史などの動画作成・配信を行いました。また、「多
摩川水辺の楽校シンポジウム川崎」については、家庭でも学習・体験ができるよう、各楽校と連携を図り、発表動画の作成・配信や
ワークショップ動画の作成・配布などオンライン等を活用しました。流域懇談会では、Web会議を行うなど来年度に向けて流域団体と
様々な意見交換を行いました。
③二ヶ領せせらぎ館や大師河原水防センターによる情報発信の実施については、新型コロナウイルス感染症拡大の影響を受けて、
施設を一時閉館したこともあり、来館者数は目標の40,000人に届きませんでしたが、消毒、検温、換気等の感染防止対策を徹底し、
多摩川の生き物展示、環境学習、情報誌の発行を行いました。さらには、二ヶ領せせらぎ館へ寄贈された珍しいナマズの名前を広く
募集することにより、多摩川の魅力を発信しました。今後も多摩川の資源を活かしながら、状況に応じて環境学習やイベント等をオ
ンラインで実施するなど継続して取組を進めます。

４．目標を下回った
５．目標を大きく下回った3

　１．目標を大きく上回って達成
　２．目標を上回って達成
　３．ほぼ目標どおり

40,000

37,997

40,000

－

－

単位

-

-

0 0

事務事業
事務事業コード

30305020

担　　当
組織コード 所属名

実施期間
事業終了年度 事務・サービス等

の分類

分類1（市民サービス等） 分類2（内部事務）

― 参加・協働の場 ―

531970 建設緑政局緑政部多摩川施策推進課

事務事業名 政策体系別計画の記載

多摩川市民協働推進事業 有

実施形態 □

総合計画と連携する計画等

（法令・要綱等）

都市計画マスタープラン,緑の基本計画,新多摩川プラン,文化芸術振興計画

人工（単位：人）

年度

事業費　A

一般財源

17,748

0

0

727

17,021

18,814

-

-

-

40,000

31,489

取組内容の実績等
（上記に掲げた取組内容に対し、「数
値等でより具体的に実績を示すことが
できる取組」、又は「未達成部分」若し
くは「より達成できた部分」を記載）

3

指標分類

1

2
説明

数値で事業の実績・効果等を把握できる指標　（指標の説明）

多摩川の情報発信拠点施設の来館者数

説明

実績

目標

目標

実績

54,847

37,09937,099

-

46,219

17,021

0

H30年度 R1年度 R3年度

計画事業費

事業の目的
（対象をどのような状態にしたいか）

政策体系

事業の対象
（事業の対象となる人、物）

事業の内容
（どういった業務内容で、どのような

手段で実施しているか）

上記「当該年度の取組内容」
に対する達成度

R2年度R1年度

□

計画事業費 計画事業費

□ ☑ ☑

二ヶ領せせらぎ館及び大師河原水防センターの来館者数

予決算
（単位：
千円）

実施根拠 □ ☑ □

改革項目 課題名

説明

40,732

目標

実績

047,133

当該年度の取組内容
（第2期実施計画に記載されている
具体的な当該年度の取組）

緑と水の豊かな環境をつくりだす政　　策

多くの市民が「憩い」「遊び」「学ぶ」多摩川の魅力を高める

当初計画からの変更箇所
（上記計画に記載されている内容か

ら変更となる取組）

活動
指標

R3年度

727 439

17,705

0 0 0

0 0

予算額 決算額 予算額 決算額 予算額 決算額(見込） 予算額 決算額

R2年度

17,893

0

17,748 16,279
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評　価　（Check）

実施 （直近） 未実施

改　善　（Action）

a．上がっている
b,　徐々に上がっている
c．上がっていない

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止
Ⅵ．事業終了

Ⅱ

上記「有効性」の成果等を踏まえ左記区分を選んだ理由

新型コロナウイルス感染拡大の影響を受けて、「情報発信拠点施設の来館者数」は減少しましたが、環境学習、イベントへの関心の
高さや水辺の楽校の活発な活動状況等、多摩川の魅力発信が徐々に市民に浸透しているといえます。市民や流域自治体等ととも
に役割と責任を担い協働することで効果をさらに高めることができる余地があります。

【成果】
　活動結果（活動指標等）に対し事業の成果（成果指標等）は順調に上がっているか？

【民間の活用】
　委託や指定管理者制度など、実施手法について民間活用によりコストを削減できる余地があるか？

【事業手法等の見直し】
　事業の成果を維持しながら、契約方法、仕様の見直しなどによる経費削減や事務手続きの見直しなどに
よる事務改善の可能性があるか？

【市が実施する必要性】
　他都市で、民間等でサービス提供している事例がないか？

評価

今後の事業
の方向性

実施結果（Ｄｏ）や評価（Ｃｈｅｃｋ）を踏まえた今後の方向性

渡し場復活事業への参加者や環境学習のニーズの増加など、多摩川での活動への市民ニーズは増加しています。

評価の理由

貢献度区分

A．貢献している
B．やや貢献している
C．貢献の度合いが薄い

A
施策への
貢献度

新多摩川プランに基づき、市民、国や近隣自治体、庁内関係部署等と連携を進め、コロナ禍においても開
催方法の変更など臨機応変に対応し、新たな上流自治体との連携事業や、水辺の楽校3校の合同イベント
等を実施しました。また、丸子の渡し祭りについては開催中止となりましたが、過去の画像等から動画を作
成してオンラインで配信することにより、渡し場の歴史の継承をPRしました。このほか各種取組において多
摩川が持つ様々な資源を活用し、環境学習や体験活動の場とすること等により、多摩川の潜在的な価値の
情報発信を行い、市民へ魅力を伝えることができたことから、施策への貢献はありました。

効率性
【質の向上】
　事業を適正な（過小でも、過大でもない）規模の人員体制・費用で行いながら、市民サービスや市役所内
部（職員・組織）の質の向上を図ることができる余地があるか？

二ヶ領せせらぎ館、大師河原水防センターの運営や環境学習、イベント等をNPO法人へ委託しており、コスト削減につながっていま
す。今後も効率化の余地を検討しながら進めます。

a．余地はない
b．余地はある
c．既に実施済み

c

a．可能性はない
b．可能性はある b

有効性

多摩川に関する事業への市民の興味・関心が高まっており、引き続き、事業を推進することによって「ふるさとの川・多摩川」を定着
させることができ、市民ニーズに対応することとなります。歴史・文化・自然等の資源を活かして、より魅力的で豊かな多摩川を育ん
でいくためには、市が国や流域自治体、市民団体等と連携を進め、協働の取組を推進していくことが必要です。

評価の理由

具体的な見直し・改善内容
※過去に見直した履歴も記載

できる場合は記載

a．薄れていない
b．薄れている a

評価項目

必要性

☑ R 1 年度 □

事業を取り巻く社会環境の変化
（国・県・他団体の動向や法改正、規

制緩和など）

事業の見直し・改善内容

評価の理由

R１年度：多摩川水辺の楽校シンポジウム川崎において、活動発表に加え、ワークショップを実施し座学だけでなく実際に体験・実験
を行うことで、より多摩川を知り・学ぶ機会の創出を行いました。
H30年度：丸子の渡し祭と同時にeボート体験を開催するなど、より効果的な事業実施を行いました。

a

【市民のニーズ】
　事業を取り巻く環境の変化等により、事業に対するニーズが薄れていないか？

今後の事業の方向性を
踏まえた次年度の計画上の

変更箇所

変更前
（次年度計画上
の記載）

変更後
（上記計画上の記載に
対する変更点）

変更の理由

b

方向性区分

a．余地はない
b．余地はある
c．既に実施済み

c

多摩川を「ふるさとの川」として市民に愛される場とするためには、継続した活動が必要であり、成28年3月
に策定された「新多摩川プラン」に基づき、水辺の楽校の活動支援や「上流体験」「流域歴史セミナー」など
のイベントを流域自治体と協働・連携して実施するなど、行政と市民が一体となった取組を進めていきます。
また、新型コロナウイルス感染症拡大の影響を踏まえ、消毒・検温や開催方法の工夫など感染症対策を徹
底し、市民が安心して参加できる環境学習や体験活動の場を提供するとともに、オンラインの活用などデジ
タル化を検討しながら、社会変容を見据えた取組を進めていきます。

a．事例はない
b．事例がある
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事業の概要

市が直接実施 一部委託 全部委託・指定管理 ボランティア等との協働 その他

国・県の制度 国・県の制度＋市独自の制度 市独自の制度

※　人件費は、予算・決算における職員１人当たり人件費に、人工を乗じて算出

計　画　（Plan）

実施結果　（Do）

0 14,581

5,981,068

0 0 0

0 36,000

予算額 決算額 予算額 決算額 予算額 決算額(見込） 予算額 決算額

R2年度

8,779,780

2,163,650

0 89,206

説明

目標

実績

08,833,160

当該年度の取組内容
（第2期実施計画に記載されている
具体的な当該年度の取組）

臨海部を活性化する政　　策

臨海部の立地企業を増やし、生産活動を活発にする

当初計画からの変更箇所
（上記計画に記載されている内容か

ら変更となる取組）

R3年度R2年度R1年度

□

計画事業費 計画事業費

□ □ □

予決算
（単位：
千円）

実施根拠 ☑ □ □

改革項目 課題名

事業の目的
（対象をどのような状態にしたいか）

政策体系

事業の対象
（事業の対象となる人、物）

事業の内容
（どういった業務内容で、どのような

手段で実施しているか）

上記「当該年度の取組内容」
に対する達成度

45,907

-

6,156,740

0

1,116,000

H30年度 R1年度 R3年度

計画事業費

4,921,795

45,907

実績

目標

目標

実績

目標

実績

取組内容の実績等
（上記に掲げた取組内容に対し、「数
値等でより具体的に実績を示すことが
できる取組」、又は「未達成部分」若し
くは「より達成できた部分」を記載）

3

4
説明

指標分類

1

2
説明

数値で事業の実績・効果等を把握できる指標　（指標の説明）

説明

－

実施形態 ☑

都市計画法、道路法、都市再生特別措置法

総合計画と連携する計画等

（法令・要綱等）

国際施策推進プラン,まち・ひと・しごと創生総合戦略,都市計画マスタープラン,総合都市交通計画,道路整備プログラム,自転車活用
推進計画,新・かわさき観光振興プラン

人工（単位：人）

年度

事業費　A

一般財源

4,875,888

1,504,250

1,136,000

2,060,512

175,126

7,161,712

-

-

-

-

-

0 0

事務事業
事務事業コード

40401050

担　　当
組織コード 所属名

実施期間
事業終了年度 事務・サービス等

の分類

分類1（市民サービス等） 分類2（内部事務）

令和２年度 その他 ―

531870 建設緑政局広域道路整備室

事務事業名 政策体系別計画の記載

羽田連絡道路整備事業 有

事業開始年度

平成26年度

－

H30年度目標・実績

目標を下回りました。
①羽田連絡道路の整備推進については、令和元年東日本台風の影響に伴う多摩川の土砂堆積により上部工工事が中断したこと
などから、開通目標を令和３年度内に延期したことについて、４月の常任委員会にて報告しました。なお、４月には上部工工事を再
開し、本年度末には多摩川を渡る橋桁の架設が概ね完了するなど、着実に工事を推進しました。また、大規模な現場作業の機会や
橋梁名称の公募などを活用した広報展開により、本事業やキングスカイフロントの認知度向上を図るとともに、本市のPRに貢献しま
した。

４．目標を下回った
５．目標を大きく下回った4

　１．目標を大きく上回って達成
　２．目標を上回って達成
　３．ほぼ目標どおり

－

－

単位

7,207,619

54,544

8,108,291

38,625

0 89,206

3,345,563 4,359,116 -

羽田連絡道路

キングスカイフロントと羽田空港周辺の連携を強化し、我が国の経済の発展を牽引する成長戦略拠点の形成を図ります。

キングスカイフロントと羽田空港周辺の一体的な拠点形成に寄与する羽田連絡道路の整備を、国、東京都や大田区などの関係自
治体と連携を図りながら取組を進めます。

①羽田連絡道路の工事完成

施　　策 臨海部の戦略的な産業集積と基盤整備

直接目標

5.42 6.42 6.28

6,034,448

53,380 53,380 53,380

-85,933 179,731 257,164

4,109,666

54,544 54,544

-

-

8,017,427

令和２年度　事務事業評価シート

人件費※　B

総コスト(A+B)

市債

その他特財

財
源
内
訳

国庫支出金 2,149,500

1,511,000 2,014,000

行財政改革第２期プログラム
に関連する課題名

8,053,747

2,119,500

1,450,000

4,311,333

172,914

6,102,196

8,068,333

7,964,0478,013,789

-

-

1,554,700
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評　価　（Check）

実施 （直近） 未実施

改　善　（Action）

今後の事業の方向性を
踏まえた次年度の計画上の

変更箇所

変更前
（次年度計画上
の記載）

①羽田連絡道路のモニタリング調査

変更後
（上記計画上の記載に
対する変更点）

①羽田連絡道路の工事完了［変更］

変更の理由 ①令和元年東日本台風の影響に伴う多摩川の土砂堆積により上部工工事が中断した等のため

b

方向性区分

a．余地はない
b．余地はある
c．既に実施済み

a

羽田連絡道路は、国主催の「羽田空港周辺・京浜臨海部連携強化推進委員会」において、2020年を目指し
た成長戦略拠点の形成を支えるインフラとして、本市と東京都、国土交通省が協力して事業に取り組んでい
くことが確認されています。平成29年6月から工事に着手し、その過程において、令和元年東日本台風の影
響に伴う多摩川の土砂堆積により上部工工事が中断したことなどから、開通目標を令和３年度内に延期し
たことについて、４月の常任委員会にて報告しました。今年度は、４月には上部工工事を再開し、２月には
多摩川を渡る橋桁の架設が概ね完了したところです。引き続き、令和３年度内の開通に向けて、着実に工
事を推進していきます。

a．事例はない
b．事例がある a

【市民のニーズ】
　事業を取り巻く環境の変化等により、事業に対するニーズが薄れていないか？

具体的な見直し・改善内容
※過去に見直した履歴も記載

できる場合は記載

a．薄れていない
b．薄れている a

評価項目

必要性

□ H 年度 ☑

事業を取り巻く社会環境の変化
（国・県・他団体の動向や法改正、規

制緩和など）

事業の見直し・改善内容

評価の理由

羽田連絡道路は、国主催の「羽田空港周辺・京浜臨海部連携強化推進委員会」において、令和2年を目指した成長戦略拠点の形成
を支えるインフラとして、本市と東京都、国土交通省が協力して事業に取り組んでいくことが確認されています。さらに、平成28年11
月に特定都市再生緊急整備地域が拡大され、羽田連絡道路の整備が地域整備方針に位置づけられました。

評価の理由

貢献度区分

A．貢献している
B．やや貢献している
C．貢献の度合いが薄い

B
施策への
貢献度

キングスカイフロントと羽田空港周辺の連携を強化し、我が国の経済の発展を牽引する成長戦略拠点の形
成を支えるインフラとして羽田連絡道路の取組を進めており、平成29年6月に工事着手し、整備を推進して
います。なお、令和元年東日本台風の影響を受け開通目標を延期したものの、大規模な現場作業の機会
や橋梁名称の公募などを活用した広報展開により、本事業やキングスカイフロントの認知度向上を図るとと
もに、本市のPRに貢献しました。

効率性
【質の向上】
　事業を適正な（過小でも、過大でもない）規模の人員体制・費用で行いながら、市民サービスや市役所内
部（職員・組織）の質の向上を図ることができる余地があるか？

入札・契約方式として、設計段階から施工者が有する新技術新工法やノウハウの活用が図られ、かつ、設計段階から施工の準備を
進めることにより工期の短縮を図ることが可能となる「設計・施工一括発注方式（総合評価一般競争入札）」により発注し、工事契約
を締結するとともに、引き続き、整備工事を推進しています。

a．余地はない
b．余地はある
c．既に実施済み

c

a．可能性はない
b．可能性はある a

有効性

キングスカイフロントと羽田空港周辺の連携を強化し、我が国の経済の発展を牽引する成長戦略拠点の形成を支えるインフラとし
て、連絡道路の整備を進める必要があります。

評価の理由

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止
Ⅵ．事業終了

Ⅰ

上記「有効性」の成果等を踏まえ左記区分を選んだ理由

羽田連絡道路の整備推進については、令和元年東日本台風の影響に伴う多摩川の土砂堆積により上部工工事が中断したことなど
から、開通目標を令和３年度内に延期し目標は下回ったものの、大規模な現場作業の機会や橋梁名称の公募などを活用した広報
展開により、本事業やキングスカイフロントの認知度向上の成果が上がっていることから、成果は徐々に上がっています。

【成果】
　活動結果（活動指標等）に対し事業の成果（成果指標等）は順調に上がっているか？

【民間の活用】
　委託や指定管理者制度など、実施手法について民間活用によりコストを削減できる余地があるか？

【事業手法等の見直し】
　事業の成果を維持しながら、契約方法、仕様の見直しなどによる経費削減や事務手続きの見直しなどに
よる事務改善の可能性があるか？

【市が実施する必要性】
　他都市で、民間等でサービス提供している事例がないか？

評価

今後の事業
の方向性

実施結果（Ｄｏ）や評価（Ｃｈｅｃｋ）を踏まえた今後の方向性

a．上がっている
b,　徐々に上がっている
c．上がっていない
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事業の概要

市が直接実施 一部委託 全部委託・指定管理 ボランティア等との協働 その他

国・県の制度 国・県の制度＋市独自の制度 市独自の制度

※　人件費は、予算・決算における職員１人当たり人件費に、人工を乗じて算出

計　画　（Plan）

実施結果　（Do）

2,283 1,825

1,379,144

0 0 0

2,907,000 1,400,000

予算額 決算額 予算額 決算額 予算額 決算額(見込） 予算額 決算額

R2年度

1,653,756

0

3,234,164 1,403,650

説明

18

目標

実績

01,672,116

当該年度の取組内容
（第2期実施計画に記載されている
具体的な当該年度の取組）

総合的な交通体系を構築する政　　策

首都圏における円滑な交通網を整える

当初計画からの変更箇所
（上記計画に記載されている内容か

ら変更となる取組）

活動
指標

R3年度R2年度R1年度

☑

計画事業費 計画事業費

□ □ □

国道３５７号など直轄国道の整備促進に向けた、国道事務所との協議調整回数

予決算
（単位：
千円）

実施根拠 ☑ □ □

改革項目 課題名

事業の目的
（対象をどのような状態にしたいか）

政策体系

事業の対象
（事業の対象となる人、物）

事業の内容
（どういった業務内容で、どのような

手段で実施しているか）

上記「当該年度の取組内容」
に対する達成度

18,295

-

602,042

324,881

580,000

H30年度 R1年度 R3年度

計画事業費

552,459

18,295

実績

目標

目標

実績

目標

実績

取組内容の実績等
（上記に掲げた取組内容に対し、「数
値等でより具体的に実績を示すことが
できる取組」、又は「未達成部分」若し
くは「より達成できた部分」を記載）

3

4
説明

指標分類

1

2
説明

数値で事業の実績・効果等を把握できる指標　（指標の説明）

国等関係機関との協議調整回数

説明

－

8

15

実施形態 □

道路法５０条

総合計画と連携する計画等

（法令・要綱等）

まち・ひと・しごと創生総合戦略,都市計画マスタープラン,緑の基本計画,総合都市交通計画

人工（単位：人）

年度

事業費　A

一般財源

534,164

0

530,000

2,283

1,881

505,716

-

-

-

-

-

0 0

事務事業
事務事業コード

40701030

担　　当
組織コード 所属名

実施期間
事業終了年度 事務・サービス等

の分類

分類1（市民サービス等） 分類2（内部事務）

― その他 ―

531870 建設緑政局広域道路整備室

事務事業名 政策体系別計画の記載

広域幹線道路整備促進事業 有

事業開始年度

―

回

－

H30年度目標・実績

目標どおり達成できました。
①については、国が国道409号の道路改良工事や国道246号の電線共同溝工事などを進めました。
②については、国がトンネル部の詳細設計の実施や、トンネル立坑部の用地取得と工事発注を行い、令和3年度からの工事着手に
向けた取組を進めました。
③については、対策の検討、実施について国等への要望活動を実施しました。
④については、導入後の効果検証や利用者の利便性向上策の検討など、国等へ要望活動を実施しました。

４．目標を下回った
５．目標を大きく下回った3

　１．目標を大きく上回って達成
　２．目標を上回って達成
　３．ほぼ目標どおり

8

15

8

－

－

単位

8

524,011

18,351

3,252,515

1,825

3,234,164 1,403,650

1,810 1,875 -

直轄国道（１、15、246、357、409号）及び首都圏の高速道路

広域的な幹線道路網の整備を促進し、首都圏全体の都市構造の形成や本市の交通機能強化を図ります。

国等関係機関と協議・調整を行い、広域的な幹線道路の整備等を促進します。

①国道409号ほか4路線の整備等に向けた協議調整
②国道357号(多摩川トンネル区間）の整備促進
③川崎駅周辺の交通円滑化に向けた協議調整
④高速道路の利用促進に向けた効果的・効率的な料金施策導入に向けた調整

施　　策 広域的な交通網の整備

直接目標

2.16 2.16 2.16

1,397,504

18,360 18,360 18,360

-1,881 324,881 1,881

2,283

18,351 18,351

-

-

3,252,524

令和２年度　事務事業評価シート

人件費※　B

総コスト(A+B)

市債

その他特財

財
源
内
訳

国庫支出金 0

2,907,000 1,650,000

行財政改革第２期プログラム
に関連する課題名

3,234,164

0

2,907,000

2,283

324,881

583,691

453,819

3,234,164435,468

-

-

0
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評　価　（Check）

実施 （直近） 未実施

改　善　（Action）

今後の事業の方向性を
踏まえた次年度の計画上の

変更箇所

変更前
（次年度計画上
の記載）

変更後
（上記計画上の記載に
対する変更点）

変更の理由

b

方向性区分

a．余地はない
b．余地はある
c．既に実施済み

b

国道357号の多摩川トンネルについては、来年度からの工事着手に向け、トンネル部の詳細設計や事業用
地取得、工事発注などが行われており、引き続き広域的な幹線道路網の整備促進に向けて国等関係機関
との協議・調整を進めます。また、川崎駅周辺の交通円滑化や高速道路の利用促進に向けた効果的・効率
的な料金施策の実現に向け、引き続き国等関係機関に対し要望活動を実施するなど、取組を進めます。

a．事例はない
b．事例がある a

【市民のニーズ】
　事業を取り巻く環境の変化等により、事業に対するニーズが薄れていないか？

具体的な見直し・改善内容
※過去に見直した履歴も記載

できる場合は記載

a．薄れていない
b．薄れている a

評価項目

必要性

□ H 年度 ☑

事業を取り巻く社会環境の変化
（国・県・他団体の動向や法改正、規

制緩和など）

事業の見直し・改善内容

評価の理由

国道357号の多摩川トンネル区間については、平成28年2月に事業着手され、国がトンネル工事に向けた調査設計などを進めてい
ます。
平28年4月から「首都圏の新たな高速道路料金」が導入されました。

評価の理由

貢献度区分

A．貢献している
B．やや貢献している
C．貢献の度合いが薄い

B
施策への
貢献度

国道357号の多摩川トンネルを始めとする広域的な幹線道路網の整備に向けた取組が着実に進められて
おり、一定程度の施策への貢献はありました。

効率性
【質の向上】
　事業を適正な（過小でも、過大でもない）規模の人員体制・費用で行いながら、市民サービスや市役所内
部（職員・組織）の質の向上を図ることができる余地があるか？

・国等関係機関との協議・調整については、民間活用の余地はありません。
・国道357号の多摩川トンネルを始め、その整備には膨大が事業が見込まれることから、事業費の縮減や費用負担の平準化につい
て検討が必要です。
・現行体制の中で、創意工夫を行い、国等関係機関との協議・調整を円滑に進めていくことが必要です。

a．余地はない
b．余地はある
c．既に実施済み

a

a．可能性はない
b．可能性はある b

有効性

国道357号の多摩川トンネルについては、工事着手に向け、国によるトンネル部の詳細設計の実施や、トンネル立坑部の用地取得
と工事発注など、着実に事業の進捗が図られており、引き続き、整備促進に向けて国等関係機関との協議・調整を進める必要があ
ります。

評価の理由

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止
Ⅵ．事業終了

Ⅰ

上記「有効性」の成果等を踏まえ左記区分を選んだ理由

国道357号の多摩川トンネルを始めとする広域的な幹線道路網の整備に向けた取組が進められており、国道357号の多摩川トンネ
ルについては、工事着手に向け、国がトンネル部の詳細設計の実施や、トンネル立坑部の用地取得と工事発注を行うなど、本市の
交通機能強化に向けた進捗が図られていることから、事業の成果は徐々に上がっています。

【成果】
　活動結果（活動指標等）に対し事業の成果（成果指標等）は順調に上がっているか？

【民間の活用】
　委託や指定管理者制度など、実施手法について民間活用によりコストを削減できる余地があるか？

【事業手法等の見直し】
　事業の成果を維持しながら、契約方法、仕様の見直しなどによる経費削減や事務手続きの見直しなどに
よる事務改善の可能性があるか？

【市が実施する必要性】
　他都市で、民間等でサービス提供している事例がないか？

評価

今後の事業
の方向性

実施結果（Ｄｏ）や評価（Ｃｈｅｃｋ）を踏まえた今後の方向性

a．上がっている
b,　徐々に上がっている
c．上がっていない
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事業の概要

市が直接実施 一部委託 全部委託・指定管理 ボランティア等との協働 その他

国・県の制度 国・県の制度＋市独自の制度 市独自の制度

※　人件費は、予算・決算における職員１人当たり人件費に、人工を乗じて算出

計　画　（Plan）

実施結果　（Do）

0 0

7,396

0 0 0

0 0

予算額 決算額 予算額 決算額 予算額 決算額(見込） 予算額 決算額

R2年度

10,000

0

13,000 9,600

説明

2

6

目標

実績

031,590

当該年度の取組内容
（第2期実施計画に記載されている
具体的な当該年度の取組）

総合的な交通体系を構築する政　　策

首都圏における円滑な交通網を整える

当初計画からの変更箇所
（上記計画に記載されている内容か

ら変更となる取組）

活動
指標

R3年度R2年度R1年度

活動
指標

5

☑

計画事業費 計画事業費

□ □ □

東京外かく環状道路（東名高速～湾岸道路間）計画検討協議会や川崎縦貫道路対策協議会など、
川崎縦貫道路の整備に関連する、庁外協議会等の開催回数

予決算
（単位：
千円）

実施根拠 □ ☑ □

改革項目 課題名

事業の目的
（対象をどのような状態にしたいか）

政策体系

事業の対象
（事業の対象となる人、物）

事業の内容
（どういった業務内容で、どのような

手段で実施しているか）

上記「当該年度の取組内容」
に対する達成度

21,514

-

34,580

13,000

0

H30年度 R1年度 R3年度

計画事業費

34,514

21,514

実績川崎縦貫道路等の整備促進に向けた、各種道路建設促進大会への参加回数

目標

目標

実績

目標

実績

取組内容の実績等
（上記に掲げた取組内容に対し、「数
値等でより具体的に実績を示すことが
できる取組」、又は「未達成部分」若し
くは「より達成できた部分」を記載）

3

4
説明

指標分類

1

2
説明

数値で事業の実績・効果等を把握できる指標　（指標の説明）

川崎縦貫道路の整備にかかる庁外協議会等の開催回数

国等への要望活動の実施回数

説明

－

2

1

6

5

実施形態 □

総合計画と連携する計画等

（法令・要綱等）

まち・ひと・しごと創生総合戦略,都市計画マスタープラン,環境基本計画,総合都市交通計画

人工（単位：人）

年度

事業費　A

一般財源

13,000

0

0

0

13,000

12,950

-

-

-

-

-

0 0

事務事業
事務事業コード

40701040

担　　当
組織コード 所属名

実施期間
事業終了年度 事務・サービス等

の分類

分類1（市民サービス等） 分類2（内部事務）

― その他 ―

531870 建設緑政局広域道路整備室

事務事業名 政策体系別計画の記載

川崎縦貫道路の整備事業 有

事業開始年度

―

回

回

－

H30年度目標・実績

ほぼ目標どおり達成しました。
①については、新型コロナウイルス感染症の感染拡大により、各種道路建設促進大会が書面開催等になりましたが、整備に向けた
要望書の提出などの活動を実施しました。
②の街路先行整備については国が整備を進め、港町地区の道路改良工事等を実施しました。また、新型コロナウイルス感染症の
感染拡大を受け、川崎縦貫道路対策協議会を書面開催し、沿線町会長等へ工事進捗状況や関連事業についての報告を行いまし
た。
③については、「東京外かく環状道路（東名高速～湾岸道路間）計画検討協議会」の開催が、新型コロナウイルス感染症の感染拡
大や、それに伴う環境の変化から延期となりましたが、コロナ禍でも実施できる国・東京都・川崎市による調整会議を3回行うなど、
調査・検討を進めました。

４．目標を下回った
５．目標を大きく下回った3

　１．目標を大きく上回って達成
　２．目標を上回って達成
　３．ほぼ目標どおり

2

2

2

－

6

－

6

単位

6

2

34,464

21,580

34,580

9,600

13,000 9,600

0 0 -

川崎縦貫道路

広域的な道路ネットワークの整備を進め、本市の都市機能の強化を図ります。

Ⅰ期事業の早期整備及びⅡ期計画の早期具体化に向け、国等関係機関と協議・調整を行うなどの取組を推進します。

①Ⅰ期事業の高速部（大師ジャンクション～国道15号間）の整備再開に向けた関係機関との協議調整
②Ⅰ期事業の国道409号（殿町～国道15号）の街路先行整備等の促進及び関係機関との協議調整
③Ⅱ期計画（国道15号～東名高速道路間）の早期具体化に向けた調査・検討及び関係機関との協議調整

施　　策 広域的な交通網の整備

直接目標

2.54 2.54 2.54

28,986

21,590 21,590 21,590

-13,000 13,000 10,000

0

21,580 21,580

-

-

34,590

令和２年度　事務事業評価シート

人件費※　B

総コスト(A+B)

市債

その他特財

財
源
内
訳

国庫支出金 0

0 0

行財政改革第２期プログラム
に関連する課題名

13,000

0

0

0

13,000

13,000

32,335

13,00010,755

-

-

0
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評　価　（Check）

実施 （直近） 未実施

改　善　（Action）

今後の事業の方向性を
踏まえた次年度の計画上の

変更箇所

変更前
（次年度計画上
の記載）

変更後
（上記計画上の記載に
対する変更点）

変更の理由

b

方向性区分

a．余地はない
b．余地はある
c．既に実施済み

b

Ⅰ期事業の国道409号の整備については、国が工事を進めており、引き続き整備の促進に取り組みます。
また、Ⅱ期計画については、新型コロナウイルス感染症の影響や、それに伴う環境の変化から、今年度は
東京外かく環状道路（東名高速～湾岸道路間）計画検討協議会が延期となりましたが、引き続き国や東京
都との協議調整や協議会における検討などの取組を進めます。

a．事例はない
b．事例がある a

【市民のニーズ】
　事業を取り巻く環境の変化等により、事業に対するニーズが薄れていないか？

具体的な見直し・改善内容
※過去に見直した履歴も記載

できる場合は記載

a．薄れていない
b．薄れている a

評価項目

必要性

□ H 年度 ☑

事業を取り巻く社会環境の変化
（国・県・他団体の動向や法改正、規

制緩和など）

事業の見直し・改善内容

評価の理由

　平成28年2月に、国・東京都・川崎市が意見交換、検討する場として、「東京外かく環状道路（東名高速・湾岸道路間）計画検討協
議会」が設立され、令和元年6月までに計5回の協議会が開催されました。その中で、川崎縦貫道路の計画と一本化する場合につい
て、整備効果や起終点、連結位置、費用負担の考え方などを、更に検討することが確認されるなど、計画の具体化に向けた検討が
進められています。

評価の理由

貢献度区分

A．貢献している
B．やや貢献している
C．貢献の度合いが薄い

B
施策への
貢献度

Ⅰ期事業の国道409号の整備については、国が工事を進めており、Ⅱ期計画についても、東京外かく環状
道路（東名高速～湾岸道路間）計画検討協議会などにおいて、川崎縦貫道路計画との一本化を含めた
様々な検討の深度化が図られたことから、一定程度の施策への貢献はありました。

効率性
【質の向上】
　事業を適正な（過小でも、過大でもない）規模の人員体制・費用で行いながら、市民サービスや市役所内
部（職員・組織）の質の向上を図ることができる余地があるか？

・国等関係機関との協議・調整については、民間活用の余地はありません。
・本市も参画する東京外かく環状道路（東名高速～湾岸道路間）計画検討協議会などにより、当該区間の計画具体化に向けた調
査・検討が進められていますが、その進捗状況を注視しながら取組を進める必要があります。
・現行体制の中で、創意工夫を行い、国等関係機関との協議・調整を円滑に進めていくことが必要です。

a．余地はない
b．余地はある
c．既に実施済み

a

a．可能性はない
b．可能性はある b

有効性

Ⅰ期事業の国道409号の整備については、国が工事を進めており、Ⅱ期計画についても、東京外かく環状道路（東名高速～湾岸道
路間）計画検討協議会などにおいて、川崎縦貫道路計画との一本化を含めた様々な検討が進められており、着実に事業の効果が
出ているため、今後も取組を進める必要があります。

評価の理由

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止
Ⅵ．事業終了

Ⅰ

上記「有効性」の成果等を踏まえ左記区分を選んだ理由

Ⅰ期事業の国道409号の整備については、国が工事を進め、令和２年度は港町地区で道路改良工事や殿町地区での電線共同溝
工事を実施するなど、着実に事業の進捗が進んでいることから、成果は徐々に上がっています。

【成果】
　活動結果（活動指標等）に対し事業の成果（成果指標等）は順調に上がっているか？

【民間の活用】
　委託や指定管理者制度など、実施手法について民間活用によりコストを削減できる余地があるか？

【事業手法等の見直し】
　事業の成果を維持しながら、契約方法、仕様の見直しなどによる経費削減や事務手続きの見直しなどに
よる事務改善の可能性があるか？

【市が実施する必要性】
　他都市で、民間等でサービス提供している事例がないか？

評価

今後の事業
の方向性

実施結果（Ｄｏ）や評価（Ｃｈｅｃｋ）を踏まえた今後の方向性

a．上がっている
b,　徐々に上がっている
c．上がっていない
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事業の概要

市が直接実施 一部委託 全部委託・指定管理 ボランティア等との協働 その他

国・県の制度 国・県の制度＋市独自の制度 市独自の制度

※　人件費は、予算・決算における職員１人当たり人件費に、人工を乗じて算出

計　画　（Plan）

実施結果　（Do）

令和２年度　事務事業評価シート

人件費※　B

総コスト(A+B)

市債

その他特財

財
源
内
訳

国庫支出金 408

0 0

行財政改革第２期プログラム
に関連する課題名

10,942

0

0

0

10,942

7,257

50,623

10,9426,019

-

-

0

45,050

45,050 45,050 45,050

-7,257 10,942 34,244

0

44,604 44,604

-

-

55,992

―

53,864

44,604

55,546

6,967

10,942 6,967

0 0 -

市民、企業、道路利用者等

社会の産業・経済活動を支える幹線道路の整備を進めることで、自動車での市内交通の円滑化を図ります。

「道路整備プログラム」の適切な進行管理を行うとともに、各種調査の実施、計画的な道路整備に向けた調査・検討を行います。

①道路整備プログラムに基づく取組の進捗管理
②緊急渋滞対策の進捗管理
③基礎データ構築に向けた交通量調査等の調査・分析

施　　策 市域の交通網の整備

直接目標

5.25 5.25 5.3

事業開始年度

―

％

km

－

H30年度目標・実績

目標どおり達成できました。
①道路整備プログラムに基づく取組の進捗管理については、事業担当課と四半期に1回、進捗や課題の共有を行うとともに、都市計
画道路丸子中山茅ヶ崎線（蟻山坂工区）、横浜生田線（東三田工区）などの工事や尻手黒川線などの用地取得を進めました。
②緊急渋滞対策の進捗管理については、国道409号遠藤町交差点、都市計画道路古市場矢上線北加瀬交差点の右折レーン延伸
などの対策を行いました。
③基礎データ構築に向けた交通量調査等の調査・分析については、交通ビッグデータの活用や実証フィールド提供の取組を行い、
交通量調査の省力化や分析手法の調査、検討を進めました。

４．目標を下回った
５．目標を大きく下回った3

　１．目標を大きく上回って達成
　２．目標を上回って達成
　３．ほぼ目標どおり

―

68

―

－

―

－

―

単位

208

-

-

0 0

事務事業
事務事業コード

40702020

担　　当
組織コード 所属名

実施期間
事業終了年度 事務・サービス等

の分類

分類1（市民サービス等） 分類2（内部事務）

― その他 政策推進計画等（策定・進行管理）

531400 建設緑政局総務部企画課

事務事業名 政策体系別計画の記載

道路計画調査事業 有

実施形態 ☑

総合計画と連携する計画等

（法令・要綱等）

まち・ひと・しごと創生総合戦略,都市計画マスタープラン,環境基本計画,地球温暖化対策推進基本計画,総合都市交通計画,道路整
備プログラム

人工（単位：人）

年度

事業費　A

一般財源

10,942

0

0

0

10,942

9,396

-

-

-

－

―

68

―

208

取組内容の実績等
（上記に掲げた取組内容に対し、「数
値等でより具体的に実績を示すことが
できる取組」、又は「未達成部分」若し
くは「より達成できた部分」を記載）

3

4
説明

指標分類

1

2
説明

数値で事業の実績・効果等を把握できる指標　（指標の説明）

都市計画道路進捗率

都市計画道路の完成延長

説明

実績川崎市内で都市計画決定されている都市計画道路の完成区間の総延長

目標

目標

実績

目標

実績

55,410

44,46844,468

-

51,861

10,942

0

H30年度 R1年度 R3年度

計画事業費

事業の目的
（対象をどのような状態にしたいか）

政策体系

事業の対象
（事業の対象となる人、物）

事業の内容
（どういった業務内容で、どのような

手段で実施しているか）

上記「当該年度の取組内容」
に対する達成度

R2年度R1年度

活動
指標

207

□

計画事業費 計画事業費

☑ □ □

都市計画道路の完成延長（208km）/都市計画道路の計画延長（305km）×100（％）
※R2年度実績

予決算
（単位：
千円）

実施根拠 □ □ ☑

改革項目 課題名

説明

68

―

目標

実績

079,702

当該年度の取組内容
（第2期実施計画に記載されている
具体的な当該年度の取組）

総合的な交通体系を構築する政　　策

自動車での市内交通を円滑化する

当初計画からの変更箇所
（上記計画に記載されている内容か

ら変更となる取組）

成果
指標

R3年度

0 0

0

0 0 0

0 0

予算額 決算額 予算額 決算額 予算額 決算額(見込） 予算額 決算額

R2年度

34,652

0

10,942 6,967
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評　価　（Check）

実施 （直近） 未実施

改　善　（Action）

a．上がっている
b,　徐々に上がっている
c．上がっていない

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止
Ⅵ．事業終了

Ⅰ

上記「有効性」の成果等を踏まえ左記区分を選んだ理由

計画的に道路整備や渋滞対策を進めています。緊急渋滞対策は、交通管理者など関係機関と具体的な協議を進め、連携しながら
最適な対策内容を決定し、対策を実施しており、市内の自動車交通の円滑化が図られていることから、成果は上がっています。

【成果】
　活動結果（活動指標等）に対し事業の成果（成果指標等）は順調に上がっているか？

【民間の活用】
　委託や指定管理者制度など、実施手法について民間活用によりコストを削減できる余地があるか？

【事業手法等の見直し】
　事業の成果を維持しながら、契約方法、仕様の見直しなどによる経費削減や事務手続きの見直しなどに
よる事務改善の可能性があるか？

【市が実施する必要性】
　他都市で、民間等でサービス提供している事例がないか？

評価

今後の事業
の方向性

実施結果（Ｄｏ）や評価（Ｃｈｅｃｋ）を踏まえた今後の方向性

都市計画道路の整備進捗率が約68％（平成30年4月1日時点）と依然として他の大都市に比べ低い水準にあることや、市内の幹線
道路には、依然として、交差点や踏切において、渋滞が発生していることなどから、市内交通の円滑化などに向けては、今後も計画
的な道路整備の推進に関わる各種調査の実施や計画の策定などが必要です。

評価の理由

貢献度区分

A．貢献している
B．やや貢献している
C．貢献の度合いが薄い

A
施策への
貢献度

市内の道路交通の円滑化に向けて、道路整備や渋滞対策を計画的に進めており、対策の完成に伴い渋滞
を低減することができたことから、施策への貢献はありました。

効率性
【質の向上】
　事業を適正な（過小でも、過大でもない）規模の人員体制・費用で行いながら、市民サービスや市役所内
部（職員・組織）の質の向上を図ることができる余地があるか？

・社会経済環境の変化に的確に対応するために、道路整備プログラムや緊急渋滞対策に基づき、効率的、効果的に取組を進めて
います。

a．余地はない
b．余地はある
c．既に実施済み

c

a．可能性はない
b．可能性はある a

有効性

道路整備を効率的・効果的に進めるためには、道路整備プログラムに基づき適切に進行管理を行う必要があります。交通渋滞は大
きな経済的損失を招くとともに、環境の悪化や交通安全性の低下など、市民生活の豊かさにも大きく関わることから、交差点改良な
ど即効的な対策により改善を図る必要があります。

評価の理由

具体的な見直し・改善内容
※過去に見直した履歴も記載

できる場合は記載

a．薄れていない
b．薄れている a

評価項目

必要性

☑ H 29 年度 □

事業を取り巻く社会環境の変化
（国・県・他団体の動向や法改正、規

制緩和など）

事業の見直し・改善内容

評価の理由

H29年度：第3次緊急渋滞対策策定
H27年度：第2次川崎市道路整備プログラムの策定
H25年度：第2次緊急渋滞対策策定

a

【市民のニーズ】
　事業を取り巻く環境の変化等により、事業に対するニーズが薄れていないか？

今後の事業の方向性を
踏まえた次年度の計画上の

変更箇所

変更前
（次年度計画上
の記載）

変更後
（上記計画上の記載に
対する変更点）

変更の理由

a

方向性区分

a．余地はない
b．余地はある
c．既に実施済み

a

市内の道路交通の円滑化に向けて、引き続き、社会経済状況を踏まえながら、道路整備や渋滞対策を計
画的に進めていきます。
さらに、取組の根拠や効果を分かりやすくお伝えするため、調査、分析への新技術活用の検討に取り組み
ます。

a．事例はない
b．事例がある
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事業の概要

市が直接実施 一部委託 全部委託・指定管理 ボランティア等との協働 その他

国・県の制度 国・県の制度＋市独自の制度 市独自の制度

※　人件費は、予算・決算における職員１人当たり人件費に、人工を乗じて算出

計　画　（Plan）

実施結果　（Do）

令和２年度　事務事業評価シート

人件費※　B

総コスト(A+B)

市債

その他特財

財
源
内
訳

国庫支出金 2,054,100

2,238,000 4,361,000

行財政改革第２期プログラム
に関連する課題名

4,786,119

1,906,645

2,170,000

172,861

536,613

7,724,399

7,298,239

4,941,6696,944,211

-

-

2,193,100

7,118,976

339,405 339,405 339,405

-900,689 552,971 835,460

176,223

354,028 354,028

-

-

5,281,0746,132,719

354,028

5,140,147

875,241

4,781,019 6,639,521

208,610 198,959 -

市民、道路利用者

都市計画道路などの幹線道路を整備することで、骨格となる幹線道路ネットワークの形成、広域拠点や交通結節点の機能強化及
び道路の防災・安全性の向上を図ります。

都市計画法及び道路法に基づき、川崎市が管理する都市計画道路と一般国道・県道のうち主要地方道に指定された幹線道路の道
路拡幅や歩道設置などの整備を進めます。

①国道４０９号の整備推進（市ノ坪、小杉、小杉御殿町Ⅰ期・Ⅱ期、北見方工区）
②東京丸子横浜線の整備推進（市ノ坪工区）
③丸子中山茅ケ崎線の整備推進（小杉御殿、蟻山坂、野川（高津）工区）
④世田谷町田線の整備推進（登戸、片平、上麻生Ⅰ期・Ⅱ期工区）
⑤宮内新横浜線の整備推進（宮内、子母口工区）
⑥尻手黒川線の整備推進（Ⅳ期工区）
⑦その他都市計画道路の整備推進

施　　策 市域の交通網の整備

直接目標

42.49 41.67 39.93

事業開始年度

―

－

H30年度目標・実績

ほぼ目標どおり達成できました。
①国道４０９号については、市ノ坪工区の用地交渉・取得、設計、小杉工区の用地交渉・取得、工事、小杉御殿町Ⅰ期の用地交渉、
小杉御殿町Ⅱ期の用地交渉・取得、北見方工区の用地交渉を実施しました。
②東京丸子横浜線については、市ノ坪工区の設計、工事を実施しました。
③丸子中山茅ケ崎線については、小杉御殿工区の用地交渉・取得、工事、蟻山坂工区の工事、野川（高津）工区の事業化調整を実
施しました。
④世田谷町田線については、登戸工区の設計、工事、片平工区の設計、工事、上麻生Ⅰ期工区の工事、上麻生Ⅱ期工区の用地交
渉を実施しました。
⑤宮内新横浜線については、宮内工区の用地交渉・取得、設計、子母口工区の工事を実施しました。
⑥尻手黒川線については、Ⅳ期工区の用地交渉・取得、設計を実施しました。
⑦その他都市計画道路については、整備推進しました。

４．目標を下回った
５．目標を大きく下回った3

　１．目標を大きく上回って達成
　２．目標を上回って達成
　３．ほぼ目標どおり

－

－

単位

-

-

1,904,435 1,545,450

事務事業
事務事業コード

40702030

担　　当
組織コード 所属名

実施期間
事業終了年度 事務・サービス等

の分類

分類1（市民サービス等） 分類2（内部事務）

― その他 ―

534100 建設緑政局道路河川整備部道路整備課

事務事業名 政策体系別計画の記載

道路改良事業 有

実施形態 ☑

道路法、都市計画法

総合計画と連携する計画等

（法令・要綱等）

まち・ひと・しごと創生総合戦略,都市計画マスタープラン,環境基本計画,総合都市交通計画,道路整備プログラム,自転車活用推進計
画

人工（単位：人）

年度

事業費　A

一般財源

6,202,958

2,130,730

3,353,000

194,262

524,966

5,772,829

-

-

-

取組内容の実績等
（上記に掲げた取組内容に対し、「数
値等でより具体的に実績を示すことが
できる取組」、又は「未達成部分」若し
くは「より達成できた部分」を記載）

3

指標分類

1

2
説明

数値で事業の実績・効果等を把握できる指標　（指標の説明）

説明

実績

目標

目標

実績

6,562,848

359,890359,890

-

8,078,427

535,834

4,422,000

H30年度 R1年度 R3年度

計画事業費

事業の目的
（対象をどのような状態にしたいか）

政策体系

事業の対象
（事業の対象となる人、物）

事業の内容
（どういった業務内容で、どのような

手段で実施しているか）

上記「当該年度の取組内容」
に対する達成度

R2年度R1年度

□

計画事業費 計画事業費

□ □ □

予決算
（単位：
千円）

実施根拠 □ ☑ □

改革項目 課題名

説明

目標

実績

07,788,924

当該年度の取組内容
（第2期実施計画に記載されている
具体的な当該年度の取組）

総合的な交通体系を構築する政　　策

自動車での市内交通を円滑化する

当初計画からの変更箇所
（上記計画に記載されている内容か

ら変更となる取組）

R3年度

172,750 230,830

6,779,571

0 0 0

2,168,000 3,988,000

予算額 決算額 予算額 決算額 予算額 決算額(見込） 予算額 決算額

R2年度

7,449,519

1,974,475

4,781,019 6,639,521
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評　価　（Check）

実施 （直近） 未実施

改　善　（Action）

a．上がっている
b,　徐々に上がっている
c．上がっていない

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止
Ⅵ．事業終了

Ⅰ

上記「有効性」の成果等を踏まえ左記区分を選んだ理由

事業用地の取得や工事施工により整備進捗を図っています。

【成果】
　活動結果（活動指標等）に対し事業の成果（成果指標等）は順調に上がっているか？

【民間の活用】
　委託や指定管理者制度など、実施手法について民間活用によりコストを削減できる余地があるか？

【事業手法等の見直し】
　事業の成果を維持しながら、契約方法、仕様の見直しなどによる経費削減や事務手続きの見直しなどに
よる事務改善の可能性があるか？

【市が実施する必要性】
　他都市で、民間等でサービス提供している事例がないか？

評価

今後の事業
の方向性

実施結果（Ｄｏ）や評価（Ｃｈｅｃｋ）を踏まえた今後の方向性

円滑な幹線道路ネットワークの構築には、地域に応じた道路拡幅や歩道整備が必要であることから、幹線道路網の整備を推進する
取組が求められています。

評価の理由

貢献度区分

A．貢献している
B．やや貢献している
C．貢献の度合いが薄い

A
施策への
貢献度

関係地権者との交渉を進め、道路整備に必要な用地を取得しました。
また、取得が完了した箇所において、電線共同溝や道路築造工事を実施し進捗を図ったことから、施策へ
貢献しています。

効率性
【質の向上】
　事業を適正な（過小でも、過大でもない）規模の人員体制・費用で行いながら、市民サービスや市役所内
部（職員・組織）の質の向上を図ることができる余地があるか？

・本事業は、社会資本である幹線道路を国土交通省の事業制度を基本として公共事業予算等の支援を受けながら、都市計画法及
び道路法に基づき整備するものです。
・これまで適正な執行体制により、用地取得・工事施工を実施し、整備進捗を図りましたが、今後も継続して、設計施工一括方式や
入札VEなどの契約方法を検討し、更なる業務の効率化を目指した取組を進めていきます。

a．余地はない
b．余地はある
c．既に実施済み

a

a．可能性はない
b．可能性はある b

有効性

道路交通環境改善の課題は継続しており、着実に事業を推進していく必要があります。

評価の理由

具体的な見直し・改善内容
※過去に見直した履歴も記載

できる場合は記載

a．薄れていない
b．薄れている a

評価項目

必要性

□ H 年度 ☑

事業を取り巻く社会環境の変化
（国・県・他団体の動向や法改正、規

制緩和など）

事業の見直し・改善内容

評価の理由

a

【市民のニーズ】
　事業を取り巻く環境の変化等により、事業に対するニーズが薄れていないか？

今後の事業の方向性を
踏まえた次年度の計画上の

変更箇所

変更前
（次年度計画上
の記載）

変更後
（上記計画上の記載に
対する変更点）

変更の理由

b

方向性区分

a．余地はない
b．余地はある
c．既に実施済み

a

引き続き、「第２次川崎市道路整備プログラム」に基づき、整備路線の重点化を図りながら、渋滞の著しい交
差点の先行整備など、早期に事業効果の発現が図れるよう効率的・効果的に事業を推進すると共に、用地
交渉が難航・長期化する場合は、土地収用法に基づく手続きも視野に入れ交渉を行います。

a．事例はない
b．事例がある
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事業の概要

市が直接実施 一部委託 全部委託・指定管理 ボランティア等との協働 その他

国・県の制度 国・県の制度＋市独自の制度 市独自の制度

※　人件費は、予算・決算における職員１人当たり人件費に、人工を乗じて算出

計　画　（Plan）

実施結果　（Do）

0 27,500

12,775

0 0 0

0 0

予算額 決算額 予算額 決算額 予算額 決算額(見込） 予算額 決算額

R2年度

5,000

0

42,995 32,500

説明

1

0

目標

実績

09,250

当該年度の取組内容
（第2期実施計画に記載されている
具体的な当該年度の取組）

総合的な交通体系を構築する政　　策

自動車での市内交通を円滑化する

当初計画からの変更箇所
（上記計画に記載されている内容か

ら変更となる取組）

活動
指標

R3年度R2年度R1年度

成果
指標

0

□

計画事業費 計画事業費

☑ □ □

対策を実施した箇所数

予決算
（単位：
千円）

実施根拠 □ ☑ □

改革項目 課題名

事業の目的
（対象をどのような状態にしたいか）

政策体系

事業の対象
（事業の対象となる人、物）

事業の内容
（どういった業務内容で、どのような

手段で実施しているか）

上記「当該年度の取組内容」
に対する達成度

4,659

-

20,250

42,995

0

H30年度 R1年度 R3年度

計画事業費

89,052

4,659

実績最大通過時間や最大渋滞長の減少などの対策効果を確認できた箇所数

目標

目標

実績

目標

実績

取組内容の実績等
（上記に掲げた取組内容に対し、「数
値等でより具体的に実績を示すことが
できる取組」、又は「未達成部分」若し
くは「より達成できた部分」を記載）

3

4
説明

指標分類

1

2
説明

数値で事業の実績・効果等を把握できる指標　（指標の説明）

対策実施箇所数

対策効果を確認できた箇所数

説明

－

2

2

2

2

実施形態 ☑

国土交通省が中心となり、本市も委員となる首都圏渋滞ボトルネック対策協議会

総合計画と連携する計画等

（法令・要綱等）

まち・ひと・しごと創生総合戦略,都市計画マスタープラン,総合都市交通計画

人工（単位：人）

年度

事業費　A

一般財源

84,393

0

0

0

84,393

104,758

-

-

-

-

-

0 0

事務事業
事務事業コード

40702040

担　　当
組織コード 所属名

実施期間
事業終了年度 事務・サービス等

の分類

分類1（市民サービス等） 分類2（内部事務）

― その他 ―

531400 建設緑政局総務部企画課

事務事業名 政策体系別計画の記載

渋滞対策事業 有

事業開始年度

―

箇所

箇所

－

H30年度目標・実績

目標どおり達成できました。
①関係機関との協議調整及び協議結果を踏まえた取組の推進については、国道409号遠藤町交差点、都市計画道路古市場矢上
線北加瀬交差点、ガス橋交差点の対策を実施し、効果を測定しました。丸子橋交差点については、対策内容について交通管理者と
協議・調整を行いました。

４．目標を下回った
５．目標を大きく下回った3

　１．目標を大きく上回って達成
　２．目標を上回って達成
　３．ほぼ目標どおり

0

0

2

－

2

－

1

単位

1

1

109,417

4,673

47,668

5,000

42,995 32,500

0 0 -

市民、企業、道路利用者等

交差点改良などの対策を行うことで慢性的な渋滞を緩和し、自動車での市内交通の円滑化を図ります。

交差点改良など局所的かつ即効的な対策などにより、効率的・効果的に渋滞緩和を図ります。

①関係機関との協議調整及び協議結果を踏まえた取組の推進

施　　策 市域の交通網の整備

直接目標

0.55 0.55 0.5

17,025

4,250 4,250 4,250

-15,577 42,995 5,000

0

4,673 4,673

-

-

47,245

令和２年度　事務事業評価シート

人件費※　B

総コスト(A+B)

市債

その他特財

財
源
内
訳

国庫支出金 0

0 0

行財政改革第２期プログラム
に関連する課題名

42,995

0

0

0

42,995

15,577

8,845

42,9954,172

-

-

0
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評　価　（Check）

実施 （直近） 未実施

改　善　（Action）

今後の事業の方向性を
踏まえた次年度の計画上の

変更箇所

変更前
（次年度計画上
の記載）

変更後
（上記計画上の記載に
対する変更点）

変更の理由

a

方向性区分

a．余地はない
b．余地はある
c．既に実施済み

a

市内の道路交通の円滑化に向けて、引き続き、緊急渋滞対策を進めます。

a．事例はない
b．事例がある a

【市民のニーズ】
　事業を取り巻く環境の変化等により、事業に対するニーズが薄れていないか？

具体的な見直し・改善内容
※過去に見直した履歴も記載

できる場合は記載

a．薄れていない
b．薄れている a

評価項目

必要性

□ H 年度 ☑

事業を取り巻く社会環境の変化
（国・県・他団体の動向や法改正、規

制緩和など）

事業の見直し・改善内容

評価の理由

市内の幹線道路には、依然として、交差点や踏切において、渋滞が発生していることから、早期の効果発現を目的とした渋滞対策
を継続していくことが求められています。

評価の理由

貢献度区分

A．貢献している
B．やや貢献している
C．貢献の度合いが薄い

A
施策への
貢献度

市内の道路交通の円滑化に向けて、緊急渋滞対策を進め、渋滞の緩和を図ることで施策に貢献していま
す。

効率性
【質の向上】
　事業を適正な（過小でも、過大でもない）規模の人員体制・費用で行いながら、市民サービスや市役所内
部（職員・組織）の質の向上を図ることができる余地があるか？

・社会経済環境の変化に的確に対応するため、即効性のある取組を推進します。

a．余地はない
b．余地はある
c．既に実施済み

c

a．可能性はない
b．可能性はある a

有効性

交通渋滞は大きな経済的損失を招くとともに、環境の悪化や交通安全性の低下など、市民生活の豊かさにも大きく関わることから、
交差点改良など即効的な対策により改善を図る必要があります。

評価の理由

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止
Ⅵ．事業終了

Ⅰ

上記「有効性」の成果等を踏まえ左記区分を選んだ理由

緊急渋滞対策については、交通管理者など関係機関と具体的な協議を進め、連携しながら最適な対策内容を実施し、遠藤町交差
点、北加瀬交差点の最大通過時間、渋滞長を改善しました。

【成果】
　活動結果（活動指標等）に対し事業の成果（成果指標等）は順調に上がっているか？

【民間の活用】
　委託や指定管理者制度など、実施手法について民間活用によりコストを削減できる余地があるか？

【事業手法等の見直し】
　事業の成果を維持しながら、契約方法、仕様の見直しなどによる経費削減や事務手続きの見直しなどに
よる事務改善の可能性があるか？

【市が実施する必要性】
　他都市で、民間等でサービス提供している事例がないか？

評価

今後の事業
の方向性

実施結果（Ｄｏ）や評価（Ｃｈｅｃｋ）を踏まえた今後の方向性

a．上がっている
b,　徐々に上がっている
c．上がっていない
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事業の概要

市が直接実施 一部委託 全部委託・指定管理 ボランティア等との協働 その他

国・県の制度 国・県の制度＋市独自の制度 市独自の制度

※　人件費は、予算・決算における職員１人当たり人件費に、人工を乗じて算出

計　画　（Plan）

実施結果　（Do）

令和２年度　事務事業評価シート

人件費※　B

総コスト(A+B)

市債

その他特財

財
源
内
訳

国庫支出金 135,500

472,000 338,000

行財政改革第２期プログラム
に関連する課題名

1,052,039

279,780

666,000

15,989

90,270

537,870

568,317

745,948544,528

-

-

105,750

514,728

20,060 20,060 20,060

-31,871 76,249 62,243

8,349

23,789 23,789

-

-

766,008309,683

23,789

1,075,828

63,717

1,017,354 751,716

5,249 6,099 -

市民、道路利用者

橋りょうの新設・架け替えによる道路ネットワークの形成・強化を図ります。

（仮称）等々力大橋については、東京都との共同事業において多摩川に架かる新橋の整備を進めます。また、末吉橋についても、
横浜市との共同事業において鶴見川に架かる老朽化した橋梁の架け替え整備を進めます。

①（仮称）等々力大橋の整備推進
②末吉橋の整備推進

施　　策 市域の交通網の整備

直接目標

2.8 2.8 2.36

事業開始年度

―

－

H30年度目標・実績

目標を下回りました。
①（仮称）等々力大橋については、令和２年８月に施工業者と契約し工事に着手しましたが、台風の影響などにより低水敷が洗堀さ
れた為、工事用道路の再検討が必要になったことから、橋脚工事の進捗を図ることができませんでした。なお、予定していた橋脚工
事については、施行主体である東京都による計画調整により、翌年度以降に施工することとしました。今後も、東京都と施工管理等
について密に調整を行い、円滑な事業の推進を図ります。
②末吉橋は、横浜市と連携し旧橋の撤去に向けて河川区域内の仮橋や仮設構台を築造し、歩道や車道を順次切替えるなどの整備
を推進しました。

４．目標を下回った
５．目標を大きく下回った4

　１．目標を大きく上回って達成
　２．目標を上回って達成
　３．ほぼ目標どおり

－

－

単位

-

-

266,140 215,500

事務事業
事務事業コード

40702050

担　　当
組織コード 所属名

実施期間
事業終了年度 事務・サービス等

の分類

分類1（市民サービス等） 分類2（内部事務）

― その他 ―

534100 建設緑政局道路河川整備部道路整備課

事務事業名 政策体系別計画の記載

橋りょう整備事業 有

実施形態 ☑

道路法、河川法

総合計画と連携する計画等

（法令・要綱等）

まち・ひと・しごと創生総合戦略,都市計画マスタープラン,環境基本計画,総合都市交通計画,道路整備プログラム

人工（単位：人）

年度

事業費　A

一般財源

790,262

211,360

491,000

9,546

78,356

285,967

-

-

-

－

取組内容の実績等
（上記に掲げた取組内容に対し、「数
値等でより具体的に実績を示すことが
できる取組」、又は「未達成部分」若し
くは「より達成できた部分」を記載）

3

4
説明

指標分類

1

2
説明

数値で事業の実績・効果等を把握できる指標　（指標の説明）

説明

実績

目標

目標

実績

目標

実績

813,978

23,71623,716

-

561,659

95,295

395,000

H30年度 R1年度 R3年度

計画事業費

事業の目的
（対象をどのような状態にしたいか）

政策体系

事業の対象
（事業の対象となる人、物）

事業の内容
（どういった業務内容で、どのような

手段で実施しているか）

上記「当該年度の取組内容」
に対する達成度

R2年度R1年度

□

計画事業費 計画事業費

□ □ □

予決算
（単位：
千円）

実施根拠 ☑ □ □

改革項目 課題名

説明

目標

実績

0561,902

当該年度の取組内容
（第2期実施計画に記載されている
具体的な当該年度の取組）

総合的な交通体系を構築する政　　策

自動車での市内交通を円滑化する

当初計画からの変更箇所
（上記計画に記載されている内容か

ら変更となる取組）

R3年度

10,919 4,499

494,668

0 0 0

645,000 468,000

予算額 決算額 予算額 決算額 予算額 決算額(見込） 予算額 決算額

R2年度

541,842

189,350

1,017,354 751,716
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評　価　（Check）

実施 （直近） 未実施

改　善　（Action）

a．上がっている
b,　徐々に上がっている
c．上がっていない

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止
Ⅵ．事業終了

Ⅰ

上記「有効性」の成果等を踏まえ左記区分を選んだ理由

（仮称）等々力大橋は、台風などにより工事の進捗に影響がありましたが、全体工程を見直し改善を図りました。　末吉橋は仮設工
事が進み、旧橋の撤去に向けた準備が整い事業が進捗しています。

【成果】
　活動結果（活動指標等）に対し事業の成果（成果指標等）は順調に上がっているか？

【民間の活用】
　委託や指定管理者制度など、実施手法について民間活用によりコストを削減できる余地があるか？

【事業手法等の見直し】
　事業の成果を維持しながら、契約方法、仕様の見直しなどによる経費削減や事務手続きの見直しなどに
よる事務改善の可能性があるか？

【市が実施する必要性】
　他都市で、民間等でサービス提供している事例がないか？

評価

今後の事業
の方向性

実施結果（Ｄｏ）や評価（Ｃｈｅｃｋ）を踏まえた今後の方向性

(仮称）等々力大橋については、平成２９年３月に東京都と施行協定を締結しました。
末吉橋については、平成３０年１月に横浜市と施行協定を締結しました。

評価の理由

貢献度区分

A．貢献している
B．やや貢献している
C．貢献の度合いが薄い

B
施策への
貢献度

（仮称）等々力大橋は、工事の進捗を図ることができませんでしたが、東京都が河川管理者と協議を進め、
事業の完成に影響のない計画を立案できました。末吉橋は、横浜市と連携し着実に整備が進捗しているこ
とから事業の全般を通して、やや施策に貢献しています。

効率性
【質の向上】
　事業を適正な（過小でも、過大でもない）規模の人員体制・費用で行いながら、市民サービスや市役所内
部（職員・組織）の質の向上を図ることができる余地があるか？

本事業は、現場の進捗状況等を共同事業者と情報共有しながら、適切な工法や効率的な工程を必要に応じて見直すなど、事業効
果の早期発現に向けて協議調整を行っています。

a．余地はない
b．余地はある
c．既に実施済み

a

a．可能性はない
b．可能性はある a

有効性

災害時の交通機能の確保や常時の物流機能の活発化が求められていることから、橋りょう整備による都市間の拠点連携や速達性
を向上させることが必要とされています。

評価の理由

具体的な見直し・改善内容
※過去に見直した履歴も記載

できる場合は記載

a．薄れていない
b．薄れている a

評価項目

必要性

☑ R 1 年度 □

事業を取り巻く社会環境の変化
（国・県・他団体の動向や法改正、規

制緩和など）

事業の見直し・改善内容

評価の理由

R１年度：末吉橋については、横浜市と河川管理者との協議などにより工事の増工が生じたことから、令和元年10月に施行協定を変
更し、協定金額を当初の60億円から68億2千5百万円に増額しました。なお、本市の負担割合は、1/2としています。

a

【市民のニーズ】
　事業を取り巻く環境の変化等により、事業に対するニーズが薄れていないか？

今後の事業の方向性を
踏まえた次年度の計画上の

変更箇所

変更前
（次年度計画上
の記載）

変更後
（上記計画上の記載に
対する変更点）

変更の理由

b

方向性区分

a．余地はない
b．余地はある
c．既に実施済み

a

　（仮称）等々力大橋の整備推進については、台風の影響により令和２年度中に橋脚工事に着手できませ
んでしたが、令和３年度は、関連する幸多摩線などの事業と綿密に調整を行い、計画的に工事に着手でき
るよう取り組んでいきます。
　引き続き施行主体である東京都や横浜市と連携し、橋りょうの新設や架替で見込まれる災害時の交通機
能の確保や常時の物流機能の活発化などの事業効果の発現に向けて事業を推進していきます。

a．事例はない
b．事例がある
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事業の概要

市が直接実施 一部委託 全部委託・指定管理 ボランティア等との協働 その他

国・県の制度 国・県の制度＋市独自の制度 市独自の制度

※　人件費は、予算・決算における職員１人当たり人件費に、人工を乗じて算出

計　画　（Plan）

実施結果　（Do）

令和２年度　事務事業評価シート

人件費※　B

総コスト(A+B)

市債

その他特財

財
源
内
訳

国庫支出金 2,600,000

3,832,000 2,849,000

行財政改革第２期プログラム
に関連する課題名

5,717,476

2,686,853

2,580,000

0

450,623

350,416

1,339,125

9,459,4701,315,761

-

-

92,407

1,030,053

9,520 9,520 9,520

-72,150 517,286 389,437

0

23,364 23,364

-

-

9,468,990

2

6,180,336

23,364

5,740,840

135,443

12,136,486 1,402,443

3,859 20,365 -

市民、道路利用者、公共交通利用者、企業

鉄道を地下化することにより、誰もが安心、安全に通行できる道路環境をつくり、渋滞緩和、踏切事故の解消、分断された地域の一
体化による利便性の向上などを図ります。

京浜急行大師線の小島新田駅から鈴木町駅間約２．４ｋｍにおいて鉄道を地下化することにより１０箇所の踏切を除却します。

①なし（１期①区間について令和元年度に工事完成予定であったもの）
②１期②区間（東門前駅～川崎大師駅　鈴木町すりつけ）の事業推進（工事推進及び都市計画変更に向けた手続）
③２期区間（川崎大師駅～京急川崎駅）の都市計画変更に向けた手続

施　　策 市域の交通網の整備

直接目標

4.18 2.75 1.12

事業開始年度

昭和63年度

回

－

H30年度目標・実績

目標を下回りました。
①１期①区間（小島新田駅～東門前駅間）については、鉄道事業者との事業費増額及び工期延伸に係る協議調整の長期化に伴い
工期に遅れが生じたことから、工事完成に至りませんでしたが、令和３年３月に鉄道事業者と変更施行協定を締結したことから、引
き続き事業を継続して推進します。また、大師線第１期沿線協議会を１回開催し、工事の進捗等について報告を行いました。
②１期②区間（東門前駅～川崎大師駅　鈴木町すりつけ）については、大規模投資的事業の検討の結果、令和２年度の工事着手を
見送ることとなり、工事推進及び都市計画変更に向けた手続に至りませんでした。今後は事業費の縮減及び平準化や工事期間の
短縮に向けた検討を実施し、令和３年度に第３期実施計画（素案）等において検討結果を明らかにします。
③２期区間（川崎大師駅～京急川崎駅）の都市計画変更に向けた協議を実施しました。

４．目標を下回った
５．目標を大きく下回った4

　１．目標を大きく上回って達成
　２．目標を上回って達成
　３．ほぼ目標どおり

2

1

2

－

－

単位

-

-

6,675,487 539,000

事務事業
事務事業コード

40702060

担　　当
組織コード 所属名

実施期間
事業終了年度 事務・サービス等

の分類

分類1（市民サービス等） 分類2（内部事務）

― その他 ―

534100 建設緑政局道路河川整備部道路整備課

事務事業名 政策体系別計画の記載

京浜急行大師線連続立体交差事業 有

実施形態 ☑

都市計画法、踏切道改良促進法　等

総合計画と連携する計画等

（法令・要綱等）

まち・ひと・しごと創生総合戦略,都市計画マスタープラン,総合都市交通計画

人工（単位：人）

年度

事業費　A

一般財源

5,088,966

2,409,198

2,375,000

3

304,765

6,144,931

-

-

-

－

2

1

取組内容の実績等
（上記に掲げた取組内容に対し、「数
値等でより具体的に実績を示すことが
できる取組」、又は「未達成部分」若し
くは「より達成できた部分」を記載）

3

4
説明

指標分類

1

2
説明

数値で事業の実績・効果等を把握できる指標　（指標の説明）

大師線第１期沿線協議会の開催回数

説明

実績

目標

目標

実績

目標

実績

5,124,371

35,40535,405

-

373,780

626,999

182,000

H30年度 R1年度 R3年度

計画事業費

事業の目的
（対象をどのような状態にしたいか）

政策体系

事業の対象
（事業の対象となる人、物）

事業の内容
（どういった業務内容で、どのような

手段で実施しているか）

上記「当該年度の取組内容」
に対する達成度

R2年度R1年度

☑

計画事業費 計画事業費

□ □ □

沿線の住民に、工事に対する理解や協力を得るため、町会長を通して工事の進捗等の報告を行う
大師線第１期沿線協議会の開催回数

予決算
（単位：
千円）

実施根拠 ☑ □ □

改革項目 課題名

説明

2

目標

実績

05,868,322

当該年度の取組内容
（第2期実施計画に記載されている
具体的な当該年度の取組）

総合的な交通体系を構築する政　　策

自動車での市内交通を円滑化する

当初計画からの変更箇所
（上記計画に記載されている内容か

ら変更となる取組）

①１期①区間（小島新田駅～東門前駅）の事業推進（工事推進）【変更】
②１期②区間（東門前駅～川崎大師駅　鈴木町すりつけ）の事業推進（工事着手）【変更】

活動
指標

R3年度

0 0

1,020,533

0 0 0

4,834,000 728,000

予算額 決算額 予算額 決算額 予算額 決算額(見込） 予算額 決算額

R2年度

5,858,802

5,110,184

12,136,486 1,402,443
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評　価　（Check）

実施 （直近） 未実施

改　善　（Action）

a．上がっている
b,　徐々に上がっている
c．上がっていない

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止
Ⅵ．事業終了

Ⅱ

上記「有効性」の成果等を踏まえ左記区分を選んだ理由

達成度は下回りましたが、随時情報提供を行っており、事業に対する地元の理解等は深まっています。

【成果】
　活動結果（活動指標等）に対し事業の成果（成果指標等）は順調に上がっているか？

【民間の活用】
　委託や指定管理者制度など、実施手法について民間活用によりコストを削減できる余地があるか？

【事業手法等の見直し】
　事業の成果を維持しながら、契約方法、仕様の見直しなどによる経費削減や事務手続きの見直しなどに
よる事務改善の可能性があるか？

【市が実施する必要性】
　他都市で、民間等でサービス提供している事例がないか？

評価

今後の事業
の方向性

実施結果（Ｄｏ）や評価（Ｃｈｅｃｋ）を踏まえた今後の方向性

近年、高齢者が踏切を渡りきれないことによる事故が即効対策済みの踏切でも発生しており、国も踏切道改良促進法を改正するな
ど、通学路にある踏切の安全対策や抜本的な対策の実施など継続的な踏切対策が求められています。

評価の理由

貢献度区分

A．貢献している
B．やや貢献している
C．貢献の度合いが薄い

B
施策への
貢献度

工期の遅れに伴い事業進捗に遅れが生じていますが、事業に対する地元の理解等は深まっていることか
ら、一定程度の施策への貢献はありました。

効率性
【質の向上】
　事業を適正な（過小でも、過大でもない）規模の人員体制・費用で行いながら、市民サービスや市役所内
部（職員・組織）の質の向上を図ることができる余地があるか？

本事業は国の定める制度に基づき、鉄道事業者と施行協定を締結し実施していますが、引き続き鉄道事業者と密な連携を図り、効
率的な執行体制を構築して適切に執行管理を行いながら、円滑な事業推進を図る必要があります。

a．余地はない
b．余地はある
c．既に実施済み

c

a．可能性はない
b．可能性はある b

有効性

踏切による事故の危険性、渋滞、地域分断等の課題は継続しており、着実に事業を推進していく必要があります。

評価の理由

具体的な見直し・改善内容
※過去に見直した履歴も記載

できる場合は記載

a．薄れていない
b．薄れている a

評価項目

必要性

☑ R 2 年度 □

事業を取り巻く社会環境の変化
（国・県・他団体の動向や法改正、規

制緩和など）

事業の見直し・改善内容

評価の理由

R2年度：大規模投資的事業の検討に伴い、１期②区間の工事着手を見送り、必要な検討を実施した上で、令和３年度に第３期実施
計画（素案）等において検討結果を明らかにすることとしました。
H30年度：事業中止した2期区間の代替案として、課題のある本町踏切の対策については、鉄道アンダーを基本に検討を進める方
針としました。
H29年度：事業再評価を実施し、2期区間を事業中止としました。
H27年度：当面工事着手できない2期区間について、都市計画事業認可の変更に併せ、事業休止としました。

a

【市民のニーズ】
　事業を取り巻く環境の変化等により、事業に対するニーズが薄れていないか？

今後の事業の方向性を
踏まえた次年度の計画上の

変更箇所

変更前
（次年度計画上
の記載）

①なし（１期①区間について令和元年度に工事完成予定であったもの）
②１期②区間（東門前駅～川崎大師駅　鈴木町すりつけ）の事業推進（工事推進及び都市計画変更）
③２期（川崎大師駅～京急川崎駅）区間の都市計画変更

変更後
（上記計画上の記載に
対する変更点）

①１期①区間（小島新田駅～東門前駅）の事業推進（工事推進）【変更】
②１期②区間（東門前駅～川崎大師駅　鈴木町すりつけ）の事業推進（事業費縮減及び平準化、工期短縮
に向けた検討）【変更】
③２期（川崎大師駅～京急川崎駅）区間の都市計画変更に向けた手続き【変更】

変更の理由
１期①区間の事業進捗に遅れが生じており、また１期②区間は大規模投資的事業の検討に伴い令和２年
度の工事着手を見送り、令和３年度に第３期実施計画（素案）等で今後の検討結果を明らかにする予定で
す。併せて、２期区間の都市計画変更は１期②区間の都市計画変更と同時に進める予定です。

b

方向性区分

a．余地はない
b．余地はある
c．既に実施済み

b

鉄道事業者と密な協議調整を実施して適切に執行管理を行いながら、1期①区間（小島新田駅～東門前
駅）の工事推進に向けた取組を継続して推進するとともに、１期②区間（東門前駅～川崎大師駅　鈴木町す
り付け）の事業費縮減および平準化、工期短縮に向けた検討を推進します。また、2期区間の都市計画廃止
に向けた取組を推進します。

a．事例はない
b．事例がある
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事業の概要

市が直接実施 一部委託 全部委託・指定管理 ボランティア等との協働 その他

国・県の制度 国・県の制度＋市独自の制度 市独自の制度

※　人件費は、予算・決算における職員１人当たり人件費に、人工を乗じて算出

計　画　（Plan）

実施結果　（Do）

令和２年度　事務事業評価シート

人件費※　B

総コスト(A+B)

市債

その他特財

財
源
内
訳

国庫支出金 232,850

213,000 198,000

行財政改革第２期プログラム
に関連する課題名

499,375

212,500

181,000

0

105,875

524,129

501,151

546,725443,378

-

-

205,500

558,846

67,405 67,405 67,405

-64,629 132,225 168,636

0

57,773 57,773

-

-

614,130

5

800

49,138

57,773

557,148

36,690

930,000 36,690

0 0 -

市民、道路利用者、公共交通利用者、企業

鉄道を高架化することにより、誰もが安心、安全に通行できる道路環境をつくり、渋滞緩和、踏切事故の解消、分断された地域の一
体化による利便性の向上などを図ります。

ＪＲ南武線（尻手駅～武蔵小杉駅）にある１３箇所の踏切のうち、川崎市区域（矢向～武蔵小杉駅）の９箇所を除却するために、国、
ＪＲ、横浜市等と協議調整や調査、設計、更に地域説明等を行い理解を深めながら都市計画手続きを進めます。

①連続立体交差事業の事業化に向けた取組として、都市計画決定及び用地測量の実施
②関連事業（矢向鹿島田線ほか沿線のまちづくり）と連携した取組の推進

施　　策 市域の交通網の整備

直接目標

4.33 6.8 7.93

事業開始年度

―

回

部

回

500

－

H30年度目標・実績

目標を下回りました。
①大規模投資的事業について検討した結果、令和２年度の都市計画決定を見送ることとしました。今後は事業費の縮減及び平準
化や工事期間の短縮に向けた検討を実施し、令和３年度に第３期実施計画（素案）等において検討結果を明らかにします。なお、用
地測量は完了しました。（立会済み699件、所在不明等で未立会い39件）
②関連事業（矢向鹿島田線ほか沿線のまちづくり）と連携した取組の推進については、令和２年度の都市計画決定の見送りに伴
い、関連道路の都市計画決定や沿線まちづくり方針の策定も見送りました。今後は連続立体交差事業の検討結果を踏まえ取り組
んでいきます。

４．目標を下回った
５．目標を大きく下回った4

　１．目標を大きく上回って達成
　２．目標を上回って達成
　３．ほぼ目標どおり

2

2

2

－

－

－

－

単位

－

500

500

-

-

511,500 0

事務事業
事務事業コード

40702070

担　　当
組織コード 所属名

実施期間
事業終了年度 事務・サービス等

の分類

分類1（市民サービス等） 分類2（内部事務）

― その他 政策推進計画等（策定・進行管理）

534100 建設緑政局道路河川整備部道路整備課

事務事業名 政策体系別計画の記載

ＪＲ南武線連続立体交差事業 有

実施形態 ☑

道路法、都市計画法、踏切道改良促進法等

総合計画と連携する計画等

（法令・要綱等）

まち・ひと・しごと創生総合戦略,都市計画マスタープラン,環境基本計画,総合都市交通計画

人工（単位：人）

年度

事業費　A

一般財源

49,925

12,500

0

0

37,425

12,463

-

-

-

－

2

0

4

0

1,000

100

活動
指標

取組内容の実績等
（上記に掲げた取組内容に対し、「数
値等でより具体的に実績を示すことが
できる取組」、又は「未達成部分」若し
くは「より達成できた部分」を記載）

3

4

広報資料配布数

説明

指標分類

1

2
説明

数値で事業の実績・効果等を把握できる指標　（指標の説明）

地域との勉強会、出前説明、広報活動の開催数

市民説明会の開催数

説明

実績計画区間沿線の在住者、在勤者を対象とした説明会の開催数

事業紹介のパンフレットや地域との勉強会や市民説明会の内容を記したリーフレットの配布数

目標

目標

実績

目標

実績

86,600

36,67536,675

-

581,902

42,500

254,000

H30年度 R1年度 R3年度

計画事業費

事業の目的
（対象をどのような状態にしたいか）

政策体系

事業の対象
（事業の対象となる人、物）

事業の内容
（どういった業務内容で、どのような

手段で実施しているか）

上記「当該年度の取組内容」
に対する達成度

R2年度R1年度

活動
指標

35

400

□

計画事業費 計画事業費

☑ □ □

地域で活動する多様な主体の代表者との勉強会や出前説明、さらにイベントなどでの広報活動など
の開催数

予決算
（単位：
千円）

実施根拠 ☑ □ □

改革項目 課題名

説明

6

20

目標

実績

0666,891

当該年度の取組内容
（第2期実施計画に記載されている
具体的な当該年度の取組）

総合的な交通体系を構築する政　　策

自動車での市内交通を円滑化する

当初計画からの変更箇所
（上記計画に記載されている内容か

ら変更となる取組）

活動
指標

R3年度

0 0

491,441

0 0 0

376,000 0

予算額 決算額 予算額 決算額 予算額 決算額(見込） 予算額 決算額

R2年度

599,486

201,500

930,000 36,690
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評　価　（Check）

実施 （直近） 未実施

改　善　（Action）

a．上がっている
b,　徐々に上がっている
c．上がっていない

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止
Ⅵ．事業終了

Ⅱ

上記「有効性」の成果等を踏まえ左記区分を選んだ理由

令和２年度の都市計画決定を見送ったため、成果指標は目標値を下回っていますが、地域の事業に対する期待や関心の高さに加
えて、将来のまちづくりの観点からも着実に事業に対する関心が高まっています。

【成果】
　活動結果（活動指標等）に対し事業の成果（成果指標等）は順調に上がっているか？

【民間の活用】
　委託や指定管理者制度など、実施手法について民間活用によりコストを削減できる余地があるか？

【事業手法等の見直し】
　事業の成果を維持しながら、契約方法、仕様の見直しなどによる経費削減や事務手続きの見直しなどに
よる事務改善の可能性があるか？

【市が実施する必要性】
　他都市で、民間等でサービス提供している事例がないか？

評価

今後の事業
の方向性

実施結果（Ｄｏ）や評価（Ｃｈｅｃｋ）を踏まえた今後の方向性

近年、高齢者が踏切を渡りきれないことによる事故が即効対策済みの踏切でも発生しており、国も踏切道改良促進法を改正するな
ど、通学路にある踏切の安全対策や抜本的な対策の実施など継続的な踏切対策が求められています。

評価の理由

貢献度区分

A．貢献している
B．やや貢献している
C．貢献の度合いが薄い

B
施策への
貢献度

都市計画決定を見送ったことから、事業進捗に遅れが生じていますが、事業に対する地元の理解等は深
まっていることから、一定程度の施策への貢献はありました。

効率性
【質の向上】
　事業を適正な（過小でも、過大でもない）規模の人員体制・費用で行いながら、市民サービスや市役所内
部（職員・組織）の質の向上を図ることができる余地があるか？

本事業は、国土交通省の定める制度に基づき、鉄道事業者と協定を締結し実施していますが、引き続き鉄道事業者と密な連携を図
り、事業費縮減や事業期間短縮に向けた検討を行いながら、円滑な事業推進を図る必要があります。

a．余地はない
b．余地はある
c．既に実施済み

c

a．可能性はない
b．可能性はある b

有効性

開かずの踏切は地域の生活環境や経済活動、災害発生時の避難路、物資輸送において大きな支障となっており、今後の少子高齢
化、人口減少社会においても暮らしやすく働きやすいまちを実現するため、安全な通行環境の構築や経済活動の効率化に資するイ
ンフラ整備の一環として、地域、関係機関と連携しながら行政が取組を進める必要があります。

評価の理由

具体的な見直し・改善内容
※過去に見直した履歴も記載

できる場合は記載

a．薄れていない
b．薄れている a

評価項目

必要性

☑ R 2 年度 □

事業を取り巻く社会環境の変化
（国・県・他団体の動向や法改正、規

制緩和など）

事業の見直し・改善内容

評価の理由

R２年度：大規模投資的事業について検討した結果、都市計画決定を見送り、必要な検討を実施した上で、令和３年度に第３期実施
計画（素案）等において検討結果を明らかにすることとしました。また、平間駅前踏切等について、早急に実施できる暫定対策を検
討することとしました。

a

【市民のニーズ】
　事業を取り巻く環境の変化等により、事業に対するニーズが薄れていないか？

今後の事業の方向性を
踏まえた次年度の計画上の

変更箇所

変更前
（次年度計画上
の記載）

①連続立体交差事業の事業化に向けた取組（整備に向けた取組推進）

変更後
（上記計画上の記載に
対する変更点）

①連続立体交差事業の事業化に向けた取組（事業費縮減と事業期間短縮に向けた検討）【変更】
③平間駅前踏切等について、早急に実施できる暫定対策を検討【新規】

変更の理由
大規模投資的事業について検討した結果、都市計画決定を見送り、必要な検討を実施した上で、令和３年
度に第３期実施計画（素案）等において検討結果を明らかにする予定です。

b

方向性区分

a．余地はない
b．余地はある
c．既に実施済み

b

既存の事業計画等にとらわれず、設計や前提条件の見直しを図るなど、更なる事業費縮減と事業期間短縮
に向けた検討を関係機関と連携し実施します。また、併せて平間駅前踏切等について、早急に実施できる
対策を検討します。

a．事例はない
b．事例がある
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事業の概要

市が直接実施 一部委託 全部委託・指定管理 ボランティア等との協働 その他

国・県の制度 国・県の制度＋市独自の制度 市独自の制度

※　人件費は、予算・決算における職員１人当たり人件費に、人工を乗じて算出

計　画　（Plan）

実施結果　（Do）

令和２年度　事務事業評価シート

人件費※　B

総コスト(A+B)

市債

その他特財

財
源
内
訳

国庫支出金 62,535

57,000 185,000

行財政改革第２期プログラム
に関連する課題名

138,121

59,400

68,000

0

10,721

125,363

150,483

126,121132,641

-

-

29,750

323,358

23,800 23,800 23,800

-3,113 9,721 742

0

17,842 17,842

-

-

149,921

2

43,192

17,842

155,963

4,992

95,128 160,000

6,500 24,351 -

市民、自転車利用者

自転車通行環境整備を計画的に推進することで、安全・安心で快適に通行できる道路空間の形成を図ります。

令和２年２月に策定した川崎市自転車活用推進計画に基づき、自転車・歩行者・自動車が道路を安全・安心・快適に利用できる自
転車通行環境の整備（川崎市自転車ネットワーク計画の整備等）を推進します。

①自転車通行環境整備に向けた計画的な取組の推進
　　・「自転車ネットワーク計画」に基づく整備の推進
②川崎駅東口周辺地区総合自転車対策の推進
　　・新川通り通行環境整備完了

施　　策 身近な交通環境の整備

直接目標

2.15 2.1 2.8

事業開始年度

―

箇所

km

－

H30年度目標・実績

目標どおり達成できました。
①自転車通行環境整備の推進については、殿町、溝の口駅、及び登戸・向ヶ丘遊園駅周辺での計画的な整備や、自転車事故の発
生状況に応じた緊急的な安全対策の実施など、約21kmの整備を行いました。
②新川通りの通行環境整備については、平成30年度から段階的に整備を進め、令和3年3月末に全面供用開始を行いました。

４．目標を下回った
５．目標を大きく下回った3

　１．目標を大きく上回って達成
　２．目標を上回って達成
　３．ほぼ目標どおり

-

－

-

－

18

－

3

単位

4

-

-

50,600 36,000

事務事業
事務事業コード

40703040

担　　当
組織コード 所属名

実施期間
事業終了年度 事務・サービス等

の分類

分類1（市民サービス等） 分類2（内部事務）

― その他 ―

535500 建設緑政局自転車利活用推進室

事務事業名 政策体系別計画の記載

自転車通行環境整備事業 有

実施形態 ☑

自転車活用推進法、川崎市自転車利用基本方針、川崎市の自転車通行環境整備に関する考え方

総合計画と連携する計画等

（法令・要綱等）

都市計画マスタープラン,環境基本計画,総合都市交通計画,自転車活用推進計画

人工（単位：人）

年度

事業費　A

一般財源

35,602

3,300

20,000

0

12,302

24,981

-

-

-

－

-

－

17

21

取組内容の実績等
（上記に掲げた取組内容に対し、「数
値等でより具体的に実績を示すことが
できる取組」、又は「未達成部分」若し
くは「より達成できた部分」を記載）

3

4
説明

指標分類

1

2
説明

数値で事業の実績・効果等を把握できる指標　（指標の説明）

自転車通行環境整備箇所数

自転車通行環境整備延長

説明

実績川崎市自転車ネットワーク計画に基づき、自転車通行環境整備を実施した延長

目標

目標

実績

目標

実績

53,813

18,21118,211

-

143,205

8,528

86,000

H30年度 R1年度 R3年度

計画事業費

事業の目的
（対象をどのような状態にしたいか）

政策体系

事業の対象
（事業の対象となる人、物）

事業の内容
（どういった業務内容で、どのような

手段で実施しているか）

上記「当該年度の取組内容」
に対する達成度

R2年度R1年度

活動
指標

-

□

計画事業費 計画事業費

□ □ □

川崎市自転車通行環境整備実施計画などに基づき、自転車通行環境整備を実施した箇所数
※令和元年度以降は、連続的な自転車通行環境を確保するため平成30年度に策定した自転車ネッ
トワーク計画の目標である「自転車通行環境整備延長」を指標とします。

予決算
（単位：
千円）

実施根拠 □ ☑ □

改革項目 課題名

説明

3

-

目標

実績

0296,428

当該年度の取組内容
（第2期実施計画に記載されている
具体的な当該年度の取組）

総合的な交通体系を構築する政　　策

地域の人々が生活しやすい交通環境を整える

当初計画からの変更箇所
（上記計画に記載されている内容か

ら変更となる取組）

活動
指標

R3年度

0 27,008

299,558

0 0 0

36,000 92,000

予算額 決算額 予算額 決算額 予算額 決算額(見込） 予算額 決算額

R2年度

272,628

59,400

95,128 160,000
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評　価　（Check）

実施 （直近） 未実施

改　善　（Action）

a．上がっている
b,　徐々に上がっている
c．上がっていない

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止
Ⅵ．事業終了

Ⅱ

上記「有効性」の成果等を踏まえ左記区分を選んだ理由

「自転車が関わる交通事故件数」が減少しており成果があがっていることから、今後も更なる安全性の向上に向けて自転車通行環
境の整備を拡大して通行位置を明確化していくことが必要です。

【成果】
　活動結果（活動指標等）に対し事業の成果（成果指標等）は順調に上がっているか？

【民間の活用】
　委託や指定管理者制度など、実施手法について民間活用によりコストを削減できる余地があるか？

【事業手法等の見直し】
　事業の成果を維持しながら、契約方法、仕様の見直しなどによる経費削減や事務手続きの見直しなどに
よる事務改善の可能性があるか？

【市が実施する必要性】
　他都市で、民間等でサービス提供している事例がないか？

評価

今後の事業
の方向性

実施結果（Ｄｏ）や評価（Ｃｈｅｃｋ）を踏まえた今後の方向性

「自転車活用推進法」の施行に伴い、自転車の利活用に関する国の制度の充実に加えて、市民の健康や環境に対する意識の高揚
や電動アシスト自転車の普及拡大など、自転車活用の機運が高まっています。また、コロナ禍での社会変容による生活行動の変化
などにより、自転車の利用機会の増加や利用ニーズが多様化しており、地域の実情に応じた自転車通行環境整備のより一層の充
実が求められています。

評価の理由

貢献度区分

A．貢献している
B．やや貢献している
C．貢献の度合いが薄い

A
施策への
貢献度

自転車通行環境の整備により、「自転車が関わる交通事故件数」が減少傾向にあり、成果が上がっている
ことから、施策への貢献はありました。

効率性
【質の向上】
　事業を適正な（過小でも、過大でもない）規模の人員体制・費用で行いながら、市民サービスや市役所内
部（職員・組織）の質の向上を図ることができる余地があるか？

自転車通行環境整備に際し、一定の区域ごとに路線をまとめて発注することで、スケールメリットによる更なるコストの縮減が見込ま
れます。また、通行環境整備に合わせて、関係局区と連携して、通行ルールの周知やマナーの向上に向け、様々な広報媒体を活用
した啓発活動を強化することで、質の向上が期待できます。

a．余地はない
b．余地はある
c．既に実施済み

c

a．可能性はない
b．可能性はある b

有効性

自転車活用の機運の高まりやコロナ禍での社会変容による生活行動の変化などにより、自転車利用に関して市民のニーズは高
まっており、引き続き、自転車等の安全性や利便性の更なる向上に向けて、本市が自転車通行環境整備を実施する必要がありま
す。

評価の理由

具体的な見直し・改善内容
※過去に見直した履歴も記載

できる場合は記載

a．薄れていない
b．薄れている a

評価項目

必要性

☑ R 1 年度 □

事業を取り巻く社会環境の変化
（国・県・他団体の動向や法改正、規

制緩和など）

事業の見直し・改善内容

評価の理由

R1年度：「川崎市自転車活用推進計画」を策定
H30年度：「川崎市自転車ネットワーク計画」を策定
H29年度：「川崎市自転車利用基本方針」を策定
H26年度：「自転車通行環境整備に関する考え方」及び「実施計画」を策定

a

【市民のニーズ】
　事業を取り巻く環境の変化等により、事業に対するニーズが薄れていないか？

今後の事業の方向性を
踏まえた次年度の計画上の

変更箇所

変更前
（次年度計画上
の記載）

変更後
（上記計画上の記載に
対する変更点）

変更の理由

b

方向性区分

a．余地はない
b．余地はある
c．既に実施済み

b

自転車活用の機運の高まりとコロナ禍での社会変容による生活行動の変化など、自転車の利用機会の増
加や利用ニーズの多様化等に対応するため、令和３年度の「川崎市自転車活用推進計画」の改定に合わ
せて、自転車通行環境の一層の安全性・利便性の強化に向けた検討を進めていきます。

a．事例はない
b．事例がある
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事業の概要

市が直接実施 一部委託 全部委託・指定管理 ボランティア等との協働 その他

国・県の制度 国・県の制度＋市独自の制度 市独自の制度

※　人件費は、予算・決算における職員１人当たり人件費に、人工を乗じて算出

計　画　（Plan）

実施結果　（Do）

令和２年度　事務事業評価シート

人件費※　B

総コスト(A+B)

市債

その他特財

財
源
内
訳

国庫支出金 0

0 0

行財政改革第２期プログラム
に関連する課題名

8,000

0

0

0

8,000

12,919

22,800

8,00011,755

-

-

0

18,602

11,900 11,900 11,900

-0 8,000 0

0

11,045 11,045

-

-

19,90038,539

11,045

19,045

0

8,000 13,099

12,919 11,083 -

市民、自転車利用者

地域の実情に応じた自転車の活用を推進することで、まちの魅力向上等を図ります。

令和２年２月に策定した川崎市自転車活用推進計画に基づく通行環境整備、駐輪対策、自転車の活用及びルール・マナー啓発の４
つの基本政策をもとに、安全・安心で魅力と活力のある自転車を活用したまちづくりの推進に向け、自転車施策を総合的に取り組み
ます。

①自転車の活用に向けた取組の推進（計画に基づく取組の推進）

施　　策 身近な交通環境の整備

直接目標

4.55 1.3 1.4

事業開始年度

平成30年度

－

H30年度目標・実績

目標どおり達成できました。
①自転車の活用に向けた取組は、「川崎市自転車活用推進計画」に基づき、自転車通行環境の整備、駐輪場の利用促進、川崎市
シェアサイクル実証実験の実施、交通安全に係る教育・啓発などの、２７の自転車施策と事業に関する適切な進捗管理を踏まえて
総合的に取組を進め、計画的に執行しました。

４．目標を下回った
５．目標を大きく下回った3

　１．目標を大きく上回って達成
　２．目標を上回って達成
　３．ほぼ目標どおり

－

－

単位

-

-

0 0

事務事業
事務事業コード

40703045

担　　当
組織コード 所属名

実施期間
事業終了年度 事務・サービス等

の分類

分類1（市民サービス等） 分類2（内部事務）

― その他 その他 

535500 建設緑政局自転車利活用推進室

事務事業名 政策体系別計画の記載

自転車活用推進事業 有

実施形態 □

自転車活用推進法、自転車活用推進計画、川崎市自転車利用基本方針ほか

総合計画と連携する計画等

（法令・要綱等）

都市計画マスタープラン,総合都市交通計画,自転車活用推進計画

人工（単位：人）

年度

事業費　A

一般財源

0

0

0

0

0

0

-

-

-

－

取組内容の実績等
（上記に掲げた取組内容に対し、「数
値等でより具体的に実績を示すことが
できる取組」、又は「未達成部分」若し
くは「より達成できた部分」を記載）

3

4
説明

指標分類

1

2
説明

数値で事業の実績・効果等を把握できる指標　（指標の説明）

説明

実績

目標

目標

実績

目標

実績

38,539

38,53938,539

-

23,964

8,000

0

H30年度 R1年度 R3年度

計画事業費

事業の目的
（対象をどのような状態にしたいか）

政策体系

事業の対象
（事業の対象となる人、物）

事業の内容
（どういった業務内容で、どのような

手段で実施しているか）

上記「当該年度の取組内容」
に対する達成度

R2年度R1年度

□

計画事業費 計画事業費

☑ □ □

予決算
（単位：
千円）

実施根拠 □ ☑ □

改革項目 課題名

説明

目標

実績

022,983

当該年度の取組内容
（第2期実施計画に記載されている
具体的な当該年度の取組）

総合的な交通体系を構築する政　　策

地域の人々が生活しやすい交通環境を整える

当初計画からの変更箇所
（上記計画に記載されている内容か

ら変更となる取組）

R3年度

0 13,099

6,702

0 0 0

0 0

予算額 決算額 予算額 決算額 予算額 決算額(見込） 予算額 決算額

R2年度

11,083

0

8,000 13,099
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評　価　（Check）

実施 （直近） 未実施

改　善　（Action）

a．上がっている
b,　徐々に上がっている
c．上がっていない

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止
Ⅵ．事業終了

Ⅱ

上記「有効性」の成果等を踏まえ左記区分を選んだ理由

シェアサイクル実証実験の効果検証においては、利用範囲や利用目的及び効果が限定されている一方で、駅・公共施設へのアクセ
ス性・利便性の向上と、地域の活性化や公共交通機能の補完に一定の効果を確認しました。引き続き、一層の利用・普及促進に向
けて、実証実験を継続していきます。

【成果】
　活動結果（活動指標等）に対し事業の成果（成果指標等）は順調に上がっているか？

【民間の活用】
　委託や指定管理者制度など、実施手法について民間活用によりコストを削減できる余地があるか？

【事業手法等の見直し】
　事業の成果を維持しながら、契約方法、仕様の見直しなどによる経費削減や事務手続きの見直しなどに
よる事務改善の可能性があるか？

【市が実施する必要性】
　他都市で、民間等でサービス提供している事例がないか？

評価

今後の事業
の方向性

実施結果（Ｄｏ）や評価（Ｃｈｅｃｋ）を踏まえた今後の方向性

「自転車活用推進法」の施行や「自転車活用推進計画」の閣議決定など国の制度の充実に加えて、近年の自転車利用の機運の高
まりや、コロナ禍での緊急事態宣言後の社会変容による生活行動の変化などを受け、一層の自転車の利活用における機運が高
まっています。

評価の理由

貢献度区分

A．貢献している
B．やや貢献している
C．貢献の度合いが薄い

A
施策への
貢献度

通行環境整備、駐輪対策、自転車の活用、ルール・マナー啓発の４つの柱を基に目標達成に向けて、計画
的に事業を執行し、自転車等が安全、安心、快適に利用できる環境づくりを進めたことから施策への貢献は
ありました。

効率性
【質の向上】
　事業を適正な（過小でも、過大でもない）規模の人員体制・費用で行いながら、市民サービスや市役所内
部（職員・組織）の質の向上を図ることができる余地があるか？

・駐輪場の管理運営については、指定管理者制度を導入しています。シェアサイクル実証実験における事業運営は民間を活用し実
施しています。
・自転車施策は、自転車の持つ特性や市民ニーズを踏まえて、今後も関係課と連携し効果的かつ効率的な取組を総合的に進める
ことで、一層の市民サービスの向上を図ることができる余地があります。

a．余地はない
b．余地はある
c．既に実施済み

c

a．可能性はない
b．可能性はある b

有効性

自転車については、活用の機運の高まりやコロナ禍での社会変容による生活行動の変化など、自転車の取り巻く環境の変化に対
応した一層の自転車の活用に向けた取組が求められています。

評価の理由

具体的な見直し・改善内容
※過去に見直した履歴も記載

できる場合は記載

a．薄れていない
b．薄れている a

評価項目

必要性

☑ R 2 年度 □

事業を取り巻く社会環境の変化
（国・県・他団体の動向や法改正、規

制緩和など）

事業の見直し・改善内容

評価の理由

Ｒ2年度：「川崎市シェアサイクル実証実験」の期間延長及び対象エリアを拡大（Ｒ3年4月～）
Ｒ1年度：「川崎市自転車活用推進計画」を策定
H31年3月～：「川崎市シェアサイクル実証実験」開始
H30年度：「川崎市自転車ネットワーク計画」を策定
H29年度：「川崎市自転車利用基本方針」を策定

a

【市民のニーズ】
　事業を取り巻く環境の変化等により、事業に対するニーズが薄れていないか？

今後の事業の方向性を
踏まえた次年度の計画上の

変更箇所

変更前
（次年度計画上
の記載）

変更後
（上記計画上の記載に
対する変更点）

変更の理由

b

方向性区分

a．余地はない
b．余地はある
c．既に実施済み

b

「川崎市自転車活用推進計画」に基づき、総合的な自転車施策を進めるとともに、その中で得られた新たな
課題の整理やシェアサイクル実証実験における効果を検証し、これらを踏まえ、来年度に計画の改定を行
い、一層の自転車に関する安全性、回遊性、快適性及び利便性の向上に資する質の高い行政サービスの
提供を行います。

a．事例はない
b．事例がある
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